


 
 



は じ め に 

 

 財団法人地域創造では、地域における創造的で文化的な芸術活動のための環境づくりを

目的として、地方公共団体等との緊密な連携の下に、財政支援、研修・交流、情報提供、

調査研究などの事業に取り組んでおります。この度、こうした財団事業の一環として、「地

域の公立文化施設実態調査」を実施致しました。 
  
 地域の公立文化施設を取り巻く状況については、平成１１年の合併特例法の一部改正に

伴う市町村合併による広域的な枠組みの変化や、平成１５年の地方自治法の一部改正によ

る指定管理者制度の導入等により大きく変化しています。一方、状況の変化に対応した地

域文化施策を実施していくには、地域で何が起きているかを的確に把握することが不可欠

となっております。 
 そこで、地域創造では、公立文化施設の導入状況を中心とした管理運営の実態を詳細に

調査し最新のデータを集積するため、総務省の協力を得て、全国の地方公共団体を対象と

した「地域の公立文化施設実態調査」を行いました。 
 この報告書は、今回の調査結果を取りまとめて集計、分析したもので、今後の地域文化

施策の更なる充実に資することを目的としています。 
 
 調査実施に当たっては、各都道府県をはじめ全国の地方公共団体の担当者の方々に多大

なご協力をいただきました。この場を借りて深く感謝申し上げます。 
 この調査の成果が、現場で取り組む方々の参考となり、少しでも地域の環境づくりのお

役に立てば幸いです。 
 

平成１９年３月 
財団法人地域創造 
理事長 林 省吾 
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Ⅰ 調査概要 





Ⅰ 調査概要 

 
 
■調査目的 ：  全国の地方公共団体における公立文化施設の設置状況、及び公立文化施

設における指定管理者制度の導入状況を中心とした管理運営の実態に関

するデータを収集し、分析する。以って地域における文化施策の更なる充

実に資することを目指す。 
 
■対象施設 ：  地方自治法に規定される「公の施設1」のうち、「ホール」、「美術館」「練

習場・創作工房」及びそれらを含む「複合施設」を対象施設とする。本調

査ではこれを「文化施設等」という（詳細は 5 頁を参照）。 
 
■調査対象 ： 都道府県、政令市、市区町村2、及び「文化施設等」を有する広域行政3 
 
■調査期間 ： 平成 19 年 1 月 25 日～3 月 5 日 
 
■調査時点 ： 平成 19 年 1 月 1 日現在 
 
■調査方法 ：  上記調査対象団体の文化振興ご担当者に調査票を配布し、都道府県によ

るとりまとめ（政令市を除く）の後、回収した4。 

＊  本調査の回答者は、施設の管理運営者ではなく、設置主体となる地方公共

団体である。 

 
■有効回答 ： 1,832 団体 

都道府県 47

政令市 15

市区町村 1,761

広域行政 9

 
 
 
 

＊ 調査時点における地方公共団体数は、都道府県 47、政令市 15、市区町村

1,820。従って、広域行政を除く有効回答率は 96.9％となる。 

                                                  
1 「公の施設」の規定が準用される、特別区、地方公共団体の組合、財産区、及び合併特例区により設置された施

設を含む。 
2 市区町村とは、政令市を除く市町村及び特別区を指す。 
3 広域行政とは、一部事務組合や広域連合などの特別地方公共団体を指す。 
4 都道府県、政令市、市区町村は全国すべての団体を対象とした。一部事務組合や広域連合などの特別地方公

共団体については、「文化施設等」を保有する団体を対象とするよう都道府県に依頼した。 
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■本報告書について 
 

(1)  本報告書Ⅱ章「地方公共団体における文化施設等設置概況」は、地方公共団体単

位に（団体数を母数として）集計分析する。5 
Ⅲ章「文化施設等の概況」とⅣ章「文化施設における指定管理者制度導入概況」

は、施設単位に（施設数を母数として）集計分析する。 

 

(2)  施設数は、複合施設の場合、「文化施設等」の施設内容単位に延べ数で集計する。 

例えば、専用ホールと美術館を主たる施設内容とする複合施設は「2 施設」として

集計する。施設数は以下である。（複合施設については次頁、施設内容別施設数等

の詳細は 18 頁参照） 
 
施設数（設置主体別） 

  

施設数 
（合計） 

単体の 
施設数 

複合施設 
内の 

延べ施設数
文化 

複合(*1)
その他 

複合(*2) 

総合計 4,265 2,618 1,647 345 1,302 

都道府県 293 160 133 30 103 

政令市 269 129 140 39 101 

市区町村 3,692 2,324 1,368 276 1,092 

広域行政 11 5 6 0 6 

*1：文化施設等だけの複合施設における「文化施設等」の延べ数 

*2：その他の施設との複合施設における「文化施設等」の延べ数 

 

 

(3)  地方公共団体単位の集計分析では、「都道府県」「政令市」「市区町村」を分析軸

にクロス集計した結果を用いる。その内「市区町村」は「人口 10 万人以上」「2～

10 万人未満」「2 万人未満」に区分する6。 

施設単位の分析では、施設内容別及び設置主体別にクロス集計した結果を用いる。 

施設内容別の分析軸は「ホール」「美術館」「練習場・創作工房」とし、その内「ホ

ール」は「ホール専用施設」と「ホール機能を有するその他の施設」に区分する。

設置主体別の分析軸は「都道府県」「政令市」「市区町村」「広域行政」とする。7 そ

の内「市区町村」は「人口 10 万人以上」「2～10 万人未満」「2 万人未満」に区分す

る。 

 

(4)  集計結果はそれぞれの母数におけるパーセンテージで示すが、小数点以下 1 位で

四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 

グラフ中の「N」とは集計の母数を示す。「MA」とは複数回答（合計が 100％に

ならない）を示す。 
                                                  
5 広域行政は全数を調査対象としていないため、団体数を母数とする分析では集計対象外とする。 
6 文化施設の実態に詳しい有識者へのヒアリングにより、自治体の人口規模が10万人及び2万人の前後で文化施

設の設置状況に違いがあるとする知見を得たことから、本調査ではこの人口区分を分析軸とした。 
7 但し、「広域行政」の区分はサンプル数が少ないため、特に必要な箇所以外の掲載を省略している。 
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「公の施設」の内、「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」、及びそれらを含む「複合施設」を指す

但し、「公の施設」には、特別区、地方公共団体の組合、財産区、及び合併特例区により設置された施設を含む。

本調査における「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」、「複合施設」とは、以下の通り。

■「ホール」とは・・・

芸術文化のための施設であるかどうかを問わず、舞台及び客席（いずれも可動式を含む）を有し、

舞台芸術の公演や映像作品上映会などを行う施設。

「ホール」は、さらに次の２つに区分する。

■「ホール専用施設」

オペラハウス、コンサートホール、劇場、能楽堂、多目的ホール、映像ホールなど、舞台芸術の

公演等を主用途とする施設。

■「ホール機能を有するその他の施設」

舞台芸術以外の利用を主用途とする施設（アリーナ、体育館、メッセ、会議場、公会堂、公民館）

であっても、舞台及び客席（可動式を含む）や舞台設備等を有し、舞台芸術の公演も行う施設。

■「美術館」とは・・・

博物館法の規定に関わりなく、美術作品の展覧会などを行う専用施設(*)。

■「練習場・創作工房」とは・・・

音楽・演劇等の舞台芸術の練習、又は美術の創作を行う専用施設(*)。

■「複合施設」とは・・・

上記の「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」のいずれかが含まれる複合施設。

「複合施設」は、さらに次の２つに区分する。

■「文化施設等だけの複合施設」

「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」だけからなる複合施設(*)。

■「その他の施設との複合施設」

「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」のいずれかを含む、その他の施設(*)との複合施設。

* 収蔵品の有無は問わない。専ら貸し会場としてのみ運営される施設も含むが、
　ホールに付属する市民ギャラリーなどの、付属施設は該当しない。

* ホールに付属する練習室や、美術館に付属する創作工房などの、付属施設は
   該当しない。

*　但し、いずれかひとつの内容だけを複数有する施設は「複合施設」に該当しない。
　  例えば、大ホールと小ホールからなる文化ホールの場合は、「ホール」に該当する。

*  図書館、博物館、資料館、宿泊施設、アリーナ、体育館、メッセ、会議場など

本調査における「文化施設等」とは



 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 地方公共団体における 
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Ⅱ 地方公共団体における文化施設等設置概況 

 
 

■文化施設等の有無 
 回答のあった全国の地方公共団体（広域行政を除く）8の内、85.7%が「文化施設等」9

を有すると回答した（これを設置主体という）。 

                                                 

団体別にみると、「都道府県」及び「政令市」ではすべてに文化施設等があるが、市区町

村（全体）では 85.2％である。 
市区町村における文化施設等の有無を人口規模別10にみると、人口 10 万人以上の市区町

村ではほとんど（98.1％）にあるが、10 万人未満の市区町村ではやや減少（93.5%）し、

人口 2 万人未満の市町村では 73.1％である。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「文化施設等」の有無（団体別）（％）

85.7

100.0

100.0

85.2

98.1

93.5

73.1

13.0

13.5

4.6

26.1

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（広域行政除く）全体
（N=1,823）

都道府県
（N=47）

政令市
（N=15）

市区町村（計）
（N=1,761）

市区町村（10万人以上）
（N=262）

（2～10万人未満）
（N=725）

（人口2万人未満）
（N=774）

ある ない 無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
8 広域行政は全数を調査対象としていないため、団体数を母数とする本章の分析では集計対象外とする。 
9 本調査における「文化施設等」とは、公の施設の内、「ホール」、「美術館」、「練習場・創作工房」、及びそれらを

含む「複合施設」を指す。詳細は 5 頁を参照。 
10 文化施設の実態に詳しい有識者へのヒアリングにより、自治体の人口規模が 10 万人及び 2 万人の前後で文化

施設の設置状況に違いがあるとする知見を得たことから、本調査ではこの人口区分を分析軸とした。 
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 ■文化施設等の管理運営形態 
 文化施設等を有すると回答した団体（これを設置主体11という）に、管理運営形態別の設

置状況を複数回答で尋ねたところ、直営施設を有する設置主体は 84.4%である。また、指

定管理者制度を導入した施設（以下、「指定管理施設」）を有する設置主体は 36.1％である。 
指定管理施設の中でも、公募によらずに選定された指定管理施設（以下、「非公募指定施

設」）を有する設置主体は 25.9％、公募により選定された指定管理施設（以下、「公募指定

施設」）を有するのは 14.2％である。 
 

「文化施設等」を有する団体の管理運営形態別設置状況（ＭＡ）
設置主体全体（広域行政を除く）（N=1,563）

84.4

36.1

25.9

14.2

直営施設がある

指定管理施設がある

（非公募）指定管理施設がある

（公募）指定管理施設がある

（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらの管理運営形態別設置状況をベン図にあらわすと次のようになる。 
 

直営施設あり

84.4％

（公募）指定施設あり

14.2％
（非公募）指定施設あり

25.9％

直営のみ

63.8％

非公募のみ

10.1％
公募のみ

4.5％

直営+非公募+公募

3.0％

直営+公募

5.8％
直営+非公募

11.9％

非公募+公募

1.0％

「文化施設等」を有する団体
（広域行政除く）（N=1,563） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
11 調査数全数ではなく、文化施設等を有する設置主体を母数とする。 
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 管理運営形態別の設置状況を、設置主体の種類別にみる。 
 文化施設等を有する設置主体の内、直営施設を有する割合は、都道府県（80.9%）と市区

町村（84.7%）が高く、市区町村の中では人口規模が少なくなるほど高くなっている。政令

市では 66.7％である。 
指定管理施設の設置は、都道府県（97.9％）と政令市（100.0％）ではほとんどの設置主

体に及ぶ。市区町村では人口規模が少ないほど指定管理施設の設置が減少する傾向があり、

人口 10 万人以上の市区町村では 80.0％だが 2 万人未満ではわずか 9.5%である。 
また、都道府県と政令市では公募指定施設を有するところが多く（都道府県 83.0%、政

令市 100.0%）、非公募指定施設を有するところの方が少ない（都道府県 42.6%、政令市

73.3%）。市区町村では逆に、いずれの人口規模グループにおいても公募指定施設より非公

募指定施設の設置の方が多くなっている。 
 
 「文化施設等」を有する団体の管理運営形態別設置状況（設置主体別）（ＭＡ）

84.4

80.9

66.7

84.7

74.3

79.8

95.2

36.1

97.9

33.6

80.2

36.0

9.5

42.6

73.3

25.8

5.5

14.2

83.0

11.2

25.7

11.7

4.1

100.0

25.9

24.9

65.4

100.0

設置主体全体
（広域行政除く）

（N=1,563）

都道府県
（N=47）

政令市
（N=15）

市区町村
（計）

（N=1,501）

市区町村
（人口10万人以上）

（N=257）

市区町村
（2～10万人未満）

（N=678）

市区町村
（人口2万人未満）

（N=566）

直営施設がある

指定管理施設がある

（非公募）指定管理施設がある

（公募）指定管理施設がある
（％）
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■文化財団等の有無 
 次に、指定管理者制度の導入以前、管理委託制度の下で文化施設等の管理運営を担って

きた文化財団等について概観する。 
全国の地方公共団体の内、25.5％が、自ら出資等をした「文化振興等を目的とする法人12」

（以下、「文化財団等」）を有すると回答した。 
これを団体別にみると、都道府県ではほとんど(95.7%)が、政令市ではすべてが文化財団

等を有するのに対し、市区町村（全体）では 23.0％である。 
市区町村における文化財団等の有無を人口規模別にみると、人口規模が大きいほど文化

財団等の保有率が高い。人口 10 万人以上の市区町村では 67.2％が有するが、10 万人未満

の市区町村では 26.9%であり、人口 2 万人未満の市町村では文化財団等を有するところは

ほとんどない（4.4％）。 
 
 
 
 
 
 文化振興等を目的とする法人（文化財団等）の有無（団体別）（％）

25.5

95.7

100.0

23.0

67.2

26.9

4.4

72.9

4.3

75.4

31.7

71.2

94.1

0% 100%

（広域行政除く）全体
（N=1,823）

都道府県
（N=47）

政令市
（N=15）

市区町村（計）
（N=1,761）

市区町村（10万人以上）
（N=262）

（2～10万人未満）
（N=725）

（人口2万人未満）
（N=774）

ある ない 無回答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
12 生涯学習やスポーツ振興等を主な目的とする法人でも、文化振興が目的の中に含まれる法人は、これに該当

する。 
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■文化財団等の数 
 文化財団等を有すると回答した内、82.8％は 1 法人だけ保有し、2 法人以上を有するのは

16.7％で、平均すると 1.26 法人となる。 
 これを地方公共団体別にみると、平均保有法人数が最も多いのは都道府県である。文化

財団等を有する都道府県の内、1 法人だけのところは 60.0%で他に比べて最も少なく、2 法

人以上を有するところが 40.0％、平均 1.82 法人である。 
次いで平均法人数が多いのは政令市で 1.40 法人である。市区町村（全体）では 1.19 法人

で最も少なく、人口規模が小さくなるほど平均法人数も少なくなっている。 
 
なお、これらの回答を合計した、全国の文化財団等の合計数は 582 法人である。 

 
 文化振興等を目的とする法人（文化財団等）の数（団体別）（％）

82.8

60.0

66.7

85.9

81.8

88.7

91.2

11.4

20.0

26.7

9.9

14.2

6.2

8.8

11.1

6.7

8.9

3.1

3.4

2.5

2.3

1.2

1.9

1.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（広域行政除く）全体
（N=465）

都道府県
（N=45）

政令市
（N=15）

市区町村（計）
（N=405）

市区町村（人口10万人以上）
（N=176）

（2～10万人未満）
（N=195）

（人口2万人未満）
（N=34）

１団体 ２団体 ３団体 ４団体以上 無回答

1.26法人

1.82法人

1.40法人

1.19法人

1.24法人

1.16法人

1.09法人

【平均】
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Ⅲ 文化施設等の概況 

 



 

 



 

Ⅲ 文化施設等の概況 

１．文化施設等の概況 

次に、施設ごとの概況をみる。13 
 
■施設数、施設内容 

 本調査で回答を得た全国の文化施設等は、4,265 施設14である。 
施設内容は、「ホール」が 3,317 施設（構成比 77.8%）で、その内「ホール専用施設」（以

下、「専用ホール」）は 1,151 施設（同 27.0％）、「ホール機能を有するその他の施設」（以下、

「その他ホール」）は 2,166 施設（同 50.8％）である。また、「美術館」が 657 施設（同 15.4%）、

「練習場・創作工房」が 291 施設（同 6.8％）である。 
 これを設置主体別に見ると、都道府県では文化施設等に占める美術館の割合が他の自治

体に比べて高く（同 31.4％）、人口 2 万人未満の市区町村ではその他ホールの構成比が高い

（同 64.3％）ことがわかる。 
 施設内容構成比（全施設）（設置主体別）（％）

27.0

27.0

27.5

26.9

32.2

29.2

15.6

72.7

50.8

33.1

48.7

52.3

43.9

51.9

64.3

18.2

31.4

10.8

14.0

9.1

6.8

8.5

13.0

6.3

6.9

5.9

6.1

16.9

14.5

15.4

13.0

0% 100%

全施設総合計
（N=4,265）

都道府県
（N=293）

政令市
（N=269）

市区町村
（計）

（N=3,692）

市区町村
（10万人以上）

（N=1,163）

市区町村
（2～10万人未満）

（N=1,653）

市区町村
（2万人未満）

（N=876）

広域行政
（N=11）

専用ホール その他ホール 美術館 練習場・創作工房

ホール計：77.8%

60.1

76.2

79.3

76.2

81.1

79.9

90.9

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
13 以降、70 頁まで同様に施設数を母数とした集計分析結果を示す。 
14 施設数は、複合施設の場合、「文化施設等」の施設内容単位に延べ数で集計する。例えば、専用ホールと美術

館を主たる施設内容とする複合施設は「2 施設」として集計する。 
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■施設内容別平均施設数（設置主体別） 
 前頁のグラフに示した施設内容別の施設数を設置主体別に示す（数表上）。 
次に、施設数から、設置主体別に 1 団体あたりの平均数を算出する（数表下）15。 
 
設置主体別の施設数（施設内容別） 

  
  

施設数 

全体 

（計） 
専用 

ホール
数 

その他
ホール

数 

ホール数
（計） 美術館数

練習場・ 
創作工房

数 

回答 
団体数 

文化施設等
を有する
団体数 

全体 4,265 1,151 2,166 3,317 657 291 1,832 1,572

（広域行政除く）全体 4,254 1,147 2,160 3,307 656 291 1823 1,563

都道府県 293 79 97 176 92 25 47 47

政令市 269 74 131 205 29 35 15 15

市区町村（計） 3,692 994 1,932 2,926 535 231 1761 1,501

10 万人以上 1,163 375 511 886 197 80 262 257

2～10万人未満 1,653 482 858 1,340 215 98 725 678

 
 
 
 
 
 

 
 
 2 万人未満 876 137 563 700 123 53 774 566

 
 
 
 
 
 
 

広域行政 11 4 6 10 1 0 9 9

 

 

1 団体ごとの平均施設数 
  

 
施設全体

専用ホール その他ホール

ホール
（計）

美術館 
練習場・ 
創作工房 

（広域行政除く）全体（N=1,563） 2.72 0.73 1.39 2.12 0.42  0.19  

 都道府県（N=47） 6.23 1.68 2.06 3.74 1.96  0.53  

 政令市（N=15） 17.93 4.93 8.73 13.67 1.93  2.33  

 市区町村（計）（N=1,501） 2.46 0.66 1.29 1.95 0.36  0.15  

  10 万人以上（N=257） 4.53 1.46 1.99 3.45 0.77  0.31  

  2～10 万人未満（N=678） 2.44 0.71 1.27 1.03 0.32  0.14  

  2 万人未満（N=566） 1.55 0.24 0.99 1.24 0.22  0.09  

                                                  
15 ここは、文化施設等を有する地方公共団体（広域行政を除く）を母数として集計。 
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■開館年 
 下のグラフは、文化施設等の開館年 5 年ごとの累計施設数を、施設内容別に示したもの

である。 
施設全体では 1980 年代から 1990 年代にかけて開館した施設が多いが、2000 年以降にも

656 施設（開館年の無回答を除く文化施設等全体の 15.6％に該当）が開館している。 
2000 年以降の開館数を施設内容別にみると、ホール 442 館（無回答を除くホール全体の

13.5％）、美術館 144 館（同じく美術館全体の 22.1％）、練習場・創作工房 70 館（同じく練

習場・創作工房全体の 24.8％）となっている。 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

開館年（全施設）（施設内容別）（累計）

8 13 15 17 20 33 50 120
278

555

902

1,456

3,548

4,039

494

790

1,238

1,642

2,255

2,828

81
160

239
375

508
618 652

31 58
139

212 262 282

4,204

2,769

1,968

3,270
3,159

249
46

87
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

～
1929
年

1930
～34
年

1935
～39
年

1940
～44
年

1945
～49
年

1950
～54
年

1955
～59
年

1960
～64
年

1965
～69
年

1970
～74
年

1975
～79
年

1980
～84
年

1985
～89
年

1990
～94
年

1995
～99
年

2000
～04
年

2005
～07
年

全施設総合（N=4,265）

ホール（N=3,317）

美術館（N=657）

練習場・創作工房（N=291）

館

* ３年間

(*)

 
開館年（全施設）（施設内容別） 

 ～ 

1929 

年 

1930 

～ 

1934 

年 

1935 

～ 

1939 

年 

1940 

～ 

1944 

年 

1945

～

1949

年

1950

～

1954

年

1955

～

1959

年

1960

～

1964

年

1965

～

1969

年

1970

～

1974

年

1975

～

1979

年

1980

～

1984

年

1985

～

1989

年

1990 

～ 

1994 

年 

1995 

～ 

1999 

年 

2000 

～ 

2004 

年 

2005

～

2007

年

無
回
答 

全施設合計 
（N=4,265） 

8 5 2 2 3 13 17 70 158 277 347 554 512 801 779 491 165 61

 専用ホール 
(N=1,151) 

3 0 1 0 0 3 11 35 64 82 69 129 126 261 220 105 32 10

 その他ホール 
(N=2,165) 

4 4 0 2 3 6 6 26 81 163 227 319 278 352 353 226 79 37

ホール全体 
(N=3,317) 

7 4 1 2 3 9 17 61 145 245 296 448 404 613 573 331 111 47

美術館 
(N=657) 

1 1 1 0 0 4 0 6 10 23 35 79 79 136 133 110 34 5

 

練習場・創作 
工房(N=291) 

0 0 0 0 0 0 0 3 3 9 16 27 29 52 73 50 20 9
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２．管理運営形態の概況 

■管理運営形態（直営／指定管理） 
 文化施設等 4,265 施設の管理運営形態構成比をみると（下のグラフの一番上）、65.8％が

直営施設で、34.2％が指定管理施設となっている。文化施設等のおよそ 3 分の 1 が指定管

理施設ということになる。 
 指定管理施設の指定方法別内訳をみると、公募によらずに選定された非公募指定施設が

21.6%、公募指定施設が 12.5％である。 
 
 これを施設内容別にみると、専用ホールでは直営施設の構成比が 52.1％で他の施設に比

べて最も低く、指定管理施設の構成比が 47.9%で最も高い。 
その他ホールでは直営施設の構成比が73.6%で最も高く、指定管理施設は26.4％である。 
練習場・創作工房は、直営施設が 55.7％、指定管理施設が 44.3％である。指定管理施設

が比較的多いという点で、専用ホールにおける構成比に近いと言える。 
 
 管理運営形態構成比（全施設）（施設内容別）（％）

65.8

52.1

73.6

66.1

68.8

55.7

21.6

30.8

16.3

21.3

21.5

25.8

17.1

10.1

18.6

12.5

12.5

9.7

0% 100%

全施設総合計
（N=4,265）

専用ホール
（N=1,151）

その他ホール
（N=2,166）

ホール全体
（N=3,317）

美術館
（N=657）

練習場・創作工房
（N=291）

直営施設 （非公募）指定管理施設 （公募）指定管理施設

指定管理（計）
34.2%

47.9

26.4

33.9

31.2

44.3
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 これを設置主体別にみると、都道府県及び政令市と市区町村とでは構成比がかなり異な

ることがわかる。 
都道府県及び政令市の文化施設等では、直営施設の構成比が低く（都道府県で 31.1%、

政令市で 20.8％）、指定管理施設の構成比が高い（同じく 68.9％、79.2％）。 
これに対し、市区町村（計）では直営施設の構成比が 71.8%と高く、指定管理施設は 28.2％

である。 
さらに市区町村を人口規模別にみると、人口規模が小さくなるほど直営施設の構成比が

高くなっている。人口 2 万人未満の市区町村では 92.2%とほとんどの施設が直営である。 
なお、広域行政が設置した文化施設等16は、ほとんどが直営施設である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

管理運営形態構成比（全施設）（設置主体別）（％）

65.8

31.1

20.8

71.8

52.2

74.8

92.2

90.9

21.6

24.2

31.6

20.7

35.9

18.4

5.1

9.1

44.7

47.6

2.6

12.0

7.4

12.5

6.8

0% 100%

全施設総合計
（N=4,265）

都道府県
（N=293）

政令市
（N=269）

市区町村
（計）

（N=3,692）

市区町村
（人口10万人以上）

（N=1,163）

市区町村
（2～10万人未満）

（N=1,653）

市区町村
（2万人未満）

（N=876）

広域行政
（N=11）

直営施設 （非公募）指定管理施設 （公募）指定管理施設

指定管理（計）
34.2%

68.9

79.2

47.8

25.2

7.8

28.2

9.1

                                                  
16 次項以降、広域行政が設置した文化施設等（サンプル数 11）は、全施設総合計には含むが、設置主体別に傾

向を示すにはサンプル数が少ないため、クロス集計結果を省略する。 
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前頁のグラフに示した管理運営形態別の施設数を下表に示す。 
 

管理運営形態別の施設数（施設内容別） 
 

 施設全体 直営施設 
指定管理

（計） 
（非公募） 

指定施設 

（公募） 

指定施設 

全体 4,265 2,808 1,457 923 534 

  専用ホール 1,151 600 551 354 197 

  その他ホール 2,166 1,594 572 353 219 

 ホール全体 3,317 2,194 1,123 707 416 

 美術館 657 452 205 141 64 

 練習場・創作工房 291 162 129 75 54 

 
 

 
管理運営形態別の施設数（設置主体別） 

 

 施設全体 直営施設 
指定管理 

（計） 
（非公募） 

指定施設 

（公募） 

指定施設 

全体 4,265 2,808 1,457 923 534 

 都道府県 293 91 202 71 131 

 政令市 269 56 213 85 128 

 市区町村（計） 3,692 2,651 1,041 766 275 

  10 万人以上 1,163 607 556 417 139 

  2～10 万人未満 1,653 1,236 417 304 113 

 ２万人未満 876 808 68 45 23 

 広域行政 11 10 1 1 0 
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■従前の管理運営形態 
従前の管理運営形態17を、現在の管理運営形態別にみる。 
現在直営で管理運営する文化施設等のほとんど（93.9%）は従前も直営だったが、現在指

定管理者制度を導入した施設の多く（82.4%）は管理委託制度からの移行である。指定管理

施設の内では、非公募指定施設に比べて公募指定施設の方が直営からの移行が多い。 
 

従前の管理運営形態（全施設）（現在の管理運営形態別）（％）

65.2

93.9

10.0

6.8

15.5

82.4

85.7

76.8

30.0

2.8

4.0

2.0

6.6

2.6

2.7

0% 100%

全施設総合計

（N=4,265）

現・直営

（N=2,808）

現・指定管理（計）

（N=1,457）

現・（非公募）指定管理

（N=923）

現・（公募）指定管理

（N=534）

前・直営　 前・管理委託制度　 新設施設である　 不明＋無回答　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
同様のデータを用いて、現在の管理運営形態を、従前の形態別にみた割合を下表に示す。 
従前直営だった文化施設等の 94.8%が現在も直営である。従前管理委託制度だった文化

施設等の 93.9%は指定管理者制度に移行しており、これを指定方法別にみると、非公募

（61.8%）の方が公募（32.1％）より多い。 
 新設施設18では、直営（49.1％）と指定管理（50.9％）が半々である。 

 

現在の管理運営形態（全施設）（従前の管理運営形態別） 

現在の管理運営形態（％） 

 
 

直 営 
指定管理 

（計） 非公募 
指定管理 

公募 
指定管理 

全施設総合計（N=4,265） 65.8 34.2 21.6 12.5 

直営（N=2,782） 94.8 5.2 2.3 3.0  

管理委託制度（N=1,279） 6.1 93.9 61.8 32.1  

新設施設である（N=116） 49.1 50.9 20.7 30.2  

従
前
の
管
理
運
営
形
態 不明+無回答（N=88） 42.0 58.0 51.1 6.8  

                                                  
17 「地方自治法改正による指定管理者制度創設以前（2006 年 8 月末の経過措置終了までの間を含む）の従前の

管理運営形態」を尋ねた。 
18 地方自治法改正による指定管理者制度創設以降に設置された施設 
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■今後の管理運営形態（予定） 
 まず文化施設等全体の状況をみる（下のグラフ一番上）。 
今後（概ね 5 年程度）の管理運営形態については、施設全体の 29.7%が「直営とする｣、38.3%
が「指定管理」、24.0%が「今後検討する」としている。また、今後指定管理を予定してい

る施設について指定方法の予定をみると、「公募を実施」が 17.4%で、「公募は実施しない」

の 6.4%より多い。「指定方法未定」が 14.5％あった。 
 
 これを現在の管理運営形態別にみる。 

現・直営施設では引き続き直営となる施設は 45.0%であるのに対し、現・指定管理施設

では 92.7%が今後も引き続き指定管理となる。 
また、今後の指定管理者の指定方法については、現・指定管理施設の内では、現在は非

公募指定施設であっても今後は公募となる施設が 22.4%あり、今後も公募は実施しないと

する施設（22.8％）と拮抗している。一方、現在の公募指定施設では 80.1%が今後も公募を

実施するとしている。 
 
以上の結果から、現在は文化施設等全体の 65.8%が直営で、指定管理施設の内でも非公

募指定施設の方が多いが（20 頁）、今後数年間で指定管理への移行が進み、また、指定方法

も公募を実施することの方が増えるものと言える。 
 
 今後の管理運営形態（全施設）（現在の管理運営形態別）（％）

3.8

43.6

22.4

80.1

14.5

34.2

47.3

11.4

24.0

35.1

4.0

5.1

0.1

0.2

29.7

45.0

17.4

14.9

1.9

1.3

22.8

6.4

4.3

2.4

2.7

1.9

3.5

3.2

3.4

0% 100%

全施設総合計
（N=4,265）

現・直営
（N=2,808）

現・指定管理
（計）

（N=1,457）

現・（非公募）
指定管理
（N=923）

現・（公募）
指定管理
（N=534）

直営とする 指定管理者
（公募を実施）

指定管理者
（公募実施しない）

指定管理者
（選定方法未定）

指定管理か直営
か今後検討する

その他 不明＋
無回答

38.3%

10.0%

92.7%

92.5%

92.9%
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 今後の管理運営形態（予定）を、施設内容別、及び設置主体別に、下表に示す。表中、

下段の数値は、現在の管理運営形態構成比（20～21 頁）である。 
 いずれも、現・直営施設の構成比より「今後は直営とする」構成比の方が低い。 
また、いずれも、現・指定管理の構成比より「今後は指定管理とする（計）」構成比の方

が高い。中では、設置主体別で、現・指定管理施設の構成比が高い都道府県と政令市にお

いては、わずかながら「今後は指定管理とする（計）」構成比の方が低い。 
 

今後の管理運営形態予定（全施設）（施設内容別）（設置主体別）（％） 

 

下段は現在の管理運営形態構成比（％） 

左から、「直営施設」、「指定管理（計）」 

「公募指定施設」、「非公募指定施設」 

直
営
と
す
る 

指
定
管
理
者
（
計
） 

指
定
管
理
者
（
公
募
を
実
施
す
る
） 

指
定
管
理
者
（
公
募
は
実
施
し
な
い
） 

指
定
管
理
者
（
選
定
方
法
は
未
定
） 

指
定
管
理
者
か
直
営
か
今
後
検
討
す
る 

そ
の
他 

不
明
＋
無
回
答 

29.7 38.3 17.4 6.4 14.5 24.0  3.5  4.6 
全施設総合計（N=4,265） 

65.8 34.2 12.5 21.6   

17.6 53.1 26.3 6.4 20.3 22.2  3.0  4.2 
専用ホール（N=1,151） 

52.1 47.9 17.1 30.8   

34.7 30.3 13.4 5.4 11.4 26.1  3.8  5.1 

 

その他ホール（N=2,166） 

73.6 26.4 10.1 16.3   

28.8 38.2 17.9 5.8 14.5 24.8  3.5  4.8 
ホール全体（N=3,317） 

66.1 33.9 12.5 21.3   

36.1 34.4 13.7 8.4 12.3 23.1  2.0  4.4 
美術館（N=657） 

68.8 31.2 9.7 21.5   

25.1 47.8 19.9 8.6 19.2 16.8  6.9  3.4 

（施
設
内
容
別
） 

練習場・創作工房（N=291） 

55.7 44.3 18.6 25.8   

13.0 63.1 43.3 5.1 14.7 16.7  6.1  1.0 
都道府県（N=293） 

31.1 68.9 44.7 24.2   

8.2 75.1 45.0 3.3 26.8 8.2  8.6  0.0 
政令市（N=269） 

20.8 79.2 47.6 31.6   

32.5 33.7 13.4 6.7 13.7 25.6  2.9  5.3 
市区町村（計）（N=3,692） 

71.8 28.2 7.4 20.7   

20.6 53.5 21.9 8.4 23.1 18.7  3.4  3.9 
10 万人以上（N=1,163） 

52.2 47.8 12.0 35.9   

28.7 31.5 12.1 7.1 12.3 30.9  2.8  6.1 
2～10 万人未満（N=1,653） 

74.8 25.2 6.8 18.4   

55.7 11.6 4.5 3.7 3.5 25.0  2.2  5.5 

（設
置
主
体
別
） 

 

2 万人未満（N=876） 

92.2 7.8 2.6 5.1   
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■直営施設と非公募指定施設が公募を行わなかった理由 
 直営施設と非公募指定施設に関して、指定管理者の公募を実施した経緯の有無を尋ねた

ところ、直営施設では 94.8%が「指定管理者の公募は行わなかった」、非公募指定施設では

95.9％が「公募等は行わず特定の団体を随意指定した」という結果だった。 
 

公募等の有無（非公募指定施設）

（N=923）（％）

95.9 3.5

0% 100%

公募等は行わず
特定の団体を
随意指定した

公募等を行ったが
選定に至らなかった
経緯がある

無回答

 
 
 
 
 
 

 

 指定管理者公募等の有無（直営施設）

（N=2,808）（％）

94.8 0.6

0% 100%

指定管理者
の公募は
行わなかった

行ったが
選定に
至らなかった

無回答

 
 
その理由を尋ねたところ、いずれも、随意指定した団体や直営による管理運営が最善で

あるという選択肢を選ぶ率が高いが、直営施設では「文化施設の指定管理先行事例を精査

してから」が 25.1％、「指定管理本格導入を見据えた暫定措置として」が 14.0％あった。非

公募施設では「公募による指定管理本格導入を見据えた暫定措置として」が 41.2%あった。 
 
 
  

公募等を行わなかった理由（直営施設）
（N=2,662）(MA）（％）

43.4

21.9

25.1

14.0

13.1

2.9

14.7

0.0 50.0

直営の方が
施設の管理運営がうまくいく

直営の方が
文化施策がうまくいく

文化施設の
指定管理先行事例を

精査してから

指定管理本格導入を
見据えた暫定措置として

直営とした

地域に
指定管理者の担い手がない

指定管理の手続きをする
時間的余裕がなかった

その他

公募等を行わなかった理由（非公募指定施設）
（N=885）(MA）（％）

52.2

37.4

41.2

11.5

5.1

9.5

0.0 60.0

指定団体であれば
最も施設管理がうまくいく

指定団体であれば
最も文化施策がうまくいく

公募による指定管理
本格導入を見据えた

暫定措置として随意指定

指定団体の他に
指定管理者の
担い手がない　

公募の手続きをする
時間的余裕がなかった

その他　　　　　　　
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 公募を行わなかった理由を、設置主体別に示す。 
 

公募等を行わなかった理由（直営施設）（公募等を行わなかった施設）（MA） 

  

直
営
の
方
が
施
設
の
管
理

運
営
が
う
ま
く
い
く 

直
営
の
方
が
文
化
施
策
が

う
ま
く
い
く 

文
化
施
設
の
指
定
管
理
先

行
事
例
を
精
査
し
て
か
ら 

指
定
管
理
本
格
導
入
を
見

据
え
た
暫
定
措
置
と
し
て

直
営
と
し
た 

地
域
に
指
定
管
理
者
の
担

い
手
が
な
い 

指
定
管
理
者
の
手
続
き
を

す
る
時
間
的
余
裕
が
な
か

っ
た 

そ
の
他 

直営施設（計）（N=2,662） 43.4 21.9 25.1 14.0 13.1  2.9  14.7 

 都道府県（N=88） 13.6 37.5 37.5 2.3 0.0  0.0  17.0 

 政令市（N=52） 36.5 15.4 9.6 17.3 0.0  0.0  46.2 

 市区町村（計）（N=2,512） 44.3 21.5 25.1 14.3 13.8  3.1  13.3 

   10 万人以上（N=583） 42.7 23.0 24.0 20.1 8.2  2.7  16.6 

   2～10 万人未満（N=1,166） 38.3 20.8 28.8 15.4 11.2  3.8  14.0 

   2 万人未満（N=2,512） 54.7 21.5 20.2 8.3 22.0  2.4  9.8 

 
公募等を行わなかった理由（非公募指定施設）（公募等を行わなかった施設）（MA） 

  

指
定
団
体
で
あ
れ
ば 

最
も
施
設
管
理
が
う
ま
く
い
く 

指
定
団
体
で
あ
れ
ば 

最
も
文
化
施
策
が
う
ま
く
い
く 

公
募
に
よ
る
指
定
管
理
本
格
導

入
を
見
据
え
た
暫
定
措
置
と
し

て
随
意
指
定
と
し
た 

指
定
団
体
の
他
に
指
定
管
理
者

の
担
い
手
が
な
い 

公
募
の
手
続
き
を
す
る 

時
間
的
余
裕
が
な
か
っ
た 

そ
の
他 

非公募指定管理施設（計）（N=885） 52.2 37.4 41.2 11.5 5.1  9.5 

都道府県（N=71） 45.1 47.9 16.9 18.3 1.4  23.9 

政令市（N=52） 49.4 17.6 24.7 5.9 1.2  16.5 

市区町村（計）（N=2,512） 53.3 38.7 45.5 11.5 5.9  7.3 

  10 万人以上（N=583） 48.8 37.6 49.3 6.7 3.0  8.9 

  2～10 万人未満（N=1,166） 59.4 40.3 41.7 14.5 11.0  4.6 

 

  2 万人未満（N=2,512） 56.1 39.0 34.1 39.0 0.0  9.8 

 
 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 文化施設における 
指定管理者制度導入概況 

 



 

 



 

Ⅳ 文化施設における指定管理者制度導入概況 

  
 次に、現在、指定管理者制度を導入している施設について、概況をみる。 
 
１．指定管理者のプロフィール 

■指定管理者の団体種別 
 指定管理者の団体種別の構成比を、指定管理施設全体でみる（下のグラフ一番上）。 
「財団法人・社団法人」が 73.0％で多数を占める。「公共団体・公共的団体」19は 5.5%、

「NPO法人」は 3.5%である。また、「株式会社・有限会社等（営利法人）」が 9.8%ある。「共

同事業体（JV）等のコンソーシアム」は 5.1％である。 
  
これを指定管理者の指定方法別にみる。 
非公募指定施設では「財団法人・社団法人」（83.3％）と「公共団体・公共的団体」（6.4％）

の両者で 9 割近くを占める。「NPO 法人」は 1.7％、「株式会社・有限会社等」は 4.8%、「コ

ンソーシアム」はゼロである。 
これに対し、公募指定施設では「財団法人・社団法人」（55.2％）と「公共団体・公共的

団体」（3.9%）を合わせても 6 割に満たず、いずれも非公募指定施設より少ない。「株式会

社・有限会社等」（18.5%）、「NPO 法人」（6.6%）、「コンソーシアム」（14.0%）は非公募指

定施設より多い。 
公募指定施設においては、管理委託制度の下では担い手となりえなかった営利法人など

が比較的多いことから、非公募施設に比べて指定管理の担い手が多様だと言えるだろう。 
 
 指定管理者の団体種別（指定管理施設）（指定方法別）（％）

73.0

83.3

55.2

5.5

6.4

3.9

3.5

6.6

9.8

18.5

2.7

3.4

1.7

5.1

14.0

1.7

4.8

0% 100%

指定管理施設

（計）

（N=1,457）

（非公募）

指定管理施設

（N=923）

（公募）

指定管理施設

（N=534）

財団法人・
社団法人

公共団体・
公共的団体

ＮＰＯ法人 株式会社・
有限会社など
（営利法人）

その他 共同事業体
（ＪＶ）等の
コンソーシアム

無回答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
19 調査票では選択肢が分かれ、「公共団体（地方公共団体、公共組合など）」、「公共的団体（社会福祉法人、商

工会、自治会など）」と例示した。 
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これを施設内容別にみる。 
全体的に、施設内容の違いによって各団体種別構成比が大きく異なることはない。 
中では、「財団法人・社団法人」の構成比を施設内容別に比較すると、専用ホール（76.8％）、

美術館（79.5％）や練習場・創作工房（75.2％）に比べて、その他ホール（66.6％）では構

成比が低くなっている。 
 
 

指定管理者の団体種別（指定管理施設）（施設内容別）（％）

73.0

76.8

66.6

71.6

79.5

75.2

5.5

4.5

7.7

6.1

2.4

4.7

3.5

4.2

3.5

4.7

9.8

11.4

10.3

7.8

8.5

2.7

4.9

5.4

5.1

5.1

7.2

6.1

2.7

2.9

9.3

1.6

2.0

2.4

1.6

2.0

0% 100%

指定管理施設
（計）

（N=1,457）

専用ホール
（N=551）

その他ホール
（N=572）

ホール全体
（N=1123）

美術館
（N=205）

練習場・創作工房
（N=129）

財団法人・
社団法人

公共団体・
公共的団体

ＮＰＯ法人 株式会社・
有限会社など
（営利法人）

その他 共同事業体
（ＪＶ）等の
コンソーシアム

無回答
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次に、設置主体別にみる。 
まず、都道府県、政令市、市区町村（全体）における各団体種別構成比を比較する。 
「財団法人・社団法人」は政令市（82.6%）が最も高く、市区町村（70.9%）が最も低い。

「コンソーシアム」は、都道府県（10.9%）と政令市（10.3%）では比較的高いが、市区町

村では 3.0%と低い。 
次に、市区町村における構成比を人口規模別に比較すると、人口規模が小さくなるほど

「財団法人・社団法人」の構成比が低くなる傾向が見られる。 
また、人口 2 万人未満の市区町村は他とはかなり異なる構成比になっている。「財団法人・

社団法人」の構成比（36.8％）が他に比べて著しく低く、「NPO法人」（17.6%）や「株式会

社・有限会社等（営利法人）」（16.2%）、「その他」（17.6％）20が高い。 
「財団法人・社団法人」の構成比が人口規模の少ない市区町村で低くなるのは、12 頁に

示したように、指定管理者の担い手の中心である文化財団等の有無が関係すると言える。21 

指定管理者の団体種別（指定管理施設）（設置主体別）（％）

73.0

73.8

82.6

70.9

77.0

68.3

36.8

5.5

5.0

6.5

3.8

9.6

10.3

3.5

4.4

5.3

17.6

9.8

7.9

11.1

9.2

12.9

16.2

2.7

3.7

2.9

17.6

5.1

10.9

10.3

3.0

5.0

0.9

2.2

0.9

1.5

5.2

2.4

1.0

0.7

0% 100%

指定管理施設
（計）

（N=1,457）

都道府県
（N=202）

政令市
（N=213）

市区町村（計）
（N=1041）

市区町村
（10万人以上）

（N=556）

市区町村
（2～10万人未満）

（N=417）

市区町村
（2万人未満）

（N=68）

財団法人・
社団法人

公共団体・
公共的団体

ＮＰＯ法人 株式会社・
有限会社など
（営利法人）

その他 共同事業体
（ＪＶ）等の
コンソーシアム

無回答

                                                  
20 この設問では「その他」の自由回答を求めていない。 
21 都道府県や政令市ではほとんどが文化財団等を有するのに対し、市区町村では保有率が低く、特に人口 2 万

人未満の市区町村で文化財団等を有するところはほとんどない（4.4％）。 
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■指定管理者と設置主体との関係 
指定管理者が「設置主体が出資等をした団体」であるケース22は、指定管理施設全体の

75.4％を占めている。 
これを指定方法別にみると、非公募指定施設では 84.8%で、公募指定施設（59.2％）より

25.6 ポイント多い。 
  現在の指定管理者と設置主体との関係（指定管理施設）（指定方法別）（％）

75.4

84.8

59.2

24.2

14.6

40.6

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

（非公募）
指定管理施設

（N=923）

（公募）
指定管理施設

（N=534）

設置主体が出資等をした団体 それ以外 不明 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、指定管理者が「当該施設の従前の管理委託先」であるケースは指定管理施設全体

（コンソーシアムを除く23）の 76.6%である。「当該施設の従前の業務委託先」であるケー

スは 4.6％である。 
これを指定方法別にみると、非公募指定施設では「従前の管理委託先」と同一団体が指

定管理者になったケースが 83.9%で、公募指定施設（62.1％）より 21.8 ポイント多い。 
一方、「従前の業務委託先」が現在の指定管理者であるケースは、公募指定施設（8.7％）の

方が非公募指定施設（2.6％）よりやや多い。 
 
  現在の指定管理者との従前の関係（指定管理施設）（指定方法別）（％）

76.6

83.9

62.1

4.6

2.6

8.7

14.5 4.2

5.38.2

27.2 2.0

0% 100%

指定管理施設（計）
（除くｺﾝｿｰｼｱﾑ）

（N=1,382）

（非公募）
指定管理施設

（N=923）

（公募）（除くｺﾝｿｰｼｱﾑ）
指定管理施設

（N=459）

当該施設の
従前の管理委託先と
同一の団体である

当該施設で
従前に一部の業務を
委託されていた団体

1・2の
いずれでもない

不明 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
22 公募指定施設で指定管理者がコンソーシアムの場合は、「設置主体が出資等をした団体が含まれるケース」。 
23 この設問ではコンソーシアムは複数回答になるため、集計から除外した。 
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先にみた、指定管理者が「設置主体が出資等をした団体」であるケースの割合を、施設

内容別と設置主体別にみる。 
 施設内容別に比較すると（グラフ上）、専用ホール（80.9％）、美術館（81.5％）や練習場・

創作工房（78.3％）に比べて、その他ホール（67.3％）では低くなっている。 
 設置主体別に比較すると（グラフ下）、都道府県（71.8%）や政令市（68.1%）に比べて

市区町村ではやや高く（77.6%）、市区町村の人口規模が大きいほど構成比が高い。 
 
 

 現在の指定管理者と設置主体との関係（指定管理施設）（施設内容別）（％）

75.4

80.9

67.3

74.0

81.5

78.3

24.2

18.9

32.0

25.6

18.0

21.7

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

専用ホール
（N=551）

その他ホール
（N=572）

ホール全体
（N=1123）

美術館
（N=205）

練習場・創作工房
（N=129）

設置主体が出資等をした団体 それ以外 不明
 
 
 
 
 
 

 現在の指定管理者と設置主体との関係（指定管理施設）（設置主体別）（％）

75.4

71.8

68.1

77.6

81.8

76.5

50.0

24.2

28.2

31.9

21.8

18.2

22.5

47.1

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

都道府県
（N=202）

政令市
（N=213）

市区町村（計）
（N=1041）

市区町村
（10万人以上）

（N=556）

市区町村
（2～10万人未満）

（N=417）

市区町村
（2万人未満）

（N=68）

設置主体が出資等をした団体 それ以外 不明



２．指定管理の内容 

■管理開始日と指定日 
 指定管理者の管理開始日、及び指定をした日をそれぞれ累計でグラフに表すと下のよう

になる。この内、回答が集中している期間についてそれぞれ、施設数を下の数表に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の管理開始日（累計）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

2
0
0
4
年

4
月

2
0
0
4
年

7
月

2
0
0
4
年

1
0
月

2
0
0
5
年

1
月

2
0
0
5
年

4
月

2
0
0
5
年

7
月

2
0
0
5
年

1
0
月

2
0
0
6
年

1
月

2
0
0
6
年

4
月

2
0
0
6
年

7
月

2
0
0
6
年

1
0
月

2
0
0
7
年

1
月

2
0
0
7
年

4
月

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

～

～

2
0
0
4
年
4
月

 
2005 年 2006 年 指定管理者の

管理開始日 ～3 月 4 月 5～12 月 1～3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月～ 

無回答

(*) 

非公募（N=923） 35 47 11 2 716 0 0 11 1 43 44 13

公募（N=534） 25 25 6 0 424 0 5 1 1 25 16 6

（＊：無回答＋不明） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2005 年 2006 年 指定管理者

の指定日 ～2 月 3 月 4～11 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月～
無回答

非公募（N=923） 40 23 52 246 92 31 193 152 0 28 6 8 19 4 29

公募（N=534） 38 17 37 156 37 29 146 41 0 14 2 4 8 3 2

指定管理者の指定日（累計）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

2
0
0
4
年

4
月

2
0
0
4
年

7
月

2
0
0
4
年

1
0
月

2
0
0
5
年

1
月

2
0
0
5
年

4
月

2
0
0
5
年

7
月

2
0
0
5
年

1
0
月

2
0
0
6
年

1
月

2
0
0
6
年

4
月

2
0
0
6
年

7
月

2
0
0
6
年

1
0
月

2
0
0
7
年

1
月

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

～

～

2
0
0
4
年
4
月
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2006 年 4 月に管理開始した文化施設等が多く（前頁グラフ上）（非公募指定施設の 77.6%、

公募指定施設の 79.4％）、これに向けて 2005 年末から 2006 年春にかけて指定管理者の指

定をした設置団体が多いことがわかる（前頁グラフ下）。 
また、個々の指定管理施設における指定日から管理開始日までの期間を求めた結果（下

のグラフ）、「1 ヶ月」と「4 ヶ月」が多い。先に示したように、管理開始日は 2006 年 4 月

に集中していることから、2006 年 4 月の管理開始に向けて、2005 年度 12 月議会または 3
月議会で議決したケースが多いものと推測できる。 
指定日から管理開始日までの期間を指定方法別にみると、公募指定施設では「1 ヶ月」

（33.0％）と「4 ヶ月」（31.3％）が多い。非公募指定施設でも「1 ヶ月」（26.2％）と「4
ヶ月」（26.4％）が最も多いが、「0 ヶ月」のところも 20.9％ある。 
 
 

指定日と管理開始日の差（指定管理施設）（指定方法別）（％）

16.5

28.7

5.0

11.6

28.2

1.2

2.5

0.1

0.1

0.0

0.3

0.0

0.1

0.1

3.0

2.4

20.9

26.2

4.0

12.2

26.4

1.0

1.4

0.1

0.2

1.0

3.8

3.4

8.8

33.0

6.7

10.5

31.3

1.5

4.3

0.2

0.2

0.2

0.4

0.2

0.4

0.2

1.5

0.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

０ヶ月

１ヶ月

２ヶ月

３ヶ月

４ヶ月

５ヶ月

６ヶ月

７ヶ月

８ヶ月

９ヶ月

１０ヶ月

１１ヶ月

１２ヶ月

１３ヶ月

１４ヶ月

１５ヶ月

１６ヶ月

１７ヶ月

１８ヶ月

１９ヶ月～

無回答

％

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）
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■指定期間 
 指定管理施設全体では、指定期間は「3 年」とする施設が 45.2％で最も多く、次に多い

のは「5 年」（28.9％）である。平均では 3.6 年である。 
これを指定方法別に比較すると、非公募指定施設（平均 3.4 年）の方が、公募指定施設（平

均 3.9 年）よりも指定期間が短い傾向があることがわかる。いずれも「3 年」が最も多いが、

「1 年」と「2 年」は非公募指定施設の方が多いのに対し、「4 年」以上は公募指定施設の方

が多い。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

指定期間（指定管理施設）（指定方法別）（％）

9.5

17.6 34.3 0.4
0.6

4.2

1年

2.9

2.1

14.1

2年

9.7

43.1

3年

46.5

45.2

4年

4.9

5年

25.8

28.9

1.6

6～10年

1.2

無回答

0% 100%

(凡例）

指定管理施設（計）
(N=1,457）
平均：3.6年

（非公募）指定管理施設
（N=923）

平均：3.4年

（公募）指定管理施設
（N=534）

平均：3.9年 
 

 
 
 

これまでみてきたように、①2006 年４月に管理開始した文化施設が多い、②指

定期間は概ね 3 年または 5 年である、③現在は公募によらず随意指定した指定管理

施設や直営施設が多いが、今後（概ね 5 年程度）は「指定管理へ、公募へ」と移行

する施設が増加するとみられる。こうしたことから、「2009 年 4 月」または「2011
年 4 月」の管理開始へ向けた準備を進めなければならない設置主体が多いことが推

察できる。 
先にみたように、指定日から管理開始日までの間は 1 ヶ月または 4 ヶ月が多く、

非公募指定施設では 0 ヶ月のところも多かった。また、次項で示すように、公募の

場合の応募期間は 1 ヶ月ほどであった。現在の指定管理者は各設置者とも初めての

導入であり、地方自治法改正により従来の管理委託から指定管理への移行期限が定

められていたこともあって、十分な準備や移行のための時間的余裕が持てなかった

ケースも多かったようだ。 
こうした実態を踏まえれば、2009 年 4 月の管理開始に向けて本年 2007 年の後

半から本格的に公募等の準備を始める設置主体が多いものと思われる。 

 - 38 -



 

■業務の内容と担い手（指定管理者か設置者か） 
 次の 4 つの業務内容についてそれぞれ業務の担い手を尋ねたところ（グラフ上）、いずれ

の業務内容でも「指定管理者が行う」ところが圧倒的に多い。中で、「公演・展覧会や教育

普及等、事業の企画・実施」業務は「設置者が行う」の割合がやや多い。 
「公演・展覧会や教育普及等、事業の企画・実施」業務の担い手について施設内容別に

みると（グラフ下）、大きな差異は見られない。中で、美術館を指定方法別にみると（下表）、

美術館の公募指定施設では「事業の企画・実施」を「設置者が行う」ところがやや多い。 
 

業務の担い手（指定管理施設）（N=1,457）（％）

95.6

96.4

92.5

75.4 17.1

2.7

5.8

4.2

0.2

0.0

2.1

1.9

0% 100%

施設の維持管理に関する業務

施設の貸出等、運営に関する業務
（使用許可業務を含まない）

施設の貸出における、使用許可業務

公演・展覧会や教育普及等、
事業の企画・実施に関する業務　

指定管理者が行う 設置者が行う 業務内容に該当しない 不明+無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「公演・展覧会や教育普及等、事業の企画・実施」業務

の担い手（指定管理施設）（施設内容別）（％）

75.4

78.9

69.9

74.4

82.9

72.1

5.8

5.6

5.1

5.3

7.8

6.2

17.1

14.5

22.2

18.4

7.3

20.9

0% 100%

指定管理施設（計）（N=1,457）

専用ホール（N=551）

その他ホール（N=572）

ホール全体

（N=1123）

美術館（N=205）

練習場・創作工房（N=129）

指定管理者が行う 設置者が行う 業務内容に該当しない 不明+無回答

 

「公演・展覧会や教育普及等、事業の企画・実施」業務の担い手（指定管理施設・美術館）（指定方法別）（％） 

 
指定管理者 

が行う 
設置者が 

行う 
業務内容に 
該当しない 

不明+ 
無回答 

美術館（計）（N=205） 82.9 7.8 7.3 2.0 

（非公募）美術館（N=141） 87.2 3.5 7.1 2.1 
 

（公募）美術館（N=64） 73.4 17.2 7.8 1.6  
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■業務の範囲（全部か一部か） 
 指定管理者が行う業務の範囲については、指定管理施設全体では「施設の管理・運営や

事業の実施に関するすべての業務」を指定管理者が行うところが 81.7％を占める。「一部（い

わゆる上下分離など）」は 14.5％である。 
 これを指定管理者の指定方法別にみても、大きな違いはない。 
 業務の範囲（指定管理施設）（指定方法別）(％）

81.7

81.3

82.4

14.5 2.6

2.814.3

14.8 2.2

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

（非公募）指定管理施設
（N=923）

（公募）指定管理施設
（N=534）

施設の管理・運営や
事業の実施に関する
すべての業務

施設の管理・運営や
事業の実施に関する
業務のうちの一部

その他 無回答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■設置主体側が実施する業務内容 
 先の「業務の範囲（全部か一部か）」で指定管理者が行う業務の範囲が「一部（いわゆる

上下分離など）」と答えた 14.5％の施設（211 施設）について、「業務の内容と担い手」の

回答結果をクロス集計した結果が以下である。 
指定管理者の「業務の範囲」が一部だけの指定管理施設に限ってみると、「公演・展覧会

や教育普及等、事業の企画・実施に関する業務」を設置主体が行うところが 27.5％あり、

これら 4 つの業務内容の中では最も多いことがわかる。 
 

業務の担い手（指定管理者が行う[「業務の範囲」が「一部だけ」の指定管理施設）
（N=211）（％）

90.0

95.7

88.6

32.7

7.1

27.5 38.9

0.5

9.5

3.3

2.8

0.0

0% 100%

施設の維持管理に関する業務

施設の貸出等、運営業務
（使用許可を含まない）

施設の貸出における使用許可業務

公演・展覧会や教育普及等、
事業の企画実施に関する業務

指定管理者が行う 設置者が行う 業務内容に該当しない 「不明+無回答」
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■利用料金制の有無 
 指定管理施設全体（下のグラフ一番上）の内、利用料金制24を採用しているのは 63.2％
である。その内、「従前から継続して利用料金制を採用」しているところは 31.0％、「指定

管理者導入を機に利用料金制を採用」したところは 31.0％である。 

                                                 

 
 これを指定管理者の指定方法別に比較する（下のグラフの中と下）。 
利用料金制を採用しているところは、非公募指定施設では 59.9％、公募指定施設では

68.7％である。その内、「従前から継続」は非公募指定施設（33.4％）の方が公募指定施設

（30.1％）よりやや多いが、「指定管理者導入を機に」は非公募指定施設（26.5％）より公

募指定施設（38.6％）の方が 12.1 ポイント多い。  
 
 利用料金制の有無（指定管理施設）（指定方法別）(％）

32.2

33.4

30.1

31.0

26.5

38.6

35.6

38.5

30.7

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

（非公募）指定管理施設
（N=923）

（公募）指定管理施設
（N=534）

従前から継続して
利用料金制を採用

指定管理者導入を機に
利用料金制を採用

現在、利用料金制は
採用していない

不明+無回答

63.2%

59.9%

68.7%

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
24 地方自治法第 244 条の 2 の第 8 項「普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公

の施設の利用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させることがで

きる。」  同第 9 項「前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めると

ころにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金について

当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。」 
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 これを設置主体別にみる。 
都道府県では、利用料金制を採用している指定管理施設が 86.6%と大多数になっており、

特に「指定管理者導入を機に」採用したところは 52.5％で、他の設置主体に比べて著しく

多くなっている。 
これに対し、政令市では利用料金制を採用している指定管理施設が 38.0%で、他の設置

主体に比べて最も少ない。その内、「指定管理者導入を機に」は 13.1％である。 
市区町村を人口規模別に比較すると、人口規模が少なくなるほど利用料金制を採るとこ

ろが多くなり、人口 2 万人未満の市区町村では 82.4%に及ぶ。利用料金制採用の内訳をみ

ると、「従前から継続」は人口規模が少なくなるほど割合が高くなり、「指定管理者導入を

機に」は、逆に人口規模が少なくなるほど少なくなっている。 
 

 
 
 

利用料金制の有無（指定管理施設）（設置主体別）(％）

32.2

34.2

24.9

33.3

18.7

46.0

75.0

31.0

52.5

13.1

30.4

35.8

26.9

7.4

35.6

13.4

62.0

34.6

45.1

23.7

14.7

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

都道府県
（N=202）

政令市
（N=213）

市区町村（計）
（N=1,041）

市区町村（10万人以上）
（N=556）

市区町村（2～10万人未満）
（N=417）

市区町村（2万人未満）
（N=68）

従前から継続して
利用料金制を採用

指定管理者導入を機に
利用料金制を採用

現在、利用料金制は
採用していない

不明+無回答

63.2%

86.6%

38.0%

63.7%

54.5%

72.9%

82.4%
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■債務負担行為の有無 
 次年度以降の指定管理料に関する債務負担行為の有無を尋ねたところ、指定管理施設全

体では（グラフ上）、「指定管理料のすべてについて債務負担行為を行っている」が 41.2%、

「指定管理料の一部について債務負担行為を行っている」が 1.6％あった。これに対し、「債

務負担行為は行わず、年度協定等で次年度以降に決める」のは 48.1％である。 
このように、指定管理施設全体では、債務負担行為を行う指定管理施設より行わない施

設の方がやや多くなっている。 
 
 これを、指定管理者の指定方法別にみる。 
 非公募指定管理施設では、「指定管理料のすべてについて債務負担行為を行っている」

（35.5%）より、「債務負担行為は行わず、年度協定等で次年度以降に決める」（50.8%）の

方が多い。 
公募指定施設では逆に、「指定管理料のすべてについて債務負担行為を行っている」

（51.1％）より、「債務負担行為は行わず、年度協定等で次年度以降に決める」（43.4％）の

方が少ない。 
 総じて、公募指定施設の方が、非公募指定施設より、債務負担行為を行って次年度以降

の支払い金額を取り決めているところが多いことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

債務負担行為の有無（指定管理施設）（指定方法別）(％）

41.2

35.5

51.1

48.1

50.8

43.4

0.8

0.9 7.5

2.80.9

2.0

1.6

0.7

5.8

0.9

1.4

1.2

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

（非公募）指定管理施設
（N=923）

（公募）指定管理施設
（N=534）

指定管理料の
すべてについて、
債務負担行為を
行っている

指定管理料の
一部について、
債務負担行為を
行っている

債務負担行為は
行わず、年度
協定等で次年度
以降に決める

特に
取り決めて
いない

指定期間は
年度を
またがらない

設置者から
指定管理料は
支払わない

無回答
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 債務負担行為の有無を、設置主体別に比較する。 
都道府県では「指定管理料のすべてについて債務負担行為を行っている」（58.9％）が他の

設置主体に比べて最も多く、「債務負担行為は行わず、年度協定等で次年度以降に決める」

（32.7％）は最も少ない。政令市や市区町村（全体)に比べて、債務負担行為を行って次年

度以降の支払い金額を取り決めているところが多いことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

債務負担行為の有無（指定管理施設）（設置主体別）(％）

41.2

58.9

40.4

38.0

32.0

47.0

32.4

1.1

0.7

1.4

1.5

48.1

32.7

53.5

50.0

60.6

36.9

44.1

0.8

1.1

1.0

2.9

4.0

0.9

4.5

9.4

13.2

3.3

2.5

1.6

0.9

0.5

5.8

7.0

1.7

2.9

1.4

2.0

1.2

1.1

0.4

0% 100%

指定管理施設（計）
（N=1,457）

都道府県
（N=202）

政令市
（N=213）

市区町村（計）
（N=1,041）

市区町村（10万人以上）
（N=556）

市区町村（2～10万人未満）
（N=417）

市区町村（2万人未満）
（N=68）

指定管理料の
すべてについて、
債務負担行為を
行っている

指定管理料の
一部について、
債務負担行為を
行っている

債務負担行為は
行わず、年度
協定等で次年度
以降に決める

特に
取り決めて
いない

指定期間は
年度を
またがらない

設置者から
指定管理料は
支払わない

無回答
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■モニタリング・実績評価の実施方法 
 指定管理施設におけるモニタリングの実施25及び指定管理者の実績評価について、実施方

法別に複数回答を求めた。 
モニタリングに関しては、指定管理施設全体の 69.5％が「提出された事業報告書に基づ

いて実施する」と答えた。「定期的に現地に赴き、施設の運営や管理、事業の実施状況等を

確認する」は 36.2％である。 
これを指定方法別に比較すると、公募指定施設ではいずれのモニタリング方法でも実施

率が高い。特に「現地に赴いて確認」は、非公募指定施設の 28.7％に対し、公募指定施設

では 49.3％で実施している。 
 
実績評価に関しては、指定管理施設全体の 23.2％が「利用者数や稼働率等の指標を定め

て内部評価を実施するよう求めている」と答え、12.5％が「指定管理者による内部評価とは

別に設置者としての評価基準を定めている」と答えた。「評価機関として外部の専門家が参

加する第三者機関を設置している」は 5.1％である。 
これを指定方法別に比較すると、公募指定施設ではいずれの評価方法でも実施率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モニタリング・実績評価の実施方法（指定管理施設）（指定方法別）（MA）（％）

69.5

36.2

23.2

12.5

5.1

18.3

63.2

28.7

20.4

9.4

3.0

24.6

80.5

49.3

28.1

17.8

8.8

7.3

0.0 100.0

モニタリングは、
提出された事業報告書に基づいて実施する

モニタリングは、定期的に現地に赴き、
施設の運営や管理、事業の実施状況等を確認する

利用者数や稼動率等の指標を定めて、
内部評価を実施するよう求めている

指定管理者による内部評価とは別に、
設置者としての評価基準を定めている

評価機関として、外部の専門家が参加する
第三者機関を設置している

無回答

％

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

モニタリングの実施

実績評価の実施

                                                  
25 地方自治法第 244 条の 2 の第 10 項「普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設

の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地に

ついて調査し、又は必要な指示をすることができる。」 
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これを設置主体別に比較する。 
モニタリングでは（グラフ上）、「事業報告書に基づいて」実施する指定管理施設は、都

道府県、政令市、人口 10 万人以上の市区町村では 7 割超だが、人口 10 万人未満の市区町

村では 6 割に満たない。「現地に赴いて確認」は政令市で最も多く、59.2％である。 
実績評価では（グラフ下）、「内部評価」の実施率は政令市で特に高い（57.7％）。「設置者

の評価基準」も政令市に多い（22.1％）。「第三者機関の設置」は都道府県が高い（8.4％）。 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モニタリングの実施方法（指定管理施設）（設置主体別）（MA）（％）

69.5

84.2

70.4

66.6

75.2

57.3

52.9

36.2

42.6

59.2

30.4

34.4

25.7

26.5

0.0 100.0

指定管理施設（計）（N=1,457）

都道府県（N=202）

政令市（N=213）

市区町村（計）（N=1,041）

市区町村（10万人以上）（N=556）

市区町村（2～10万人未満）（N=417）

市区町村（2万人未満）（N=68）

％

提出された事業報告書に基づいて実施する

定期的に現地に赴き、施設の運営や管理、事業の実施状況等を確認

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

評価の実施方法（指定管理施設）（設置主体別）（MA）（％）

23.2

29.7

57.7

14.9

17.8

11.5

11.8

12.5

14.4

22.1

10.2

12.2

8.4

4.4

5.1

8.4

6.1

4.3

4.1

4.8

2.9

0.0 60.0

指定管理施設（計）（N=1,457）

都道府県（N=202）

政令市（N=213）

市区町村（計）（N=1,041）

市区町村（10万人以上）（N=556）

市区町村（2～10万人未満）（N=417）

市区町村（2万人未満）（N=68）

％

利用者数や稼動率等の指標を定めて、内部評価を実施するよう求めている

指定管理者による内部評価とは別に、設置者としての評価基準を定めている

評価機関として、外部の専門家が参加する第三者機関を設置している
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次に、選択肢ごとに回答の重なりを求め、いずれかひとつでも実施した割合を示す。 
モニタリングは指定管理施設全体の 75.4％がいずれかを実施し、実績評価は 31.6％がい

ずれかを実施している。26 モニタリングはある程度実施されている一方で、実績評価に関

しては現状では実施に至る指定管理施設が多くないことがわかる。 
また、指定管理者の指定方法別に比較すると、モニタリングでも実績評価でも、公募指

定施設の方が非公募指定施設より実施率が高くなっている。 
 

モニタリング・実績評価の実施状況（指定管理施設）（指定方法別）（MA）（％）

75.4

67.1

89.7

31.6

26.2

41

0 1

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

％ 
 00

モニタリングの実施（いずれか）

実績評価の実施（いずれか）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考：各回答の重なり モニタリング（①、②）及び実績評価（③、④、⑤）の実施（MA）（％） 

モニタリングの実施 実績評価の実施 

 

①
だ
け 

②
だ
け 

①
か
つ
②
（
い
ず
れ
も
） 

①
ま
た
は
②
の
い
ず
れ
か 

③
だ
け 

④
だ
け 

⑤
だ
け 

③
か
つ
④
か
つ
⑤
（
い
ず
れ
も
） 

③
か
つ
④
で
、
⑤
で
は
な
い 

③
か
つ
⑤
で
、
④
で
は
な
い 

④
か
つ
⑤
で
、
③
で
は
な
い 

③
、
④
、
⑤
の
い
ず
れ
か 

指定管理施設（計）（N=1,457）（N=923） 39.1  5.8 30.4 75.4 16.0 5.2 2.1 0.8 5.3  1.1  1.2  31.6 

（非公募）指定管理施設（N=923） 38.4  3.9 24.8 67.1 15.1 4.2 1.1 0.8 3.9  0.7  0.5  26.2 
 

（公募）指定管理施設（N=534） 40.4  9.2 40.1 89.7 17.6 6.9 3.7 0.9 7.7  1.9  2.2  41.0 

 都道府県（N=202） 47.5  5.9 36.6 90.1 18.3 6.4 2.5 2.5 5.4  3.5  0.0  38.6 

 政令市（N=213） 18.8  7.5 51.6 77.9 43.7 2.8 0.9 0.0 14.1  0.0  5.2  66.7 

 市区町村（計）（N=1,041） 41.8  5.5 24.9 72.1 9.9 5.5 2.2 0.7 3.5  0.9  0.6  23.2 

  10 万人以上（N=556） 47.1  6.3 28.1 81.5 12.4 6.5 2.0 1.1 4.0  0.4  0.7  27.0 

  2～10 万人未満（N=417） 35.5  3.8 21.8 61.2 6.7 4.6 2.6 0.2 3.1  1.4  0.5  19.2 

  2 万人未満（N=68） 36.8  8.8 17.6 63.2 8.8 2.9 1.5 0.0 1.5  1.5  0.0  16.2 

 

                                                  

＜モニタリング＞ ①提出された事業報告書に基づいて実施する  ②定期的に現地に赴き、施設の運営や管理、事業の実施状況等を確認する 

＜実績評価＞  ③利用者数や稼働率等の指標を定めて内部評価を実施するよう求めている  ④指定管理者による内部評価とは別に設置者と 

   しての評価基準を定めている  ⑤評価機関として外部の専門家が参加する第三者機関を設置している 

26 モニタリングおよび指定管理の実績評価は、おおむね選択肢に示したいずれかの方法で実施していると見られ

ることから、これを現時点での実施率とみなすことができるだろう。 
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■協定書の記載事項 
 協定事項をいくつか例示して協定書への記載の有無を尋ねた結果が以下である。 
指定管理施設全体では、記載したとする回答の多い順に、「事由により指定管理者側から

の指定の取り消しの申し出を可能とする事項」（54.9％）、「指定期間満了に伴う業務の引継

ぎに関する具体的な事項（実施機関や内容等）」（48.8％）、「美術館の美術資料、設置者から

貸与する備品等に関する具体的な事項（確認手順等）」（35.8％）27、「施設の目的外使用を

伴う指定管理者の自主的な事業等に関する取り決め」（30.3％）、となっている。 
これを指定方法別に比較すると、「引継ぎに関する具体的事項」と「指定管理者からの指

定取り消しの申し出」では、公募指定施設の方が非公募指定施設よりそれぞれ 10 ポイント

ほど多い。 
 
 協定書に記載した事項（指定管理施設）（指定方法別）（MA）（％）

54.9

48.8

35.8

30.3

21.6

51.1

45.0

35.9

29.4

24.9

61.4

55.4

35.6

32.0

15.7

0.0 70.0

事由により
指定管理者側からの

指定の取り消しの申し出を
可能とする事項

指定期間満了に伴う
業務の引継ぎに関する

具体的な事項
（実施期間や内容等）

美術館の美術資料、設置者から
貸与する備品等に関する

具体的な事項（確認手順等）

施設の目的外使用を伴う
指定管理者の自主的な
事業等に関する取り決め

無回答

％

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

 
 
 
 
 
 

                                                  
27 「美術館の美術資料、設置者から貸与する備品等に関する具体的な事項（確認手順等）」について、施設内容

別に「美術館」をみると、指定管理施設全体の美術館（N=205）で 46.8％、非公募指定施設の美術館（N=141）で

48.9％、公募指定施設の美術館（N=64）で 42.2％、となる。 
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■協定内容の変更及び指定管理者取り消しの有無 
 調査時点までの間に、協定内容の変更をしたことがある指定管理施設は、全体の 8.2％で

ある。指定管理者の指定を取り消し、又は業務の停止を行ったことがあるのは全体の 1.0％
である。 
 
 
  協定内容変更の有無（指定管理施設）（指定方法別）（％）

8.2

7.9

8.8

90.3

89.9

91.0

1.4

2.2

0.2

0% 100%

指定管理施設（計）（N=1,457)

（非公募）指定管理施設（N=923)

（公募）指定管理施設（N=534)

ある　　　　　　　　 ない　　　　　　　　   無回答　　　　　　 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 指定管理者の指定取り消し・業務の停止の有無（指定管理施設）（指定方法別）（％）

1.0

2.6

0.0

97.9

97.4

98.2

1.2

0.0

1.8

0% 100%

指定管理施設（計）（N=1,457)

（非公募）指定管理施設（N=923)

（公募）指定管理施設（N=534)

ある　　　　　　　　 ない　　　　　　　　   無回答　　　　　　 
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■指定管理者制度導入にあたっての事前周知等 
 指定管理者制度を導入するにあたっての市民や利用者に対する事前の周知やニーズ調査

等の具体例を示し、実施の有無を尋ねた。 
指定管理施設全体では、「利用者や市民への説明会を開催した」が 5.4％、「パブリックコ

メントを募った」が 3.6％、「利用者のニーズを調査した」は 3.2％で、いずれの実施もごく

わずかである。他に、「その他」が 10.8％ある28。 
 指定方法別に比較すると、いずれも、公募指定施設の方が非公募指定施設より実施率が

高くなっている。 
指定管理者制度導入に際して事前に実施した事

（指定管理施設）（指定方法別）(MA）（％）

5.4

3.6

3.2

10.8

3.8

3.6

2.6

9.8

8.2

3.7

4.3

12.7

0.0 20.0

利用者や市民への
説明会を開催した

パブリックコメントを
募った

利用者のニーズを
調査した

その他

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

％

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 設置主体別に比較すると、いずれの項目でも、都道府県や政令市に比べて市区町村の方

が実施率が高く、また、市区町村の中でも人口規模が小さくなるほどいずれも高くなる傾

向が見られる。特に人口 2 万人未満の市区町村では「説明会を開催」（11.8％）や「ニーズ

を調査」（14.7％）の実施率が高く、地域への周知や説明が比較的なされたといえるだろう。 
 

指定管理者制度導入に際して事前に実施した事（指定管理施設）（設置主体別）（MA）（％） 

 

利
用
者
や
市
民
へ
の

説
明
会
開
催 

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン

ト
を
募
っ
た 

利
用
者
の
ニ
ー
ズ

を
調
査
し
た 

そ
の
他 

無
回
答 

指定管理施設（計）（N=1,457） 5.4 3.6 3.2 10.8  78.7  

都道府県（N=202） 3.5 3.0 1.0 2.5  90.1  

政令市（N=213） 2.3 0.0 0.9 9.4  87.3  

市区町村（計）（N=1,041） 6.4 4.5 4.1 12.8  74.6  

10 万人以上（N=556） 3.6 3.6 3.1 10.4  80.8  

2～10 万人未満（N=417） 9.4 5.3 3.8 15.8  68.1  

 

 

2 万人未満（N=68） 11.8 7.4 14.7 13.2  64.7  

                                                  
28 「その他」の自由回答は、「ホームページや広報誌での告知」が 41 件（2.8％に該当）などである。 
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３．公募及び選定 

 ここでは、公募により指定管理者を選定した施設について、公募および選定のプロセス

等について、概況をみる。 
 
 ■応募数 
 公募した結果、実際に応募のあった団体数（再公募を除く）は、公募指定施設全体の平

均で 2.81 である。応募数の内訳をみると、応募数が 1 団体だけだったケースが 32.0％を占

めている。 
平均応募団体数を設置主体別にみると、都道府県では 2.41 団体、政令市では 2.83 団体、

市区町村（計）では 3.01 団体である。 
市区町村を人口規模別に比較すると、人口 10 万人以上の市区町村では応募数の多いケー

スが多く、1 団体だけの応募だったのは 25.2％にとどまり、平均で 3.53 団体である。 
人口規模が小さくなるほど応募数の多いケースが少なく、人口 2 万人未満の市区町村で

は半数近い 47.8％が 1 団体だけの応募だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

応募数（公募指定管理施設）（設置主体別）（％）

32.0

28.2

35.2

32.4

25.2

38.1

47.8

25.3

32.1

23.4

22.9

19.4

27.4

21.7

16.9

19.8

19.5

14.2

16.5

10.6

17.4

8.2

9.9

8.6

7.3

7.2

7.1

8.7

6.0

7.6

1.6

7.3

9.4

6.2

3.4

5.5

3.3

3.6

3.5

6.4

5.5

9.8

15.1

5.3

１団体 ２団体 ３団体 ４団体 ５団体 ６団体

1.5

７団体
以上

無回答

0% 100%

(凡例）

公募指定管理施設（計）（N=534）
平均：2.81団体

都道府県（N=131）
平均：2.41団体

政令市（N=128）
平均：2.83団体

市区町村（計）（N=275）
平均：3.01団体

市区町村（10万人以上）（N=139）
平均：3.53団体

市区町村（2～10万人未満）（N=113）
平均：2.60団体

市区町村（2万人未満）（N=23）
平均：1.87団体
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■公募期間 
 公募の告知をし、応募要項を開示してから応募締切までの間の日数は、公募指定施設全

体の平均日数で 34.5 日である。最頻値は「31 日～35 日」に 20.8％、「26 日～30 日」に 18.5%
であり、26 日～35 日の間に 39.3%が集中したことになる。 
 
 公募期間（公募指定管理施設）（N=534）(SA）（％）　　平均：34.5日

0.4

0.7

5.1

5.4

10.7

18.5

20.8

11.8

8.2

5.2

3.2

3.2

3.6

1.9

1.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

１～５日

～10日

～15日

～20日

～25日

～30日

～35日

～40日

～45日

～50日

～55日

～60日

～65日

66日～

無回答

％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 平均公募日数を設置主体別に比較すると、都道府県（37.5 日）では政令市や市区町村（計）

に比べてやや長めである。市区町村を人口規模別にみると、人口 10 万人以上の市区町村

（38.0 日）に比べて、人口 10 万人未満の市区町村ではいずれもやや短めである。 
 施設内容別では、平均日数にあまり差異がない。 
 

公募期間（公募指定施設）（設置主体別） 

 

  

公募指定 
施設（計） 

（N=534） 
都道府県

（N=131） 

政令市

（N=128） 

市区町村（計）

（N=275） 10 万人以上 
（N=139） 

2～10 万人未満 
（N=113） 

2 万人未満 
（N=23） 

平均（日） 34.5 37.5 33.7 33.5 38.0 28.7 29.6 

 
公募期間（公募指定施設）（施設内容別） 

 

  

公募指定 
施設（計） 

（N=534） 
ホール全体 

（N=416） 専用ホール 
（N=197） 

その他ホール
（N=219） 

美術館 

（N=64） 

練習場・創作工房 

（N=54） 

平均（日） 34.5 35.0 34.2 35.8 32.0 33.6 
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■公募の周知方法と応募要項の開示方法 
 指定管理者の公募を周知する手段として、ほとんどの公募指定施設が実施したのは「ホ

ームページへの掲載」（94.4％）である。他では多い順に、「自治体広報誌（紙）への掲載」

（61.0%）、「自治体掲示板や庁舎内の掲示」（32.4%）、「地元媒体への掲載」（19.7％）、「そ

の他」（10.5％）29である。「関係先への個別通知」も 4.3％あった。 
 

公募等の告知手段（公募指定施設）（MA）（N=534）（％）

94.4

61.0

32.4

19.7

4.3

10.5

1.1

0.0 100.0

ホームページへの掲載

自治体広報誌（紙）への掲載

自治体掲示板や
庁舎内の掲示による告知

地元媒体（新聞・タウン誌・
ＣＡＴＶ等）への掲載

関係先への個別通知

その他

無回答

％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
応募要項の開示・配布方法は、「自治体の窓口等で配布」（81.3％）、「ホームページからダウ

ンロード」（73.2％）の実施率が高い。 
 
 
 
 

応募要項の開示・配布方法（公募指定施設）（MA）（N=534）（％）

81.3

73.2

39.1

34.1

0.6

1.1

0.0 100.0

自治体の窓口等で配布した

ホームページで誰でも自由に閲覧、
ダウンロード等できるようにした

説明会参加者に配布した

求めに応じて郵送またはメールによる
電子データでの配布等をした

その他

無回答

％

 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
29 「その他」の自由回答は、「記者クラブへ発表」20 件（3.7％に該当）、「公報へ掲載」12 件（2.2％に該当）など。 
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 公募の周知手段を設置主体別に比較する。 
実施率の高い手段をみると、「ホームページへの掲載」は都道府県と政令市（いずれも

97.7%）に比べて市区町村（計）はやや少なく（91.3％）、人口 2 万人未満の市区町村では

69.6％である。「自治体広報誌（紙）への掲載」は、都道府県と政令市（いずれも 50％未満）

に比べて市区町村は多い（市区町村計で 77.1％）。 
特徴的なところで、「関係先への個別通知」は都道府県（2.3％）と政令市（ゼロ）に比べ

て市区町村で実施が多く（市区町村計で 7.3％）、2 万人未満では 17.4％と特に多い。 
 
公募等の告知手段（MA）（％）（公募指定施設）（設置主体別） 

 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の

掲
載 

自
治
体
広
報
誌

（紙
）
へ
の
掲
載 

自
治
体
掲
示
板
や

庁
舎
内
の
掲
示
に

よ
る
告
知 

地
元
媒
体
（新
聞
・

タ
ウ
ン
誌
・
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ

等
）
へ
の
掲
載 

関
係
先
へ
の
個
別
通

知 そ
の
他 

無
回
答 

公募指定管理施設（計）（N=534） 94.4 61.0 32.4 19.7 4.3 10.5 1.1 

都道府県（N=131） 97.7 45.8 14.5 18.3 2.3 19.1 2.3 

政令市（N=128） 97.7 42.2 35.9 12.5 0.0 15.6 0.8 

市区町村（計）（N=275） 91.3 77.1 39.3 23.6 7.3 4.0 0.7 

10 万人以上（N=139） 95.7 77.7 28.8 24.5 6.5 3.6 0.7 

2～10 万人未満（N=113） 90.3 77.0 47.8 24.8 6.2 3.5 0.0 

 

 

2 万人未満（N=23） 69.6 73.9 60.9 13.0 17.4 8.7 4.3 

 
 
応募要項の開示・配布方法の実施順位を設置主体別に比較する。 
政令市と市区町村（全体、人口 2 万人以上）では「自治体窓口で配布」が最も多く、「自

由にダウンロード」がこれに次ぐのに対し、都道府県では逆転して「自由にダウンロード」

（88.5％）が最も多い。人口 2 万人未満の市区町村では最多方法は「窓口で配布」だが、「求

めに応じて」（56.5%）が他に比べて多く、「自由にダウンロード」よりも上位にある。 
 
応募要項の開示・配布方法（MA）（％）（公募指定施設）（設置主体別） 

 

自
治
体
の
窓
口
等

で
配
布
し
た 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
誰

で
も
自
由
に
閲
覧
、

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
等
で

き
る
よ
う
に
し
た 

説
明
会
参
加
者
に

配
布
し
た 

求
め
に
応
じ
て
郵

送
ま
た
は
メ
ー
ル
に

よ
る
電
子
デ
ー
タ

で
の
配
布
等
を
し

た そ
の
他 

無
回
答 

公募指定管理施設（計）（N=534） 81.3 73.2 39.1 34.1 0.6  1.1 

都道府県（N=131） 77.1 88.5 45.8 32.8 1.5  2.3 

政令市（N=128） 82.0 67.2 29.7 41.4 0.0  0.8 

市区町村（計）（N=275） 82.9 68.7 40.4 31.3 0.4  0.7 

10 万人以上（N=139） 81.3 72.7 44.6 28.1 0.7  0.7 

2～10 万人未満（N=113） 86.7 68.1 38.1 30.1 0.0  0.0 

 

 

2 万人未満（N=23） 73.9 47.8 26.1 56.5 0.0  4.3 
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 ■応募条件 
 一般的な欠格事項や条件30以外に特に設けた応募条件について複数回答を求めたところ、

回答の多かった上位 2 つは、営業拠点が当該自治体内にあるという条件であった。「当該自

治体に現に事務所や営業拠点がある団体に限る」（30.1％）、「指定開始日までに当該自治体

に事務所や営業拠点を置くことを条件とする」（13.9％）である。 
これに、「首長や議員が関与する団体の応募禁止」（13.5％）、「任意団体の応募不可」

（13.3％）、「公募する業務に関して地域にかかわらず実績がある団体に限る」（10.9％）が

次ぐ。なお、「その他」が 22.8％あった31。 
  
 応募条件（公募指定施設）（MA）（N=534）（％）

30.1

13.9

10.9

0.4

13.5

13.3

1.9

22.8

35.0

0.0 60.0

当該自治体に
現に事務所や営業拠点がある団体に限る

指定開始日までに当該自治体に
事務所や営業拠点を置くことを条件とする

公募する業務（施設の管理・運営や
事業の実施）に関して

地域に係わらず実績がある団体に限る

公募する業務（施設の管理・運営や
事業の実施）に関して

当該自治体での実績がある団体に限る

首長や議員が関与する団体の応募禁止

法人格を有する団体のみの応募に限る
（任意団体の応募は不可）

ひとつの団体による単独応募に限る
（複数団体で構成する

コンソーシアムの応募は不可）

その他

無回答

％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  
30 一般的な欠格事項や条件の例として、調査票では「会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更生又は再生

手続をしていないこと／租税公課を滞納していないこと、一般競争入札の参加を制限されていないこと／指定管理

者の取り消しを受けたことがないこと、本業務を円滑に遂行でき、安定的かつ健全な経営状態にあること／等」を挙

げた。 
31 「その他」の自由回答は、「説明会への参加」10 件（1.9％に該当）などである。ほかの自由回答は、例示した一

般的な欠格事項にあたる事柄や「暴力団、政治活動や宗教活動を主目的にする団体の排除」、「個人の応募を不

可とする」（元々、法律で禁止されている）、などがほとんどである。 
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応募条件を設置主体別にみる。 
都道府県では、先にみた上位 2 つの「当該自治体に現に事務所や営業拠点がある団体に

限る」が 38.9％、「指定開始日までに当該自治体に事務所や営業拠点を置くことを条件とす

る」が 26.7％である。政令市（順に 28.9％、7.0％）や市区町村（全体で順に 26.5％、10.9％）

と比較すると、営業拠点が当該自治体内にあるという応募条件は、特に都道府県に多いこ

とがわかる。 
政令市では、上位 2 つ以外の項目においても、「その他」を除くいずれの応募条件でも都

道府県や市区町村（全体）に比べて回答の数が少ないかほぼ同等で、「無回答」（46.9％）は

最も多い。このことから、政令市では他の設置主体に比べて、一般的な欠格事項等以外の

応募条件をあまり示さなかったと言える。 
 

応募条件（MA）（％） 

（公募指定施設） 

（設置団体別） 

 

当
該
自
治
体
に
現
に
事
務
所
や
営
業

拠
点
が
あ
る
団
体
に
限
る 

指
定
開
始
日
ま
で
に
当
該
自
治
体
に

事
務
所
や
営
業
拠
点
を
置
く
こ
と
を

条
件
と
す
る 

公
募
す
る
業
務
（施
設
の
管
理
・
運
営

や
事
業
の
実
施
）
に
関
し
て
地
域
に
係

わ
ら
ず
実
績
が
あ
る
団
体
に
限
る 

公
募
す
る
業
務
（施
設
の
管
理
・
運
営

や
事
業
の
実
施
）
に
関
し
て
当
該
自

治
体
で
の
実
績
が
あ
る
団
体
に
限
る 

首
長
や
議
員
が
関
与
す
る
団
体
の
応

募
禁
止 

法
人
格
を
有
す
る
団
体
の
み
の
応
募

に
限
る
（任
意
団
体
の
応
募
は
不
可
） 

ひ
と
つ
の
団
体
に
よ
る
単
独
応
募
に

限
る
（
複
数
団
体
で
構
成
す
る
コ
ン
ソ

ー
シ
ア
ム
の
応
募
は
不
可
） 

そ
の
他 

無
回
答 

公募指定管理施設 
（計）（N=534） 

30.1  13.9  10.9 0.4 13.5 13.3 1.9  22.8  35.0 

都道府県（N=131） 38.9  26.7  14.5 0.8 14.5 11.5 0.0  25.2  26.0 

政令市（N=128） 28.9  7.0  6.3 0.0 1.6 7.8 0.0  30.5  46.9 

市区町村（計）
（N=275） 

26.5  10.9  11.3 0.4 18.5 16.7 3.6  18.2  33.8 

10 万人以上 
（N=139） 

32.4  7.9  12.2 0.7 24.5 17.3 2.9  15.8  30.2 

2～10 万人未満 
（N=113） 

19.5  13.3  9.7 0.0 15.0 17.7 4.4  21.2  34.5 

 

 
 
 
 

2 万人未満 
（N=23） 

26.1  17.4  13.0 0.0 0.0 8.7 4.3  17.4  52.2 
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 ■公募に際する提示事項 
 指定管理者の公募に際して事前に応募者に提示しておきたい事項を例示して応募要項や

「業務の基準」における記載状況を尋ねた結果は、「具体的に示した」ものが多い順に下の

グラフのようになった。 
「具体的に示した」と「概要を示した」を合わせると、「施設の改修・修繕に関する役割

分担」は 94.5％、「従前の施設維持管理費用の金額状況」は 81.6％、「審査選定基準」は 91.8％、

「利用料金制を採用する場合の従前の利用料金収入の金額状況」は 62.0％、「安全管理に関

するリスク分担」は 86.3％、「従前の施設賠償保険金額や指定管理者が付保を義務付けられ

る保険内容」は 65.7％である。 
 
「示していない」が 1 割以上あるのは、多い順に、「従前の保険内容」（25.7％）、「従前

の施設維持管理費用」（15.5％）、「安全管理に関するリスク分担」（12.7％）である。「施設

改修・修繕の役割分担」を「示していない」のは 4.5%で最も少ない。 
公募でありながら「審査選定基準」を「示していない」と答えたところが 7.1％、利用料

金制を採用するのに従前の利用料金収入を「示していない」ところが 9.6％ある。 
 

 
 
 
 
 
 
 

応募要項や「業務の基準」における記載状況（公募指定施設）（N=534）（％）

64.4

63.1

59.4

52.4

51.3

42.1

30.1

18.5

32.4

35.0

23.6

4.5

15.5

7.1

9.6

12.7

25.7 5.2

9.6

0.2

24.5

0.7

0.6

0.2

0% 100%

＜施設の改修・修繕に関する役割分担＞

＜従前の施設維持管理費用の金額状況＞

＜審査選定基準＞

＜利用料金制を採用する場合、
従前の利用料金収入の金額状況＞

＜安全管理に関するリスク分担＞

＜従前の施設賠償保険金額、
指定管理者が付保を義務付けられる保険内容＞

具体的に
示した

概要を
示した

示して
いない

業務内容に
該当しない

不明+
無回答

示した：94.5%

81.6%

91.8%

62.0%

86.3%

65.7%
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 ■指定管理料の提示方法 
 設置者側から支払う指定管理料（支出金）の提示については、「応募要項に参考となる金

額を提示し、応募者に金額の見積もりを求めた」ところが 69.3％で最も多い。「予め金額を

提示せず、応募団体に指定管理料の見積もりを求めた」23.0％と合わせると、公募指定施設

全体の 92.3％において、応募者に指定管理料の見積もりを求めたことになる。 
 見積もりを求めずに「指定管理料の金額を（設置者側で）提示した」のは 3.6％である。 
 
 

応募要項における指定管理料（支出金）の提示方法
（公募指定施設）（％）

応募要項に
参考となる金額
(*1)を提示し、
応募者に金額
の見積もり(*2)

を求めた
69.3％

応募要項に
指定管理料の
金額を提示・

記載した
（見積を求め
なかった）

 3.6％

予め金額を
提示せず、
応募者に

指定管理料の
見積もり(*2)を

求めた
23.0％

無回答
0.6％

指定管理料
（支出金）は
支払わない

0.7％
その他
2.8％

（N=534）

*1：参考となる金額とは、指定管理料の上限金額や従前の管理委託料等を指します。

*2:見積には、収支計画の収入から支出を差し引いた金額を指定管理料とする場合を含みます。
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■選定委員会（指定管理者の選定にあたる合議体） 
 指定管理者の選定にあたった合議体は（グラフ左）、「当該施設の選定のための個別の合

議体」が 35.0%である。「複数施設を選定（文化施設だけ）」が 18.9%、「複数施設を選定（文

化施設に限らず）」が 44.2％で、複数施設を選定する合議体だったケースは合計 63.1％であ

る。 
 合議体の構成は（グラフ右）、「職員を中心とする合議体」が 38.2％、「外部の人を中心と

する合議体」が 42.3％で、外部中心のケースがやや多い。「その他」32は 18.7％である。 
 
 

指定管理者の選定にあたった合議体の構成（％）
（公募指定管理施設）

その他
18.7％

無回答

職員以外の外
部の人を中心
とする合議体

42.3％

職員を中心とす
る合議体
38.2％

（N=534）

指定管理者の選定にあたった合議体（％）
（公募指定管理施設）

その他
1.3％ 無回答

複製施設を選
定（文化施設に

限らず）
44.2％

複数施設を選
定（文化施設だ

け）, 18.9％

当該施設の選
定のための

個別の合議体
35.0％

（N=534）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに、選定にあたった合議体の構成メンバーとしてどのような人が参加したかを複数

回答で尋ねたところ、「経営・会計・税務・法律の専門家等」が参加したケースが最も多く

（53.0%）、次いで「その他の分野の専門家・学識経験者等」（47.4%）となっている。「文

化政策・文化施設運営の専門家等」は 29.4％にとどまった。 
 

選定にあたった合議体に構成員として参加している人(MA）（％）
（公募指定管理施設）（N=534）

53.0

47.4

29.4

21.7

16.5

11.4

10.1

2.1

12.9

21.3

0.0 60.0

経営・会計・税務・法律の専門家等

その他の分野の専門家・学識経験者等

文化政策・文化施設運営の専門家等

地域の文化団体の代表者等

地域の社会教育団体の代表者等

アーティスト・実演家等

一般市民

議員

その他

外部の人は参加していない

％ 
 
 
 

                                                  
32 「その他」の自由回答は、職員と外部がほぼ同数だったという内容 63 件（11.8%に該当）など。 
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 指定管理者の選定にあたった合議体について、施設内容別に比較する。 
 「当該施設選定のための個別の合議体」だったとする割合をみると、美術館（20.3％）や

練習場・創作工房（25.9％）に比べてホール（全体で 38.5％）の方が多い。専用ホールで

34.5％、その他ホールで最も多く 42.0%である。 
 また、合議体の構成については、ホールと美術館では「職員中心」よりも「外部中心」

の方がやや多いが、練習場・創作工房では両者が逆転して「職員中心」（46.3%）の方が「外

部中心」（33.3%）より 13.0 ポイント多い。 
 

指定管理者の選定にあたった合議体（％）（公募指定施設）（施設内容別） 

合議体が選定する施設 合議体の構成 

 

当
該
施
設
の
選

定
の
た
め
の
個

別
の
合
議
体 

複
数
施
設
を
選

定
（
文
化
施
設
だ

け
） 

複
製
施
設
を
選

定
（
文
化
施
設
に

限
ら
ず
） 

そ
の
他 

無
回
答 

職
員
を
中
心
と

す
る
合
議
体 

職
員
以
外
の
外

部
の
人
を
中
心

と
す
る
合
議
体 

そ
の
他 

無
回
答 

公募指定管理施設 
（計）（N=534） 

35.0 18.9 44.2 1.3 0.6 38.2 42.3 18.7 0.7 

専用ホール 
（N=197） 

34.5 23.9 40.1 1.0 0.5 37.6 41.1 20.8 0.5 

その他ホール 
（N=219） 

42.0 11.4 45.2 0.9 0.5 37.0 43.4 18.7 0.9 

ホール全体（N=275） 38.5 17.3 42.8 1.0 0.5 37.3 42.3 19.7 0.7 

美術館（N=64） 20.3 20.3 53.1 4.7 1.6 37.5 50.0 10.9 1.6 

 

練習場・創作工房 
（N=54） 

25.9 29.6 44.4 0.0 0.0 46.3 33.3 20.4 0.0 

 
 
合議体構成メンバーの参加について施設内容別の特徴をみると、「文化政策・文化施設運

営の専門家等」では専用ホール（38.1%）、美術館（35.9%）、練習場・創作工房（38.9%）

に比べて「その他ホール」（17.4％）が著しく少ない。専用ホールでは「地域の文化団体の

代表者」（28.9％）や「アーティスト実演家等」（18.8％）が他に比べて多く参加している。  
 

選定にあたった合議体に構成員として参加している人（MA）（％）（公募指定施設）（施設内容別） 

 

経
営
・
会
計
・
税
務
・

法
律
の
専
門
家
等 

そ
の
他
の
分
野
の
専

門
家
・
学
識
経
験
者

等 文
化
政
策
・
文
化
施

設
運
営
の
専
門
家
等 

地
域
の
文
化
団
体
の

代
表
者
等 

地
域
の
社
会
教
育
団

体
の
代
表
者
等 

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
・
実
演

家
等 

一
般
市
民 

議
員 

そ
の
他 

外
部
の
人
は
参
加
し

て
い
な
い 

公募指定管理施設 
（計）（N=534） 

53.0  47.4  29.4 21.7 16.5 11.4 10.1 2.1  12.9  21.3 

専用ホール 
（N=197） 

56.3  41.6  38.1 28.9 16.8 18.8 9.6 3.0  11.2  17.3  

その他ホール 
（N=219） 51.1  52.5  17.4 20.1 17.4 4.1 12.8 0.9  16.4  24.2 

ホール全体（N=275） 53.6  47.4  27.2 24.3 17.1 11.1 11.3 1.9  13.9  20.9 

美術館（N=64） 48.4  48.4  35.9 12.5 14.1 12.5 6.3 3.1  9.4  17.2 

 

練習場・創作工房 
（N=54） 

53.7  46.3  38.9 13.0 14.8 13.0 5.6 1.9  9.3  29.6 
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次に、設置主体別に比較する。 
 指定管理者の選定にあたった合議体について違いがあるのは「複数施設を選定」する合

議体だったケースの内訳である。政令市では「文化施設だけ」（39.8％）より「文化施設に

限らず」（28.9％）の方が少ないが、都道府県では逆転し（19.1％と 39.7％）、市区町村（計）

ではさらに両者の差が広がっている（9.1％と 53.5％）。 
 合議体の構成では、都道府県と政令市では「職員中心」より「外部中心」の方が多いが、

市区町村では逆転し、人口規模が小さくなるほど「職員中心」の割合が多くなる。 

 

指定管理者の選定にあたった合議体（％）（公募指定施設）（設置団体別） 
合議体が選定する施設 合議体の構成  

当
該
施
設
の
選

定
の
た
め
の
個
別

の
合
議
体 

複
数
施
設
を
選

定
（
文
化
施
設
だ

け
） 

複
製
施
設
を
選

定
（
文
化
施
設
に

限
ら
ず
） 

そ
の
他 

無
回
答 

職
員
を
中
心
と

す
る
合
議
体 

職
員
以
外
の
外

部
の
人
を
中
心

と
す
る
合
議
体 

そ
の
他 

無
回
答 

公募指定管理施設 

（計）（N=534） 
35.0  18.9  44.2 1.3 0.6 38.2 42.3  18.7  0.7 

都道府県（N=131） 37.4  19.1  39.7 2.3 1.5 17.6 66.4  14.5  1.5 

政令市（N=128） 31.3  39.8  28.9 0.0 0.0 26.6 46.1  27.3  0.0 

市区町村（計） 

（N=275）
35.6  9.1  53.5 1.5 0.4 53.5 29.1  16.7  0.7 

10 万人以上 

（N=139）
36.0  15.1  46.8 2.2 0.0 48.9 32.4  18.7  0.0 

2～10 万人未満 

（N=113）
35.4  3.5  60.2 0.9 0.0 54.0 27.4  17.7  0.9 

 

 

 

 

 2 万人未満 

（N=23） 
34.8  0.0  60.9 0.0 4.3 78.3 17.4  0.0  4.3 

 
 
合議体構成メンバーの「文化政策・文化施設運営の専門家等」参加率をみると、都道府

県 33.6%、政令市 50.0%、市区町村（計）は 17.8％で人口 10 万人未満では 1 割以下である。 
 

選定にあたった合議体に構成員として参加している人（MA）（設置団体別） 
 経

営
・
会
計
・

税
務
・
法
律
の

専
門
家
等 

そ
の
他
の
分
野

の
専
門
家
・
学

識
経
験
者
等 

文
化
政
策
・
文

化
施
設
運
営
の

専
門
家
等 

地
域
の
文
化
団

体
の
代
表
者
等 

地
域
の
社
会
教

育
団
体
の
代
表

者
等 

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
・

実
演
家
等 

一
般
市
民 

議
員 

そ
の
他 

外
部
の
人
は
参

加
し
て
い
な
い 

公募指定管理施設 

（計）（N=534）
53.0  47.4  29.4 21.7 16.5 11.4 10.1 2.1  12.9  21.3 

都道府県（N=131） 69.5  64.9  33.6 19.8 19.1 19.1 7.6 0.0  14.5  10.7 

政令市（N=128） 64.1  53.9  50.0 27.3 18.0 14.8 5.5 0.0  12.5  16.4 

市区町村（計） 

（N=275）
40.0  36.0  17.8 20.0 14.5 6.2 13.5 4.0  12.4  28.7 

10 万人以上 

（N=139）
48.9  44.6  26.6 19.4 11.5 10.8 9.4 1.4  14.4  22.3 

2～10 万人未満 

（N=113）
33.6  28.3  9.7 21.2 18.6 1.8 20.4 7.1  12.4  31.0 

 

 

 

 

 2 万人未満 

（N=23）
17.4  21.7  4.3 17.4 13.0 0.0 4.3 4.3  0.0  56.5 
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 ■選定基準（「審査の基準」） 
 予め定めた「審査の基準」において、配点が多い項目を 3 つまで選択してもらったとこ

ろ、「施設運営計画」（61.2％）が最も多く、次いで「事業の提案」（45.3％）が挙がった。

「団体への信頼性」、「収支計画」、「施設維持管理計画」、「指定管理料の見積もり金額」の 4
つは 33％前後でほぼ同じである。 
 
 

選定基準（審査の基準）で、配点の多い項目（公募指定施設）
（MA：３つまで）（N=534）（％）

61.2

45.3

33.1

33.1

32.6

32.2

7.7

5.4

5.1

6.6

0.0 80.0

施設運営計画
（サービス向上を図る上での提案、実行性等）

事業の提案
（提案内容、実行性、過去の実績等）

団体への信頼性
（団体の経営基盤等の安定性、

過去の実績、管理運営の遂行能力等）

収支計画
（収支計画の妥当性等）

施設維持管理計画
（人員の妥当性、過去の実績等）

指定管理料の見積もり金額
（収支計画の収入から支出を差し引いた金額を

指定管理料とする場合の想定金額を含む）

総合評価

その他

配点は各項目とも同じである

ポイント制・配点制を採っていない+無回答

％
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 設置主体別に、「配点が多い 3 項目」になる割合の上位の項目について比較する。 
都道府県では、「施設運営計画」（62.6％）、「事業の提案」（55.0%）に次いで「指定管理

料の見積もり金額」（43.5%）が多い。 
政令市では、「施設運営計画」（78.1％）が他の設置主体より多く、また、「事業の提案」

（55.5%）に次いで「収支計画」（44.5%）が多くなっている。 
市区町村（全体）では、他の設置主体よりやや少ないながら「施設運営計画」（52.7％）

が最上位で、「施設維持管理計画」（38.5%）、「団体への信頼性」（36.4%）がこれに次ぐ。 
なお、人口 2 万人未満の市区町村では、「ポイント制・配点制を採っていない＋無回答」

（39.1％）が他の設置主体に比べて際立って多い。 
 

選定基準（審査の基準）で配点の多い項目（MA：3 つまで）（％）（公募指定施設）（設置主体別） 

 

施
設
運
営
計
画
（
サ
ー
ビ
ス
向
上
を
図

る
上
で
の
提
案
、
実
行
性
等
） 

事
業
の
提
案
（
提
案
内
容
、
実
行
性
、

過
去
の
実
績
等
） 

団
体
へ
の
信
頼
性
（
＊
１
） 

収
支
計
画
（収
支
計
画
の
妥
当
性
等
） 

施
設
維
持
管
理
計
画
（
人
員
の
妥
当

性
、
過
去
の
実
績
等
） 

指
定
管
理
料
の
見
積
も
り
金
額
（
＊

２
） 

総
合
評
価 

そ
の
他 

配
点
は
各
項
目
と
も
同
じ
で
あ
る 

ポ
イ
ン
ト
制
・
配
点
制
を
採
っ
て
い
な
い

＋
無
回
答 

公募指定管理施設（計）（N=534） 61.2 45.3 33.1 33.1 32.6 32.2 7.7  5.4  5.1  6.5

都道府県（N=131） 62.6 55.0 34.4 24.4 17.6 43.5 8.4  9.2  3.8  3.8

政令市（N=128） 78.1 55.5 25.0 44.5 35.2 31.3 0.8  3.1  2.3  3.1 

市区町村（計）（N=275） 52.7 36.0 36.4 32.0 38.5 27.3 10.5  4.7  6.9  9.4

  10 万人以上（N=139） 63.3 40.3 36.7 29.5 46.8 29.5 7.2  4.3  5.8  3.6 

  2～10 万人未満（N=113） 46.0 32.7 37.2 36.3 31.9 26.5 15.0  4.4  7.1  10.6 

  2 万人未満（N=23） 21.7 26.1 30.4 26.1 21.7 17.4 8.7  8.7  13.0  39.1 

*1 団体の経営基盤等の安定性、過去の実績、管理運営の遂行能力等 

*2 収支計画の収入から支出を差し引いた金額を指定管理料とする場合の想定金額を含む 
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■選定プロセスの公開 
 選定プロセスの公開について、複数回答を求めた結果が以下である。 
 まず、選定委員会の公開については、「傍聴をすべて可能とした」は 2.6%、「一部の傍聴

を可能とした」が 13.1％、「議事録を公開した」は 15.0％である。 
 審査結果については、「詳細を公開した」が 29.2％、「概要を公開した」が 64.0％である。

この２つの回答の重なりをみると、「詳細」または「概要」のいずれかを公開したところは

77.9％となった。公募指定施設の内 22.1％では、審査結果について詳細も概要も公開して

いないことになる。 
 「応募団体名をすべて公開」は 34.6%、「応募書類を公開」は 7.3％である。 

また、これら選定プロセスの公開をいずれも行っていない（無回答を含む）ところが

18.0％ある。 
  
 選定プロセスの公開方法（公募指定施設）（MA）（N=534）（％）

2.6

13.1

15.0

29.2

64.0

34.6

7.3

18.0

0.0 70.0

選定委員会（審査会）等の傍聴を
すべて可能とした

選定委員会（審査会）等の
一部の傍聴を可能とした

選定委員会（審査会）等の
議事録を公開した

（ホームページ、その他）

審査結果の詳細
（採点結果、審査委員名、講評等）を

公開した（ホームページ、その他）

審査結果の概要を公開した
（ホームページ、その他）

応募団体名
（共同事業体の場合は構成団体名も）を
すべて公開した（ホームページ、その他）

応募書類を公開した
（ホームページ、その他）

上記のいずれも行ってない+無回答

％

「詳細」または「概要」の 

 いずれかを公開：77.9％ 
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４．導入効果及び今後の課題 

 公募・非公募を問わず指定管理者制度を導入している施設について、導入効果等をみる。 
 
 ■当初の目標・期待 
 指定管理者制度を導入するに際して当初に期待したことや目標について、指定管理施設

全体では「管理運営経費の削減」（85.2%）と「サービス向上」（77.8%）が最も多く挙がっ

た。また、「事業内容の充実」への期待・目標も 50.0％あった。 
 これを指定管理者の指定方法別に比較すると、いずれの項目についても、非公募指定施

設より公募指定施設の方が高い傾向が見られる。同様に、数値はわずかだが、「当初の期待

や目標は特にない＋無回答」は非公募指定施設で 8.6%あり、公募指定施設（2.8％）よりや

や多い結果となっている。 
  
 指定管理者制度導入当初の目標・期待(MA）（％）

（指定管理施設）（指定方法別）

85.2

77.8

50.0

36.7

26.5

2.1

6.5

80.6

71.5

47.0

35.9

22.0

1.3

8.6

93.3

88.8

55.1

38.0

34.3

3.6

2.8

0.0 100.0

管理運営経費の削減

サービス向上

事業内容の充実

地域の文化振興への
貢献強化

より市民に開かれた
運営の推進

その他

当初の期待や目標は
特にない＋無回答

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定施設（N=923）

（公募）指定施設（N=534）
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当初の目標を施設内容別、及び設置主体別に比較する。 
施設内容別の差異はあまり見られない。中では、その他ホールの「事業内容の充実」

（43.2％）と「地域の文化振興への貢献強化」（25.3％）に対する当初の期待は、他に比べ

てやや少ない。 
 
 設置主体別に、期待する項目間の順位をみると、いずれの設置主体においても上位２つ

は同様で、「管理運営経費の削減」と「サービス向上」への期待が最も大きい。 
政令市では、いずれの項目においても他の設置主体に比べて当初の期待が高いが、「地域

の文化振興への貢献強化」については他の設置主体よりやや少ない。 
人口 2 万人未満の市区町村では、「事業内容の充実」「地域の文化振興への貢献強化」「よ

り市民に開かれた運営の推進」の各項目において他の設置主体より高くなっており、「管理

運営経費の削減」と「サービス向上」への期待に比して相対的にそれ以外の期待が大きい

傾向がみられる。 
指定管理者制度導入当初の目標・期待（MA）（％）（指定管理施設）（施設内容別）（設置主体別） 

 

管
理
運
営
経
費
の
削
減 

サ
ー
ビ
ス
向
上 

事
業
内
容
の
充
実 

地
域
の
文
化
振
興
へ
の
貢
献
強
化 

よ
り
市
民
に
開
か
れ
た
運
営
の
推
進 

そ
の
他 

当
初
の
期
待
や
目
標
は
特
に
な
い
＋

無
回
答 

指定管理施設（計）（N=1,457） 85.2 77.8 50.0 36.7 26.5 2.1  6.5  

（施設内容別） 

専用ホール（N=551） 86.2 80.2 54.1 45.9 26.3 0.9  5.8  

 

その他ホール（N=572） 85.7 76.2 43.2 25.3 26.6 3.1  7.9  

ホール全体（N=1,123） 85.9 78.2 48.5 35.4 26.4 2.0  6.9  

美術館（N=205） 82.4 76.6 53.7 44.4 26.8 1.5  4.9  

 

練習場・創作工房（N=129） 83.7 76.7 56.6 34.9 26.4 3.9  5.5  

（設置主体別） 

都道府県（N=131） 85.1 82.7 53.0 33.7 20.3 4.0  5.0  

政令市（N=128） 99.1 96.7 65.3 31.0 30.0 0.9  0.0  

市区町村（計）（N=275） 82.5 73.1 46.3 38.4 27.0 1.9  8.0  

10 万人以上（N=139） 86.0 79.7 45.7 37.6 26.1 2.2  4.5  

2～10 万人未満（N=113） 80.3 67.4 46.0 37.4 27.1 1.2  12.0  

 

 

2 万人未満（N=23） 67.6 54.4 52.9 51.5 33.8 4.4  13.3  
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■導入効果 
 調査時点現在までのところ、指定管理者制度導入の効果があったと目される事項を尋ね

たところ、指定管理施設全体で最も多いのは「管理運営経費の削減」（64.2％）である。 
指定管理者の指定方法別に比較すると、いずれの導入効果についても、非公募指定施設

より公募指定施設の方が効果があったとする率が高く、特にサービス向上に関する項目で

はいずれも差が生じている。 
逆に、非公募指定施設の方が効果があったとする率が高いのは「文化振興等を担う公益

法人の役割や位置づけ・あり方の見直し」（非公募 16.1%、公募 5.6％）である。「施設の設

置目的やミッションの再確認」もわずかながら非公募が多い。 
 
 指定管理者制度導入の効果があったと目される事項(MA）（％）

（指定管理施設）（指定方法別）

19.1

10.0

28.1

6.2

22.2

28.2

15.5

64.2

11.1

16.7

14.1

17.8

2.7

13.0

12.3

4.4

14.7

18.7

8.7

19.1

2.8

18.3

19.5

10.3

58.0

8.2

13.7

10.8

16.8

2.5

14.6

16.1

4.9

18.3

19.9

12.2

43.8

12.0

28.8

43.3

24.5

75.1

15.9

21.9

19.9

19.7

3.0

10.3

5.6

3.6

8.4

0.0 80.0

事業内容の充実
（鑑賞事業の質量充実）

事業内容の充実
（アウトリーチ活動の充実）

サービス向上
（新サービスの提供）

サービス向上
（利用料金の値下げ）

サービス向上
（接遇レベルの向上）

サービス向上
（利用時間等利便性の向上）

広報販売促進活動の強化

管理運営経費の削減

収益性の向上

当該施設の利活用推進
（稼働率の向上）

より市民に開かれた
運営の推進

地域の文化振興への
貢献強化

地域経済への波及効果

施設の設置目的やミッションの
再確認

文化振興等を担う公益法人の役割や
位置づけ・あり方の見直し

その他

現在までのところ導入効果は
特にない＋無回答

指定管理施設（計）（N=1,457）

（非公募）指定管理施設（N=923）

（公募）指定管理施設（N=534）

｢事業内容の充実」いずれか
（計)　　：22.7％
（非公募)：21.6％
（公募)　：24.7％

｢サービス向上」いずれか
（計)　　：50.4％
（非公募)：39.7％
（公募)　：68.9％
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施設内容別に導入効果を比較する。 
下表のように、施設内容による違いはあまり見られないが、その中で他の施設内容に比

べて差異がある項目を示す。 
その他ホールでは、「事業内容の充実（鑑賞事業の質量充実）」や「地域の文化振興への

貢献強化」に関して効果があったとする割合が他の施設に比べて低い。 
美術館では「サービス向上（接遇レベルの向上）」に関して効果があったとする割合が他

に比べて低い。 
練習場・創作工房では「広報販売促進活動の強化」に関して効果があったとする割合が

他に比べて高い。 
 

指定管理者制度の導入効果が「あったと目される事項（MA）（％）（指定施設）（施設内容別） 
 

 
指定管

理施設

（計） 専用ホ

ール 

その他

ホール

ホール 

（計） 
美術館 

練習場・

創作工房

調査数 1,457 551 572 1,123 205 129 

事業内容の充実（鑑賞事業の質量充実）   19.1 24.7 10.8 17.6 26.8 20.2

事業内容の充実（アウトリーチ活動の充実） 10.0 12.2 7.9 10.0 9.3 10.9

サービス向上（新サービスの提供）     28.1 27.6 27.3 27.4 28.8 33.3

サービス向上（利用料金の値下げ）     6.2 8.9 4.5 6.7 3.9 5.4

サービス向上（接遇レベルの向上）     22.2 22.5 23.3 22.9 14.6 27.9

サービス向上（利用時間等利便性の向上）  28.2 29.8 28.0 28.9 24.4 28.7

広報販売促進活動の強化 15.5 14.3 15.4 14.9 13.7 24.0

管理運営経費の削減  64.2 66.8 60.0 63.3 67.8 66.7

収益性の向上 11.1 10.5 12.4 11.5 9.3 10.1

当該施設の利活用推進（稼働率の向上） 16.7 16.9 16.8 16.8 14.6 18.6

より市民に開かれた運営の推進 14.1 14.7 12.2 13.4 14.1 20.2

地域の文化振興への貢献強化 17.8 20.5 13.3 16.8 21.0 21.7

地域経済への波及効果 2.7 2.2 2.1 2.1 5.4 3.1

施設の設置目的やミッションの再確認 13.0 14.0 13.3 13.6 10.2 12.4

文化振興等を担う公益法人の役割や 

位置づけ・あり方の見直し 
12.3 16.0 9.6 12.7 9.3 13.2

その他        4.4 1.6 7.9 4.8 2.4 3.9

現在までのところ導入効果は特にない+無回答 14.7 13.2 15.0 14.2  16.1  17.1 
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 設置主体別に導入効果を比較する。 
都道府県では、「サービス向上（新サービスの提供）、（利用料金の値下げ）、（利用時間等

利便性の向上）」や、「当該施設の利活用推進（稼働率の向上）」に効果があったとする割合

が、他の設置主体に比べて高い。 
政令市では、「サービス向上（接遇レベルの向上）」や「広報販売促進活動の強化」、「よ

り市民に開かれた運営の推進」、「地域の文化振興への貢献強化」「施設の設置目的やミッシ

ョンの再確認」に関して効果があったとする割合が他の設置主体に比べて高い。 
市区町村では、「地域の文化振興への貢献強化」について人口 2 万人未満の市区町村にお

ける割合が高くなっている（29.4％）ことを除き、おおむねいずれの項目でも、都道府県や

政令市に比べて効果があったとする割合が低く、人口規模が小さくなるほどさらに低くな

る傾向がある。 
また、「現在までのところ導入効果は特にない」と答えたのは、都道府県では 6.9％、政

令市では 0.9％であるのに対し、市区町村全体では 17.0％、人口 10 万人未満の市区町村で

は 2 割を超える結果となった。 
指定管理者制度の導入効果があったと目される事項（MA）（％）（指定施設）（設置主体別） 

 

 
  

指定管理

施設（計） 都道府県 政令市
市区町村

（計） 10 万人

以上 

2～10 万

人 

2 万人未

満 

調査数 1,457 202 213 1,041 556 417 68 

事業内容の充実（鑑賞事業の質量充実） 19.1 22.3 14.1 19.6 22.1 17.7 10.3 

事業内容の充実（アウトリーチ活動の充実） 10.0 11.9 14.6 8.6 8.6 9.1 5.9 

サービス向上（新サービスの提供） 28.1 55.0 34.7 21.6 27.0 15.3 16.2 

サービス向上（利用料金の値下げ） 6.2 22.8 7.0 2.8 3.6 1.7 2.9 

サービス向上（接遇レベルの向上） 22.2 20.3 31.5 20.7 23.0 17.5 20.6 

サービス向上（利用時間等利便性の向上） 28.2 42.6 38.5 23.3 27.9 19.2 11.8 

広報販売促進活動の強化 15.5 22.8 31.5 10.9 11.7 10.3 7.4 

管理運営経費の削減 64.2 77.7 72.3 60.0 61.5 61.2 41.2 

収益性の向上 11.1 12.9 9.9 11.0 11.5 11.3 4.4 

当該施設の利活用推進（稼働率の向上） 16.7 30.2 7.5 15.9 19.2 12.2 11.8 

より市民に開かれた運営の推進 14.1 16.3 27.2 11.0 10.1 12.5 10.3 

地域の文化振興への貢献強化 17.8 14.4 27.7 16.5 15.5 15.8 29.4 

地域経済への波及効果 2.7 1.5 3.3 2.8 2.7 2.2 7.4 

施設の設置目的やミッションの再確認 13.0 11.9 25.4 10.8 14.4 7.0 4.4 

文化振興等を担う公益法人の役割や 

位置づけ・あり方の見直し 
12.3 4.0 4.7 15.5 18.9 12.5 5.9 

その他 4.4 4.0 16.0 2.0 3.2 0.5 1.5 

現在までのところ導入効果は特にない+無回答 14.7 7.4 1.9 18.7 15.1 21.8 29.4 
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■当初の目標・期待と導入効果 
 「当初の目標・期待」（グラフ左）の結果と比較するために、前頁の「導入効果」の中か

ら対応する項目だけを抜き出した（グラフ右）。 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

当初の目標・期待(MA）（％）
（指定管理施設）（指定方法別）

85.2

77.8

50.0

36.7

26.5

80.6

71.5

47.0

35.9

22.0

93.3

88.8

55.1

38.0

34.3

0.0 100.0

管理運営経費
の削減

サービス向上

事業内容の充実

地域の文化振興
への貢献強化

より市民に開か
れた運営の推進

指定管理施設
（計）（N=1,457）

（非公募）指定施
設（N=923）

（公募）指定施設
（N=534）

導入効果(MA）（％）
（指定管理施設）（指定方法別）

64.2

50.4

22.7

17.8

14.1

58.0

39.7

21.6

16.8

10.8

75.1

68.9

24.7

19.7

19.9

0.0 100.0

管理運営経費
の削減

サービス向上(*)

事業内容の充実(*)

地域の文化振興
への貢献強化

より市民に開か
れた運営の推進

指定管理施設（計）
（N=1,457）

（非公募）指定施設
（N=923）

（公募）指定施設
（N=534）

＊導入効果（MA）の、「サービス向上」と「事業内容の充

実」は複数ある選択肢の内いずれかひとつを回答した割

合を算出している。（65 頁参照） 

 
 
 

共通する各項目ごとに、「当初の目標・期待」に対する「導入効果」の割合を求めた結果

が下表である（「当初」集計結果を１とした時の「効果」集計結果の割合。質問間クロス集

計ではなく、２つの設問の集計結果同士を比較したもの）。 
質問方法が異なるために項目間の比較はできないが、指定管理施設の指定方法別に比較

すると、非公募指定施設より公募指定施設の方が、いずれの項目においても、「導入効果／

当初の目標・期待」の割合が高いが、「事業内容の充実」だけは同じ結果となっている。 
 

「当初の目標・期待」に対する「導入効果」の割合 

 管
理
運
営
経
費
の
削

減 サ
ー
ビ
ス
向
上(*

) 

事
業
内
容
の
充
実(*

) 

地
域
の
文
化
振
興
へ

の
貢
献
強
化 

よ
り
市
民
に
開
か
れ

た
運
営
の
推
進 

指定管理施設（計）の集計結果 0.75 0.65 0.45 0.49  0.53  

（非公募）指定施設の集計結果 0.72 0.55 0.46 0.47  0.49   

（公募）指定施設の集計結果 0.81 0.78 0.45 0.52  0.58  
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■導入に際する課題等 
 指定管理者導入を検討する際に課題と思われた事項33について、設置主体全体では、「指

定管理者の実績評価のあり方」（29.8%）や「貸し館利用のあり方」（26.7%）が上位に挙が

った。政令市や都道府県、人口 10 万人以上の市区町村では、特に「Ｂ．指定管理者導入後

の事項」や「Ｃ．設置主体に係る事項」における課題意識が強い。34  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                  

指定管理者制度の導入または検討に際し、課題と思われた事項（設置主体別）（ＭＡ）（％）

全体 都道府県 政令市 合計 広域行政

（計） 10万人以上 2～10万人 2万人未満 広域行政除く

調査数 1,572 47 15 1,501 257 678 566 1,563 9

＜Ａ.指定管理者の選定に係る事項＞

指定管理者の選定（全般） 20.7 25.5 20.0 21.3 30.7 22.4 14.0 21.4 11.1

指定管理者の公募（全般） 13.7 31.9 46.7 12.9 23.7 13.3 7.2 13.8 22.2

指定管理者の公募（選定基準） 13.2 23.4 33.3 12.8 25.7 13.0 6.5 13.3 0.0

指定管理者の公募（審査員の選定） 6.9 23.4 46.7 6.1 12.5 6.9 1.9 7.0 0.0

指定管理者の公募（選定プロセスの公開） 5.0 8.5 33.3 4.6 11.7 4.6 1.4 5.0 0.0

指定管理者の公募（候補団体の確保） 11.2 21.3 6.7 11.1 10.1 12.1 9.9 11.4 11.1

指定管理の内容等（指定期間） 10.6 34.0 20.0 10.0 21.8 10.0 4.1 10.8 0.0

指定管理の内容等（指定管理料） 21.9 34.0 33.3 21.9 32.7 23.0 14.7 22.3 0.0

指定管理の内容等（業務の範囲や内容） 25.7 48.9 33.3 25.5 38.1 26.0 18.0 26.3 0.0

その他 1.2 4.3 6.7 1.1 2.3 0.9 0.7 1.3 0.0

＜Ｂ.指定管理者導入後の事項＞

指定管理者の実績評価のあり方 29.8 74.5 80.0 28.6 52.9 31.6 12.7 30.5 0.0

モニタリングの実施方法 13.1 42.6 46.7 12.1 31.9 11.1 3.9 13.3 0.0

指定管理者の引継ぎ 10.9 27.7 40.0 10.3 21.4 10.6 4.4 11.1 11.1

その他 0.8 2.1 6.7 0.7 1.2 0.7 0.4 0.8 0.0

＜Ｃ.設置主体に係る事項＞

指定管理者選定に係る事務 13.2 19.1 20.0 13.2 24.9 13.3 7.4 13.4 0.0

指定管理者の変更に伴う引継ぎに
係る事務

9.1 14.9 40.0 8.9 17.1 9.9 3.4 9.3 0.0

施設に付随する資産や備品の
管理に係る事務

15.4 31.9 40.0 15.1 25.7 14.0 10.6 15.9 0.0

施設の長期（大規模）修繕計画の見直し 23.6 51.1 46.7 22.8 42.4 25.4 10.2 23.9 11.1

文化政策との関係 18.3 17.0 26.7 18.3 34.2 18.9 9.9 18.3 33.3

その他 0.7 2.1 6.7 0.7 0.4 0.9 0.4 0.8 0.0

＜Ｄ.施設管理や事業運営に係る事項＞

地域の文化団体等とのネットワークの継承 16.2 14.9 33.3 16.3 22.6 19.2 9.2 16.4 33.3

施設の管理運営や事業の実施の一部が
指定管理となる場合の関係者間の連携

14.8 25.5 20.0 14.8 18.3 16.7 10.1 15.2 11.1

施設としての事業の継承 17.0 27.7 46.7 16.5 26.8 16.5 11.1 17.1 33.3

事業の準備期間の確保や
移行期間における事業展開

6.8 23.4 33.3 6.1 14.4 6.3 1.9 6.9 0.0

教育普及事業の実施
（アウトリーチ、ワークショップ、講座など）

9.7 12.8 13.3 9.7 14.8 9.7 7.1 9.8 11.1

貸し館利用のあり方
（減免、優先利用等との関係）

26.7 31.9 60.0 26.5 43.2 28.0 16.4 27.0 22.2

専門人材の育成 16.5 40.4 46.7 15.5 31.9 15.6 7.8 16.6 11.1

施設管理における安全性の確保 12.9 21.3 20.0 12.9 19.5 14.3 7.4 13.2 11.1

その他 1.5 8.5 6.7 1.3 2.3 1.3 0.5 1.5 0.0

＜Ｅ.指定管理者導入による影響等に係る事項＞

既存財団との関係 11.8 29.8 53.3 11.1 29.6 10.3 3.0 12.0 11.1

市民との関係 16.4 6.4 20.0 16.9 18.3 19.5 12.7 16.6 11.1

議会との関係 3.9 4.3 6.7 3.9 7.8 4.1 1.8 3.9 0.0

その他 1.6 4.3 6.7 1.5 2.3 1.5 1.1 1.6 0.0

＜Ｆ.その他＞

指定管理者制度に関する検討は
行っていない

28.4 2.1 0.0 29.6 4.3 25.1 45.8 28.5 66.7

課題は特にない 4.5 0.0 0.0 4.8 3.5 4.9 5.1 4.6 0.0

無回答 8.3 4.3 6.7 8.5 6.2 8.4 9.7 0.0 0.0

市区町村

33 施設ごとではなく設置主体ごとに文化施設等の全般にわたる考えを尋ねた(指定管理施設の有無を問わず)。 
34 表中の網掛けは各設置主体における上位 5 つ。 
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次に、公募・非公募を問わず、指定管理施設を有する設置主体だけを集計した結果が次

頁のグラフである。 
 指定管理施設を有する設置主体は 566 団体ある（広域行政 1 団体を含む）。課題に関して

最も多くあげられた項目は「指定管理者の実績評価のあり方」（55.5％）で、2 位の「施設

の長期（大規模）修繕計画の見直し」（41.7%）に比べて 13.8 ポイント多くなっている。 
次いで、「貸し館利用のあり方（減免、優先利用等との関係）」（38.5%）、「指定管理の内

容等（指定管理料）」（34.5%）、「指定管理の内容等（業務の範囲や内容）」（34.3％）である。 
 
 
 次の 74 頁に示した数表は、公募指定施設を有する設置主体（以下、「公募あり」）、非公

募指定施設を有するが公募指定施設は持っていない設置主体（以下、「公募なし」）、指定方

法に限らず指定管理施設等を持たない直営館だけの設置主体とで集計した結果である。 
 「公募あり」は 222 団体、「公募なし」は 344 団体（広域行政 1 団体を含む）、「指定管理

施設なし」は 1,006 団体である（広域行政 8 団体を含む）。 
  
指定管理施設を有する団体でみると、課題として挙げられた割合が最も多かったのは「指

定管理者の実績評価のあり方」で、「公募あり」で 62.6％、「公募なし」で 50.9％である。 
次いで「施設の長期（大規模）修繕計画の見直し」が「公募あり」で 45.9％、「公募なし」

で 39.0％である。 
さらに、「貸し館利用のあり方（減免、優先利用等との関係）」が「公募あり」で 41.0％、

「公募なし」で 36.9％である。 
 「公募あり」では、全般にいずれの事項についても課題として挙げる割合が高い傾向が

ある。しかし、「Ａ．指定管理者の選定に係る事項」に関しては、「公募なし」が課題とし

て挙げる割合が高い項目が多い。 
 
 指定管理施設を持たない設置団体においては、「検討は行っていない」とする団体が多い

が、中では、「指定管理の内容等（業務の範囲や内容）」（20.9％）、「貸し館利用のあり方（減

免、優先利用等との関係）」（20.1％）を課題とするところが多い。 
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課題と思われる事項（ＭＡ）（％）　（指定管理施設を有する設置主体（N=566）

27.4

21.9

18.9

12.0

7.6

12.9

19.1

34.5

34.3

1.6

55.5

28.1

17.7

0.9

19.8

15.7

25.3

41.7

25.8

0.5

19.8

16.4

20.1

11.1

10.6

38.5

30.0

16.1

1.9

24.9

15.2

7.1

1.9

3.5

4.6

0.0 60.0

指定管理者の選定（全般）

指定管理者の公募（全般）

指定管理者の公募（選定基準）

指定管理者の公募（審査員の選定）

指定管理者の公募（選定プロセスの公開）

指定管理者の公募（候補団体の確保）

指定管理の内容等（指定期間）

指定管理の内容等（指定管理料）

指定管理の内容等（業務の範囲や内容）

Aその他

指定管理者の実績評価のあり方

モニタリングの実施方法

指定管理者の引継ぎ

Bその他

指定管理者選定に係る事務

指定管理者の変更に伴う引継ぎに係る事務

施設に付随する資産や備品の管理に係る事務

施設の長期（大規模）修繕計画の見直し

文化政策との関係

Cその他

地域の文化団体等とのネットワークの継承

施設の管理・運営や事業実施の一部が指定管理となる場合の関係者間の連携

施設としての事業の継承

事業の準備期間の確保や移行期間における事業展開

教育普及事業の実施（アウトリーチ、ワークショップ、講座など）

貸し館利用のあり方（減免、優先利用等との関係）

専門人材の育成

施設管理における安全性の確保

Dその他

既存財団との関係

市民との関係

議会との関係

Eその他

指定管理者制度に関する検討は行っていない

課題は特にない

Ａ．指定管理者の選定に係る事項

Ｂ．指定管理者導入後の事項

Ｃ．設置主体に係る事項

％
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指定管理者制度の導入または検討に際し、課題と思われた事項（指定管理施設の有無別）（ＭＡ）（％） 

  

 指定管理施設の有無別 全体 指定管理
施設あり

団体 公募あり 公募なし 

指定管理
施設なし

団体 

調査数 1,572 566 222 344 1,006

＜Ａ.指定管理者の選定に係る事項＞           

指定管理者の選定（全般） 20.7 27.4 19.8  32.3  17.0 

指定管理者の公募（全般） 13.7 21.9 18.5  24.1  9.1 

指定管理者の公募（選定基準） 13.2 18.9 20.7  17.7  9.9 

指定管理者の公募（審査員の選定） 6.9 12.0 17.6  8.4  4.0 

指定管理者の公募（選定プロセスの公開） 5.0 7.6 9.9  6.1  3.5 

指定管理者の公募（候補団体の確保） 11.2 12.9 14.0  12.2  10.2 

指定管理の内容等（指定期間） 10.6 19.1 18.5  19.5  5.8 

指定管理の内容等（指定管理料） 21.9 34.5 31.5  36.3  14.8 

指定管理の内容等（業務の範囲や内容） 25.7 34.3 34.7  34.0  20.9 

その他 1.2 1.6 2.3  1.2  1.0 

＜Ｂ.指定管理者導入後の事項＞           

指定管理者の実績評価のあり方 29.8 55.5 62.6  50.9  15.4 

モニタリングの実施方法 13.1 28.1 32.4  25.3  4.7 

指定管理者の引継ぎ 10.9 17.7 20.7  15.7  7.2 

その他 0.8 0.9 1.4  0.6  0.7 

＜Ｃ.設置主体に係る事項＞           

指定管理者選定に係る事務 13.2 19.8 16.7  21.8  9.5 

指定管理者の変更に伴う引継ぎに係る事務 9.1 15.7 17.6  14.5  5.4 

施設に付随する資産や備品の管理に係る事務 15.4 25.3 24.8  25.6  9.8 

施設の長期（大規模）修繕計画の見直し 23.6 41.7 45.9  39.0  13.4 

文化政策との関係 18.3 25.8 23.0  27.6  14.0 

その他 0.7 0.5 0.9  0.3  0.8 

＜Ｄ.施設管理や事業運営に係る事項＞           

地域の文化団体等とのネットワークの継承 16.2 19.8 24.3  16.9  14.2 

施設の管理運営や事業の実施の一部が 
指定管理となる場合の関係者間の連携 

14.8 16.4 18.9  14.8  13.9 

施設としての事業の継承 17.0 20.1 25.2  16.9  15.2 

事業の準備期間の確保や移行期間における事業展開 6.8 11.1 15.8  8.1  4.4 

教育普及事業の実施（ｱｳﾄﾘｰﾁ、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、講座など） 9.7 10.6 14.4  8.1  9.2 

貸し館利用のあり方（減免、優先利用等との関係） 26.7 38.5 41.0  36.9  20.1 

専門人材の育成 16.5 30.0 31.1  29.4  8.8 

施設管理における安全性の確保 12.9 16.1 18.5  14.5  11.1 

その他 1.5 1.9 3.6  0.9  1.2 

＜Ｅ.指定管理者導入による影響等に係る事項＞           

既存財団との関係 11.8 24.9 24.8  25.0  4.5 

市民との関係 16.4 15.2 18.0  13.4  17.1 

議会との関係 3.9 7.1 4.5  8.7  2.1 

その他 1.6 1.9 2.3  1.7  1.4 

＜Ｆ.その他＞           

指定管理者制度に関する検討は行っていない 28.4 3.5 1.4  4.9  42.4 

課題は特にない 4.5 4.6 4.1  4.9  4.5 

無回答 8.3 4.8 5.0  4.7  10.3 

  表中の網掛けは各設置主体における上位 5 つ。 
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■主な集計結果一覧 

 
◎地方公共団体（広域行政除く）における文化施設等の概況（P3～13） 

文化施設等の設置状況 全国の地方公共団体設置率 85.7% （1,563 団体）

 都道府県設置率 100.0% （47 団体）

 政令市設置率 100.0% （15 団体）

 市区町村設置率 85.2% （1,501 団体）

  市区町村設置率（人口 10 万人以上） 98.1% （257 団体）

  市区町村設置率（人口 2～10 万人未満） 93.5% （678 団体）

    市区町村設置率（人口 2 万人未満） 73.1% （566 団体）

直営施設設置率 84.4% （1,319 団体）

指定管理施設設置率 36.1% （565 団体）

全国の文化施設等を設置して 

いる団体における 

管理運営形態別設置状況   

(指定管理者選定方法別） 非公募指定施設設置率 25.9% （405 団体）

  公募指定施設設置率 14.2% （222 団体）

直営施設設置状況 都道府県設置率 80.9% （38 団体）

 政令市設置率 66.7% (10 団体)

 市区町村設置率 84.7% （1,271 団体）

  市区町村設置率（人口 10 万人以上） 74.3% （191 団体）

  市区町村設置率（人口 2～10 万人未満） 79.8% （541 団体）

    市区町村設置率（人口 2 万人未満） 95.2% （539 団体）

指定管理施設設置状況 都道府県設置率 97.9% （46 団体）

 政令市設置率 100.0% （15 団体）

 市区町村設置率 33.6% （504 団体）

  市区町村設置率（人口 10 万人以上） 80.2% （206 団体）

  市区町村設置率（人口 2～10 万人未満） 36.0% （244 団体）

    市区町村設置率（人口 2 万人未満） 9.5% （54 団体）

文化振興等を目的とした法人 全国の地方公共団体設置率 25.5% （465 団体）

（文化財団等）設置状況 都道府県設置率 95.7% （45 団体）

 政令市設置率 100.0% （15 団体）

 市区町村設置率 23.0% （405 団体）

  市区町村設置率（人口 10 万人以上） 67.2% （176 団体）

  市区町村設置率（人口 2～10 万人未満） 26.9% （195 団体）

    市区町村設置率（人口 2 万人未満） 4.4% （34 団体）

 



◎文化施設等の概況（P17～27） 

施設数 総施設数 4,265 施設   

施設内容 ホール数 3,317 施設 (77.8%)

  うち、専用ホール数 1,151 施設 (27.0%)

  うち、その他ホール数 2,166 施設 (50.8%)

 美術館数 657 施設 (15.4%)

  練習場・創作工房数 291 施設 (6.8%)

文化施設等を有する設置主体 ホール平均数 2.12 施設

1 団体ごとの平均施設数  うち、専用ホール平均数 0.73 施設

  うち、その他ホール平均数 1.39 施設

 美術館平均数 0.42 施設

  練習場・創作工房平均数 0.19 施設

2000 年以降開館数 656 施設 (15.6%)開館年 
(%は開館年の無回答を除く)  うち、ホール 442 施設 (13.5%)

  うち、美術館 144 施設 (22.1%)

    うち、練習場・創作工房 70 施設 (24.8%)

管理運営形態 直営施設 2,808 施設 (65.8%)

 指定管理施設 1,457 施設 (34.2%)

  うち、非公募指定施設 923 施設 (21.6%)

    うち、公募指定施設 534 施設 (12.5%)

従前の管理運営形態 直営施設 2,782 施設 (65.2%)

 管理委託制度 1,279 施設 (30.0%)

 現・直営施設の前・直営  93.9%

  現・指定管理施設の前・直営 10.0%

今後の管理運営形態（予定） 直営予定 1,265 施設 (29.7%)

 指定管理予定 1,632 施設 (38.3%)

 今後検討する 1,022 施設 (24.0%)

 現・直営施設の直営予定 45.0%

  現・指定管理施設の指定管理予定 92.7%

（直営施設）  

直営のほうが施設の管理運営がうまくいく 43.4%

文化施設の指定管理先行事例を精査してから 25.1%

指定管理者の公募を 

行わなかった理由 
（公募を行わなかった施設を母数として） 

直営のほうが文化施策がうまくいく 21.9%

 （非公募指定施設）  

 指定団体であれば最も施設管理がうまくいく 52.2%

 
公募による指定管理本格導入を見据えた暫定措置

として随意指定
41.2%

 指定団体であれば最も文化施策がうまくいく 37.4%

 
 



◎指定管理施設（P31～50、P64～73） 

指定管理施設数 指定管理施設総施設数         1,457 施設 

指定管理者の団体種別 財団法人・社団法人 1,064 施設 (73.0%)

 公共団体・公共的団体 80 施設 (5.5%)

 NPO 法人 51 施設 (3.5%)

 株式会社・有限会社など（営利法人） 143 施設 (9.8%)

 共同事業体（JV）等のコンソーシアム 75 施設 (5.1%)

従前の管理委託先と同一団体 1,059 施設 (76.6%)従前の関係 
（％はコンソーシアムを除く） 一部の業務を委託されていた団体 64 施設 (4.6%)

設置主体との関係 設置主体が出資等をした団体 1,099 施設 (75.4%)

管理開始日 2006 年 4 月の管理開始率（非公募）  77.6%

              （公募）  79.4%

指定日から管理開始日 1 ヶ月  28.7%
までの期間 4 ヶ月  28.2%

指定期間 3 年  45.2%

 5 年  28.9%

指定管理者が行う すべて  81.7%
業務の範囲 一部  14.5%

利用料金制 利用料金制を採っている 920 施設 (63.2%)

債務負担行為 債務負担行為を行っている（指定料のすべて、一部） 624 施設 (42.8%)

  債務負担行為は行わず年度協定等で次年度以降に決める 701 施設 (48.1%)

モニタリング・実績評価 モニタリング実施率  75.4%

  実績評価実施率  31.6%

   

当初の目標・期待 管理運営経費の削減  85.2%

 サービス向上  77.8%

  事業内容の充実  50.0%

導入効果 管理運営経費の削減  64.2%

 サービス向上  50.4%

  事業内容の充実  22.7%

指定管理者の実績評価のあり方  55.5%

施設の長期（大規模）修繕計画の見直し  41.7%

導入に際する課題 
（指定管理施設を有する 

設置主体団体数を母数として） 
貸し館利用のあり方  38.5%

 
◎公募指定管理施設（P51～63） 

公募指定管理施設数 公募指定管理施設総施設数              534 施設 

応募数 平均応募数 2.81 団体

公募期間 平均公募期間 34.5 日

指定管理料の提示方法 応募要項に参考となる金額を提示、応募者に金額の見積もりを求めた 69.3%

 予め金額を提示せず、応募者に指定管理料の見積もりを求めた 23.0%

  応募要項に指定管理料の金額を提示（見積もりを求めなかった） 3.6%

選定委員会 複数の施設を選定（文化施設だけ） 44.2%

 当該施設の選定のための個別の合議体 35.0%

  複数の施設を選定（文化施設に限らず） 18.9%

（選定委員会の構成） 職員以外の外部の人を中心とする合議体 42.3%

  職員を中心とする合議体 38.2%

選定基準（配点の多い項目） 施設運営計画 61.2%

 事業の提案 45.3%

 団体への信頼性 33.1%

  収支計画 33.1%
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概
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葉
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だ
け
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○
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も
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で
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に
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て
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入

く
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１
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ま

ず
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貴
団

体
に

つ
い

て
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項

目
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い
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．
貴

団
体

に
お

け
る

、
文

化
振

興
に

関
す

る
財

団
等

に
つ

い
て

お
答

え
く
だ

さ
い

全
国

地
方
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共

団
体

コ
ー

ド
（
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桁
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貴
団

体
が

出
資

等
を

し
た

、
文

化
振

興
等
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目

的
と

す
る

法
人
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あ
り

ま
す

か
。

団
体

名
（
い

ず
れ

か
の

番
号

に
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印
を

つ
け
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く

だ
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い
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団
体

の
種

別
（
い

ず
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か
に

○
印
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1
.
普

通
地

方
公

共
団

体
2
.

特
別

地
方

公
共

団
体

本
調

査
ご

担
当

課
名
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.
あ

る
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な

い

回
答

ご
担

当
者

氏
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連
絡

先
電

話
番
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、

F
A

X
番
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：
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：

連
絡

先
メ

ー
ル

ア
ド
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@
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時
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暦
で
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年

　
　

　
　

　
月

）

構
成

団
体

名

　
基

本
調

査
票

　
　

す
べ

て
の

団
体

の
方

に
ご

記
入

い
た

だ
き

ま
す

団
体

の
種

別
が
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2
.特

別
地

方
公

共
団

体
」
の

場
合

は
、

設
立

年
月

と
、

構
成

す
る

地
方

公
共

団
体

名
を

す
べ

て
、

下
欄

に
記

入
し

て
下

さ
い

下
記

に
、

法
人

の
正

式
名

称
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

（
9
法

人
以

上
あ

る
場

合
は

、
欄
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に

ご
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入
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だ
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い
。
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（
9
法

人
以

上
あ

る
場
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は

、
欄

外
に

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

）

*
 生

涯
学

習
や

ス
ポ

ー
ツ

振
興

等
を

主
な

目
的

と
す

る
法

人
で

も
、

　
文

化
振

興
が

目
的

の
中

に
含

ま
れ

る
法

人
が

あ
れ

ば
、

ご
記

入
く

だ
さ

い
。



基
本
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査

票
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）
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等
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を
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設
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・
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台
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。
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団
体
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化
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但
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ひ
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だ
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を

複
数

有
す

る
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設
は

「
複

合
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該
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例
え

ば
、
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ホ

ー
ル

と
小

ホ
ー

ル
か

ら
な

る
文

化
ホ

ー
ル

の
場

合
は

、
「
ホ

ー
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図
書

館
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博
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館
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資
料

館
、

宿
泊

施
設

、
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ー
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、
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、
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美
術

館
と

図
書

館
を

主
た

る
施

設
と

す
る

複
合

施
設

は
・
・

　
　

・
い

ず
れ

も
直

営
で

あ
れ

ば
、

「
Ａ

.直
営

施
設

」
に

該
当

し
、

施
設

数
は

「
1
」
。

　
　

・
各

施
設

ご
と

に
異

な
る

指
定

管
理

者
を

随
意

指
定

し
た

場
合

は
、

　
　

　
文

化
ホ

ー
ル

と
美

術
館

が
「
Ｃ

.公
募

に
よ

ら
な

い
指

定
管

理
」
に

該
当

し
、

　
　

　
施

設
数

は
管

理
運

営
主

体
単

位
に

数
え

る
の

で
「
2
」
。

　
　

　
（
図

書
館

は
「
文

化
施

設
等

」
の

対
象

外
）

本
調

査
に

お
け

る
「

文
化

施
設

等
」

と
は

■
複

合
施

設
の

数
え

方

　
・
主

た
る

施
設

の
管

理
運

営
主

体
が

異
な

る
場

合
は

、
　

　
「
ホ

ー
ル

」
「
美

術
館

」
「
練

習
場

・
創

作
工

房
」
に

つ
い

て
だ

け
、

　
　

管
理

運
営

主
体

単
位

で
数

え
て

く
だ

さ
い

。

　
・
管

理
運

営
主

体
が

同
一

で
あ

れ
ば

「
１

」
施

設
。

*
 複

数
の

候
補

者
を

指
名

し
て

提
案

を
募

り
、

そ
の

中
か

ら
選

定
し

た
場

合
を

含
む

。

*
 一

旦
公

募
を

行
っ

た
が

決
定

に
至

ら
な

か
っ

た
等

の
経

緯
が

あ
る

場
合

も
、

　
 現

在
の

指
定

管
理

者
を

随
意

指
定

し
た

場
合

は
こ

こ
に

該
当

す
る

。

該
当

す
る

施
設

数

該
当

す
る

施
設

数

該
当

す
る

施
設

数

　
例

え
ば



調
査

票
Ａ

（
直
営
）
　

pa
ge
1

★
施

設
整

理
番

号
は

、
記

入
す
る
す
べ

て
の

直
営

施
設

に
対

し
て
、
１
、
２
、
・
・
と
、
通

番
で
記

入
。
　

Q
1
.

施
設
整
理
番
号
　

（
直
営
）

施
設

整
理
番
号
　

（
直
営
）

施
設
整
理
番
号
　

（
直
営
）

施
設
整
理
番
号
　

（
直
営
）

（
1
）
施

設
名
称
（
正
式
名
称
、
愛

称
）

直
営
施
設
の
正
式
名
称
（
設
置
条
例
に
記
載
さ
れ
た
名
称
）
を
、
右
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

愛
称
等
が
あ
る
場
合
に
は
、
右
欄
下
の
（
　
　
）
内
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
）

（
）

（
）

（
）

（
2
）
施

設
内
容

（
○

は
ひ
と
つ
だ
け
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

施
設
内

容
（
「
基
本
調
査
票
」
に
示
し
た
区
分
）
を
次
の
中
か
ら
選
び
、
右
欄
の
該
当
す
る
番
号
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

1
.
ホ
ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ
ー
ル

機
能

を
有

す
る
そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美
術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
文

化
施

設
等

だ
け
の

複
合

施
設

6
.
そ
の

他
の

施
設

と
の

複
合

施
設

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

（
3
）
複

合
施
設
の
施
設
内
容

（
上

の
(2
)で

「
5
.」
ま
た
は
「
6
.」
の
施

設
に
つ

い
て
）

（
○

は
あ
て
は
ま
る
も
の

に
す
べ

て
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

複
合

施
設

の
主

た
る
施

設
内

容
を
次

の
中

か
ら
選

ん
で
く
だ
さ
い
。
（
複

数
あ
る
場

合
は
あ
て
は
ま
る
も
の
す

べ
て
を
選

ぶ
）

1
.
ホ
ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ
ー
ル

機
能

を
有

す
る
そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美
術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

（
4
）
オ
ー
プ
ン
年
月

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

施
設
が
開
館
し
た
年
月
を
、
西
暦
で
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
月

　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
月

　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
月

　
　
　
　
　
　
年
　
　
　
　
　
月

（
5
）
従

前
の
管
理
運
営
形
態

（
○

は
ひ
と
つ
だ
け
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

地
方
自

治
法
改
正
に
よ
る
「
指
定
管

理
者

制
度

」
創

設
以

前
（
2
0
0
6
年

8
月

末
の
経

過
措
置
終
了
ま
で
の
間
を
含
む
）
の

従
前
の
管
理
運
営
形
態
を
次
の
中
か
ら
選
び
、
管
理
委
託
の
場
合
は
従
前
の
委
託
先
名
称
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

1
.
新
設
施
設
で
あ
る

2
.
直

営
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
管
理
委
託
制
度
　
⇒
「
3
.」
は
従

前
の
管

理
委

託
先

名
称

を
（
　
　
）
内

に
ご
記

入
く
だ
さ
い

3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
6
）
指

定
管
理
者
公
募
等
の
有
無

（
○

は
ひ
と
つ
だ
け
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

当
該
施
設
に
つ
い
て
、
指
定
管
理
者
の
公
募
等
の
有
無
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。

1
.
公
募
等
を
行
っ
た
が
選

定
に
至

ら
な
か

っ
た

1
.

1
.

1
.

1
.

（
応

募
が

な
か

っ
た
／

選
定

基
準

を
満

た
す
応

募
者

が
な
か

っ
た
／

議
決

に
至

ら
な
か

っ
た
、
等

）

2
.
指
定
管
理
者
の
公
募
等

は
行

わ
な
か

っ
た

2
.

2
.

2
.

2
.

（
7
）
公

募
等

を
行

わ
な
い
理

由
（
上

の
(6
)で

「
2
.」
の
施

設
に
つ

い
て
）

（
○

は
あ
て
は
ま
る
も
の

に
す
べ

て
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

（
○

は
い
く
つ
で
も
）

指
定
管
理
者
の
公
募
等
を
行
わ
な
か
っ
た
理
由
を
、
次
の
中
か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
指

定
管

理
の

手
続

き
を
す
る
時

間
的

余
裕

が
な
か

っ
た

2
.
地

域
に
指

定
管

理
者

の
担

い
手

が
な
い

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
文

化
施

設
の

指
定

管
理

先
行

事
例

を
精

査
し
て
か

ら
4
.
直

営
の

方
が

文
化

施
策

が
う
ま
く
い
く

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
直

営
の

方
が

施
設

の
管

理
運

営
が

う
ま
く
い
く

6
.
指

定
管
理
本
格
導
入
を
見
据
え
た
暫
定

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

7
.
そ
の
他
（
具
体
的
に
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

措
置

と
し
て
直

営
と
し
た

7
.
（

）
7
.
（

）
7
.
（

）
7
.
（

）

（
8
）
今

後
の
管
理
運
営
形
態

（
○

は
ひ
と
つ
だ
け
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

（
○

は
ひ
と
つ
）

今
後
（
概
ね
5
年
間
程
度
）
当
該
施
設
の
管
理
運
営
形
態
に
つ
い
て
、
ご
予
定
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。

1
.
引

き
続

き
、
直

営
と
す
る

2
.
指

定
管

理
者

（
公

募
を
実

施
す
る
）

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
指
定
管
理
者
（
公
募
は

実
施

し
な
い
）

4
.
指

定
管

理
者
（
選
定
方
法
は
未
定
）

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
指

定
管

理
者

か
直

営
か

を
、
今

後
、
検

討
す
る

5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ
の
他
（
具
体
的
に
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

〔
調

査
票

Ａ
　
ご
記

入
上

の
注

意
〕

■
「
基

本
調

査
票

」
Q
1
(2
)-
Ａ
で
ご
記

入
の

直
営

施
設

に
つ
い
て
、
施

設
ご
と
に
お
答

え
く
だ
さ
い
。

■
各

頁
と
も
、
左

側
の

質
問

や
選

択
肢

を
見

な
が

ら
、
右

側
に
、
施

設
ご
と
に
、
回

答
だ
け
を
ご
記

入
い
た
だ
く
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す
。

■
本

用
紙

に
は

、
４
施

設
ま
で
の

ご
回

答
を
記

入
い
た
だ
け
ま
す
。
「
施

設
整

理
番

号
」
欄

に
は

、
調

査
管

理
の

都
合

上
、
１
、
２
、
・
・
と
、

　
　
施

設
の

数
だ
け
、
通

番
で
、
整

理
番

号
を
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
右

上
の

欄
に
団

体
名

を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

■
直

営
施

設
が

５
つ
以

上
あ
る
場

合
は

、
お
手

数
で
す
が

、
コ
ピ
ー
す
る
か

、
問

い
合

わ
せ

W
e
bサ

イ
ト
か
ら
フ
ァ
イ
ル

を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
て
印

刷
し
、

　
　
「
調

査
票

Ａ
」
を
追

加
し
て
ご
対

応
下

さ
い
。
追

加
分

の
整

理
番

号
は

、
５
、
６
、
・
・
、
と
な
り
ま
す
。
追

加
頁

に
も
右

上
欄

の
団

体
名

を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

基
本

調
査
票
の
Q
1
(
2
)
-
A
で
ご
記
入
の
施
設
に
つ
い
て
、
概
要
を
伺
い
ま
す
。

　
調

査
票

Ａ
直
営
の
「
文
化
施
設
等
」
を
有
す
る
団
体
の
方
に
ご
記
入
い
た
だ
き
ま
す

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

「
2
.」
の
施

設
に
つ

い
て
は
(7
)へ

直
営

施
設

が
５
つ
以

上
あ
る
場

合
は

、
用
紙
を
追
加
し
て
、
５
、
６
、
・
・
。

(8
)へ

(7
)へ

「
1
.」
の
施

設
に
つ

い
て
は
(8
)へ

(8
)へ

(7
)へ

(8
)へ

(7
)へ

(8
)へ

(7
)へ

「
1
.」
～

「
4
.」
の
施

設
に

つ
い
て
は
(4
)へ

「
5
.」
「
6
.」
の
施

設
に

つ
い
て
は
(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

団
体
名

(ご
記
入
く
だ
さ
い
）



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

1

★
施

設
整

理
番

号
は

、
記

入
す

る
す

べ
て

の
公

募
指

定
管

理
施

設
に

対
し

て
、

１
、

２
、

・
・
と

、
通

番
で

記
入

。

Q
1
.

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
1
）

施
設

名
称

（
正

式
名

称
、

愛
称

）

公
募

等
に

よ
り

指
定

管
理

者
を

選
定

し
た

施
設

の
正

式
名

称
（
設

置
条

例
に

記
載

さ
れ

た
名

称
）
を

、

右
欄

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

愛
称

等
が

あ
る

場
合

に
は

、
右

欄
下

の
（
　

　
）
内

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
）

（
）

（
）

（
）

（
2
）

施
設

内
容

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

施
設

内
容

（
「
基

本
調

査
票

」
に

示
し

た
区

分
）
を

次
の

中
か

ら
選

び
、

右
欄

の
該

当
す

る
番

号
に

○
印

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

1
.
ホ

ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ

ー
ル

機
能

を
有

す
る

そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美

術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
文

化
施

設
等

だ
け

の
複

合
施

設
6
.
そ

の
他

の
施

設
と

の
複

合
施

設
5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

（
3
）

複
合

施
設

の
施

設
内

容
（
上

の
(2

)で
「
5
.」

ま
た

は
「
6
.」

の
施

設
に

つ
い

て
）

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

複
合

施
設

の
主

た
る

施
設

内
容

を
次

の
中

か
ら

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

（
複

数
あ

る
場

合
は

あ
て

は
ま

る
も

の
す

べ
て

を
選

ぶ
）

1
.
ホ

ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ

ー
ル

機
能

を
有

す
る

そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美

術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

（
4
）

オ
ー

プ
ン

年
月

（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）

施
設

が
開

館
し

た
年

月
を

、
西

暦
で

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
　

月
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
月

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
　

月
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
月

（
5
）

P
F
Iの

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

P
F
I事

業
に

よ
り

建
設

さ
れ

た
施

設
か

否
か

を
お

答
え

く
だ

さ
い

。

1
.
P

F
I事

業
に

よ
り

建
設

・
運

営
さ

れ
て

い
る

2
.
P

F
I事

業
に

よ
る

も
の

で
は

な
い

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
6
）

従
前

の
管

理
運

営
形

態
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定

管
理

者
制

度
を

導
入

す
る

前
の

、
従

前
の

管
理

運
営

形
態

を
次

の
中

か
ら

選
び

、

管
理

委
託

の
場

合
は

従
前

の
委

託
先

名
称

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

1
.
新

設
施

設
で

あ
る

2
.
直

営
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
管

理
委

託
制

度
　

⇒
「
3
.」

は
従

前
の

管
理

委
託

先
名

称
を

（
　

　
）
内

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
7
）

今
後

の
管

理
運

営
の

予
定

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

当
該

施
設

の
管

理
運

営
形

態
に

つ
い

て
、

今
後

（
概

ね
5
年

間
程

度
）
の

ご
予

定
を

お
答

え
く

だ
さ

い
。

1
.
直

営
と

す
る

2
.
指

定
管

理
者

（
公

募
を

実
施

す
る

）
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
指

定
管

理
者

（
公

募
は

実
施

し
な

い
）

4
.
指

定
管

理
者

（
選

定
方

法
は

未
定

）
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
指

定
管

理
者

か
直

営
か

を
、

今
後

、
検

討
す

る
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

〔
調

査
票

Ｂ
　

ご
記

入
上

の
注

意
〕

■
「
基

本
調

査
票

」
Q

1
(2

)-
B

で
お

答
え

に
な

っ
た

施
設

（
公

募
等

に
よ

る
指

定
管

理
）
に

つ
い

て
、

施
設

ご
と

に
お

答
え

く
だ

さ
い

。
■

各
頁

と
も

、
左

側
の

質
問

や
選

択
肢

を
見

な
が

ら
、

右
側

に
、

施
設

ご
と

に
、

回
答

だ
け

を
ご

記
入

い
た

だ
く
よ

う
に

な
っ

て
い

ま
す

。
■

本
用

紙
に

は
、

４
施

設
ま

で
の

ご
回

答
を

記
入

い
た

だ
け

ま
す

。
「
施

設
整

理
番

号
」
欄

に
は

、
調

査
管

理
の

都
合

上
、

１
、

２
、

・
・
と

、
　

施
設

の
数

だ
け

、
通

番
で

、
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

各
頁

の
右

上
に

団
体

名
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

。
■

該
当

す
る

施
設

が
５

つ
以

上
あ

る
場

合
は

、
お

手
数

で
す

が
、

コ
ピ

ー
す

る
か

、
問

い
合

わ
せ

W
e
bサ

イ
ト

か
ら

フ
ァ

イ
ル

を
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
し

て
印

刷
し

、
　

「
調

査
票

Ｂ
」
の

す
べ

て
の

頁
を

追
加

し
て

ご
対

応
下

さ
い

。
追

加
分

の
整

理
番

号
は

、
５

、
６

、
・
・
、

と
な

り
ま

す
。

追
加

頁
に

も
右

上
欄

の
団

体
名

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。

基
本

調
査
票
の
Q
1
(
2
)
-
B
で
ご
記
入
の
施
設
に
つ
い
て
、
概
要
を
伺
い
ま
す
。

調
査
票
Ｂ

公
募

等
に

よ
り

指
定

管
理

者
を

選
定

し
た

「
文

化
施

設
等

」
を

有
す

る
団

体
の

方
に

ご
記

入
い

た
だ

き
ま

す

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

「
1
.」

～
「
4
.」

の
施

設
に

つ
い

て
は

(4
)へ

「
5
.」

「
6
.」

の
施

設
に

つ
い

て
は

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

該
当

す
る

施
設

が
５

つ
以

上
あ

る
場

合
は

、
用

紙
を

追
加

し
て

、
５

、
６

、
・
・
。

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

2

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
2
.

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
1
）

指
定

日
、

管
理

開
始

日
、

指
定

期
間

指
定

管
理

者
の

指
定

日
、

管
理

開
始

日
、

お
よ

び
期

間
を

、
施

設
ご

と
に

右
欄

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）
（
西

暦
で

）

1
.
指

定
管

理
者

の
指

定
を

し
た

日
　

（
西

暦
で

）
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

2
.
指

定
管

理
者

が
管

理
を

開
始

し
た

日
　

（
西

暦
で

）
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

3
.
指

定
期

間
（
指

定
期

間
は

、
年

単
位

と
し

、
1
年

未
満

の
期

間
は

切
り

上
げ

て
記

入
し

て
く

だ
さ

い
）

3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間

（
2
）

指
定

管
理

者
の

名
称

指
定

管
理

者
の

正
式

な
団

体
名

称
（
議

決
さ

れ
た

指
定

議
案

に
記

載
の

名
称

）
を

〔
　

〕
内

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

（
3
）

指
定

管
理

者
の

団
体

種
別

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定

管
理

者
の

団
体

種
別

を
次

の
「
1
.」

～
「
7
.」

の
中

か
ら

中
か

ら
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
株

式
会

社
・
有

限
会

社
な

ど
（
営

利
法

人
）

2
.
財

団
法

人
・
社

団
法

人
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.

4
.

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

5
.

6
.
そ

の
他

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

7
.
上

記
の

団
体

に
よ

る
共

同
事

業
体

（
J
V

）
等

の
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

上
の

(3
)で

、
「
1
.」

～
「
6
.」

を
選

ん
だ

施
設

の
指

定
管

理
者

に
つ

い
て

伺
い

ま
す

。

（
4
）

貴
団

体
と

の
関

連
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

現
在

の
指

定
管

理
者

は
、

貴
団

体
が

出
資

等
を

し
た

団
体

で
す

か
。

い
ず

れ
か

の
番

号
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
貴

団
体

が
出

資
等

を
し

た
団

体
で

あ
る

2
.
「
1
.」

以
外

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
5
）

当
該

施
設

の
従

前
の

管
理

委
託

先
、

業
務

委
託

先
と

の
関

係
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

現
在

の
指

定
管

理
者

は
、

従
前

の
管

理
委

託
先

、
ま

た
は

業
務

委
託

先
で

す
か

。
い

ず
れ

か
の

番
号

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
当

該
施

設
の

従
前

の
管

理
委

託
先

と
同

一
の

団
体

で
あ

る
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
当

該
施

設
で

従
前

に
一

部
の

業
務

を
委

託
さ

れ
て

い
た

団
体

で
あ

る
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
「
1
.」

「
2
.」

の
い

ず
れ

で
も

な
い

（
従

前
に

管
理

委
託

制
度

で
は

な
か

っ
た

、
業

務
委

託
先

は
な

か
っ

た
場

合
も

含
む

）
3
.

3
.

3
.

3
.

上
の

(3
)で

、
「
7
.」

を
選

ん
だ

施
設

の
指

定
管

理
者

（
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

）
に

つ
い

て
伺

い
ま

す
。

Ａ
(

)
Ａ

(
)

Ａ
(

)
Ａ

(
)

（
6
）

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
の

代
表

、
お

よ
び

構
成

団
体

現
在

の
指

定
管

理
者

で
あ

る
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

の
代

表
団

体
名

称
を

Ａ
の

（
　

）
内

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

ま
た

、
代

表
団

体
以

外
の

構
成

団
体

名
称

を
す

べ
て

、
Ｂ

～
Ｄ

の
（
　

）
内

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

Ｃ
(

)
Ｃ

(
)

Ｃ
(

)
Ｃ

(
)

（
代

表
以

外
の

構
成

団
体

が
4
団

体
以

上
あ

る
場

合
は

、
「
Ｅ

」
以

降
の

記
号

を
付

し
て

、
欄

外
に

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

）
Ｄ

(
)

Ｄ
(

)
Ｄ

(
)

Ｄ
(

)

（
7
）

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
構

成
各

団
体

の
団

体
種

別

上
記

(6
)で

ご
記

入
の

各
団

体
の

種
別

を
各

々
次

の
「
1
.」

～
「
6
.」

の
中

か
ら

選
び

、
右

欄
の

（
　

）
内

に
該

当
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
Ａ

(
)

Ａ
(

)
Ａ

(
)

Ａ
(

)

1
.

2
.
財

団
法

人
・
社

団
法

人
3
.

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

4
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
8
）

貴
団

体
と

の
関

連
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

上
記

(6
)で

ご
記

入
の

団
体

の
中

に
、

貴
団

体
が

出
資

等
を

し
た

団
体

は
あ

り
ま

す
か

。
い

ず
れ

か
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
.
貴

団
体

が
出

資
等

を
し

た
団

体
が

あ
る

　
⇒

あ
て

は
ま

る
団

体
を

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

で
（
　

）
に

記
入

2
.
な

い
1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

（
9
）

当
該

施
設

の
従

前
の

管
理

委
託

先
、

業
務

委
託

先
と

の
関

係

上
記

(6
)で

ご
記

入
の

団
体

の
中

に
、

次
に

あ
て

は
ま

る
団

体
が

あ
れ

ば
、

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
（
　

）
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

ア
.
当

該
施

設
の

従
前

の
管

理
委

託
先

と
同

一
の

団
体

ア
. （

）
ア

. （
）

ア
. （

）
ア

. （
）

イ
.

当
該

施
設

で
、

従
前

に
一

部
の

業
務

を
委

託
さ

れ
て

い
た

団
体

イ
.
（

）
イ

.
（

）
イ

.
（

）
イ

.
（

）

指
定

管
理
者
の
概
要
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

公
共

的
団

体
（
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

自
治

会
な

ど
）

N
P

O
法

人
（
特

定
非

営
利

活
動

法
人

）
公

共
団

体
（
地

方
公

共
団

体
、

公
共

組
合

な
ど

）

N
P

O
法

人
（
特

定
非

営
利

活
動

法
人

）

公
共

的
団

体
（
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

自
治

会
な

ど
）

公
共

団
体

（
地

方
公

共
団

体
、

公
共

組
合

な
ど

）

株
式

会
社

・
有

限
会

社
な

ど
（
営

利
法

人
）

) )
( (

Ｃ Ｄ
( (

) )
Ｃ Ｄ

) )
( (

) )
Ｃ Ｄ

Ｃ Ｄ
( (

「
1
.」

～
「
6
.」

の
施

設
に

つ
い

て
は

(4
)へ

「
7
.」

の
施

設
に

つ
い

て
は

(6
)へ

そ の 他代 表

代 表
代 表

代 表

代 表 そ の 他

そ の 他

そ の 他

そ の 他

★
い

ず
れ

も
、

あ
て

は
ま

る
団

体
が

な
け

れ
ば

　
空

欄
の

ま
ま

で
結

構
で

す
。

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入
あ

て
は

ま
る

団
体

が
な

け
れ

ば
　

空
欄

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入

そ の 他

そ の 他

そ の 他

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

そ
れ

ぞ
れ

に
、

1
～

6
の

数
字

を
記

入

代 表 そ の 他

そ
れ

ぞ
れ

に
、

1
～

6
の

数
字

を
記

入

代 表 そ の 他

そ
れ

ぞ
れ

に
、

1
～

6
の

数
字

を
記

入

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入
あ

て
は

ま
る

団
体

が
な

け
れ

ば
　

空
欄

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入
あ

て
は

ま
る

団
体

が
な

け
れ

ば
　

空
欄

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入
あ

て
は

ま
る

団
体

が
な

け
れ

ば
　

空
欄

複
数

あ
れ

ば
い

く
つ

で
も

Ａ
～

Ｄ
の

記
号

を
記

入

代 表 そ の 他

そ
れ

ぞ
れ

に
、

1
～

6
の

数
字

を
記

入



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

3

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
3
.

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
1
）

指
定

管
理

者
制

度
導

入
に

際
す

る
事

前
準

備
等

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該

施
設

に
指

定
管

理
者

制
度

を
導

入
す

る
に

際
し

、
事

前
に

、
次

の
よ

う
な

こ
と

を
実

施
し

ま
し

た
か

。

利
用

者
や

地
域

住
民

、
一

般
市

民
等

に
対

し
て

事
前

に
行

っ
た

こ
と

が
あ

れ
ば

、
す

べ
て

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
し

た
2
.
利

用
者

や
市

民
へ

の
説

明
会

を
開

催
し

た
3
.

3
.

3
.

3
.

3
.
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
募

っ
た

4
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）

（
2
）

指
定

管
理

者
の

選
定

手
続

き
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

あ
ら

た
め

て
伺

い
ま

す
。

指
定

管
理

者
の

公
募

等
選

定
手

続
き

は
、

次
の

い
ず

れ
の

方
法

を
と

り
ま

し
た

か
(*

)。

1
.
公

募
し

た
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
複

数
の

候
補

者
を

指
名

し
、

提
案

を
募

っ
た

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

Q
4
.

（
1
）

公
募

等
の

告
知

手
段

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

公
募

等
の

告
知

に
つ

い
て

、
次

の
中

に
実

施
し

た
も

の
が

あ
れ

ば
、

す
べ

て
選

ん
で

く
だ

さ
い

。
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

の
掲

載
2
.
自

治
体

広
報

誌
（
紙

）
へ

の
掲

載
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.
自

治
体

掲
示

板
や

庁
舎

内
の

掲
示

に
よ

る
告

知
4
.
関

係
先

へ
の

個
別

通
知

5
.

5
.

5
.

5
.

5
.
地

元
媒

体
（
新

聞
、

タ
ウ

ン
誌

、
C

A
T
V

等
）
へ

の
掲

載
6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

（
2
）

応
募

要
項

の
開

示
・
配

布
方

法
（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

応
募

要
項

の
開

示
、

配
布

方
法

に
つ

い
て

、
実

施
し

た
も

の
を

す
べ

て
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

誰
で

も
自

由
に

閲
覧

、
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
等

で
き

る
よ

う
に

し
た

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
求

め
に

応
じ

て
郵

送
、

ま
た

は
メ

ー
ル

に
よ

る
電

子
デ

ー
タ

で
の

配
布

等
を

し
た

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
自

治
体

の
窓

口
等

で
配

布
し

た
4
.
説

明
会

参
加

者
に

配
布

し
た

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

5
.
（

）
5
.
（

）
5
.
（

）
5
.
（

）

（
3
）

応
募

期
間

公
募

の
告

知
を

し
、

応
募

要
項

を
開

示
ま

た
は

配
布

開
始

し
て

か
ら

応
募

締
切

ま
で

の
間

は
、

何
日

間
あ

り
ま

し
た

か
。

（
　

　
　

　
　

　
　

日
間

　
）

（
　

　
　

　
　

　
　

日
間

　
）

（
　

　
　

　
　

　
　

日
間

　
）

（
　

　
　

　
　

　
　

日
間

　
）

（
4
）

応
募

数

応
募

数
(*

)を
、

最
初

の
公

募
時

と
再

公
募

時
ご

と
に

、
右

欄
に

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
　

最
初

の
公

募
（
　

　
　

　
　

団
体

）
最

初
の

公
募

（
　

　
　

　
　

団
体

）
最

初
の

公
募

（
　

　
　

　
　

団
体

）
最

初
の

公
募

（
　

　
　

　
　

団
体

）

（
応

募
が

な
か

っ
た

場
合

は
「
0
」
と

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
再

公
募

を
実

施
し

な
か

っ
た

場
合

は
「
な

し
」
に

○
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

）
再

公
募

（
　

　
　

　
　

団
体

）
　

・
　

な
し

再
公

募
（
　

　
　

　
　

団
体

）
　

・
　

な
し

再
公

募
（
　

　
　

　
　

団
体

）
　

・
　

な
し

再
公

募
（
　

　
　

　
　

団
体

）
　

・
　

な
し

（
5
）

応
募

条
件

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

一
般

的
な

欠
格

事
項

や
条

件
(*

)の
ほ

か
に

、
応

募
条

件
と

し
て

特
に

設
け

た
項

目
は

あ
り

ま
す

か
。

次
の

中
に

あ
て

は
ま

る
も

の
が

あ
れ

ば
、

い
く

つ
で

も
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
法

人
格

を
有

す
る

団
体

の
み

の
応

募
に

限
る

（
任

意
団

体
の

応
募

は
不

可
）

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
ひ

と
つ

の
団

体
に

よ
る

単
独

応
募

に
限

る
（
複

数
団

体
で

構
成

す
る

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
の

応
募

は
不

可
）

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
首

長
や

議
員

が
関

与
す

る
団

体
の

応
募

禁
止

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
当

該
自

治
体

に
、

現
に

、
事

務
所

や
営

業
拠

点
が

あ
る

団
体

に
限

る
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
指

定
開

始
日

ま
で

に
、

当
該

自
治

体
に

事
務

所
や

営
業

拠
点

を
置

く
こ

と
を

条
件

と
す

る
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
公

募
す

る
業

務
（
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
）
に

関
し

て
、

当
該

自
治

体
で

の
実

績
が

あ
る

団
体

に
限

る
6
.

6
.

6
.

6
.

7
.
公

募
す

る
業

務
（
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
）
に

関
し

て
、

地
域

に
係

ら
ず

、
実

績
が

あ
る

団
体

に
限

る
7
.

7
.

7
.

7
.

8
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

8
.
（

）
8
.
（

）
8
.
（

）
8
.
（

）

＊
一

般
的

な
欠

格
事

項
や

条
件

の
例

会
社

更
生

法
又

は
民

事
再

生
法

の
規

定
に

基
づ

く
更

生
又

は
再

生
手

続
を

し
て

い
な

い
こ

と
／

租
税

公
課

を
滞

納
し

て
い

な
い

こ
と

一
般

競
争

入
札

の
参

加
を

制
限

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

／
指

定
管

理
者

の
取

り
消

し
を

受
け

た
こ

と
が

な
い

こ
と

本
業

務
を

円
滑

に
遂

行
で

き
、

安
定

的
か

つ
健

全
な

経
営

状
態

に
あ

る
こ

と
／

 等

指
定

管
理
者
の
選
定
に
至
る
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
伺

い
ま
す
。

公
募

の
手
続
き
等
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

*
い

ず
れ

も
、

結
果

と
し

て
応

募
が

　
　

1
団

体
だ

っ
た

場
合

を
含

む
。

*
共

同
事

業
体

（
JV

）
等

の
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

は
　

「
１

団
体

」
と

数
え

る

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）

（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

4

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
5
.

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
1
）

審
査

基
準

、
費

用
等

の
目

安
、

役
割

分
担

等
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

ず
つ

）

次
の

A
.～

F
.に

つ
い

て
各

々
、

応
募

要
項

や
「
業

務
の

基
準

」
に

お
け

る
記

載
状

況
を

以
下

の
4
つ

か
ら

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
. 
具

体
的

に
示

し
た

　
 　

　
2
. 
概

要
を

示
し

た
　

　
 　

3
. 
示

し
て

い
な

い
　

 　
　

4
.業

務
内

容
に

該
当

し
な

い
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）

A
.

審
査

選
定

基
準

A
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）

B
.

従
前

の
、

施
設

維
持

管
理

費
用

の
金

額
状

況
B

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）

C
.

利
用

料
金

制
を

採
用

す
る

場
合

、
従

前
の

利
用

料
金

収
入

の
金

額
状

況
C

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）

D
.

施
設

の
改

修
・
修

繕
に

関
す

る
役

割
分

担
D

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

4
.

）

E
.

安
全

管
理

に
関

す
る

リ
ス

ク
分

担
E
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
E
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
E
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
E
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）

F
.

従
前

の
施

設
賠

償
保

険
金

額
、

指
定

管
理

者
が

付
保

を
義

務
付

け
ら

れ
る

保
険

内
容

F
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
F
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
F
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）
F
.

（
1
.

2
.

3
.

4
.

）

（
2
）

指
定

管
理

料
（
支

出
金

）
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

設
置

者
側

か
ら

支
払

う
指

定
管

理
料

（
支

出
金

）
に

つ
い

て
、

次
の

中
か

ら
あ

て
は

ま
る

も
の

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
応

募
要

項
に

指
定

管
理

料
の

金
額

を
提

示
、

記
載

し
た

（
見

積
も

り
を

求
め

な
か

っ
た

）
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
応

募
要

項
に

、
参

考
と

な
る

金
額

(*
1
)を

提
示

し
、

応
募

者
に

金
額

の
見

積
も

り
(*

2
)を

求
め

た
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
予

め
金

額
は

提
示

せ
ず

、
応

募
団

体
に

指
定

管
理

料
の

見
積

も
り

(*
2
)を

求
め

た
3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）

5
.
指

定
管

理
料

（
支

出
金

）
は

支
払

わ
な

い
5
.

5
.

5
.

5
.

*
1
 参

考
と

な
る

金
額

と
は

、
指

定
管

理
料

の
上

限
金

額
や

従
前

の
管

理
委

託
料

等
を

指
し

ま
す

。
*
2
 収

支
計

画
の

収
入

か
ら

支
出

を
差

し
引

い
た

金
額

を
指

定
管

理
料

と
す

る
場

合
を

含
み

ま
す

。

Q
6
.

（
1
）

選
定

に
あ

た
っ

た
合

議
体

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

当
該

施
設

の
指

定
管

理
者

選
定

に
あ

た
っ

た
合

議
体

に
つ

い
て

、
次

の
中

か
ら

あ
て

は
ま

る
も

の
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
.
当

該
施

設
の

選
定

の
た

め
の

個
別

の
合

議
体

2
.
複

数
施

設
を

選
定

（
文

化
施

設
だ

け
）

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
複

数
施

設
を

選
定

（
文

化
施

設
に

限
ら

ず
）

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）

（
2
）

選
定

に
あ

た
っ

た
合

議
体

の
構

成
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

選
定

に
あ

た
っ

た
合

議
体

の
構

成
に

つ
い

て
、

次
の

中
か

ら
あ

て
は

ま
る

も
の

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
貴

団
体

の
職

員
を

中
心

と
す

る
合

議
体

2
.
職

員
以

外
の

、
外

部
の

人
を

中
心

と
す

る
合

議
体

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
3
）

選
定

に
あ

た
っ

た
合

議
体

の
構

成
員

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

選
定

に
当

た
っ

た
合

議
体

に
外

部
の

人
が

参
加

し
た

場
合

、
あ

て
は

ま
る

人
を

す
べ

て
選

ん
で

く
だ

さ
い

。
（
但

し
、

1
人

に
対

し
て

1
つ

だ
け

）
（
但

し
、

1
人

に
対

し
て

1
つ

だ
け

）
（
但

し
、

1
人

に
対

し
て

1
つ

だ
け

）
（
但

し
、

1
人

に
対

し
て

1
つ

だ
け

）

但
し

、
ひ

と
り

の
人

が
2
つ

以
上

に
あ

て
は

ま
る

場
合

は
い

ず
れ

か
ひ

と
つ

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

外
部

の
人

は
ま

っ
た

く
参

加
せ

ず
、

貴
団

体
の

職
員

だ
け

の
場

合
は

、
「
1
0
.」

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
地

域
の

文
化

団
体

の
代

表
者

等
2
.
地

域
の

社
会

教
育

団
体

の
代

表
者

等
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
ア

ー
テ

ィ
ス

ト
、

実
演

家
等

（
施

設
運

営
や

文
化

政
策

の
専

門
家

で
は

な
い

が
、

芸
術

文
化

に
詳

し
い

人
）

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
文

化
政

策
、

文
化

施
設

運
営

の
専

門
家

等
5
.
経

営
、

会
計

、
税

務
、

法
律

の
専

門
家

等
4
.

5
.

4
.

5
.

4
.

5
.

4
.

5
.

6
.
そ

の
他

の
分

野
の

専
門

家
、

学
識

経
験

者
等

7
.
議

員
6
.

7
.

6
.

7
.

6
.

7
.

6
.

7
.

8
.
一

般
市

民
9
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

8
.

8
.

8
.

8
.

外
部

の
人

は
参

加
し

て
い

な
い

9
.
（

）
9
.
（

）
9
.
（

）
9
.
（

）

公
募

の
選
定
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

1
0
.

応
募

要
項
や
「
業
務
の
基
準
」
等
に
お
け
る
提
示
事

項
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

1
0
.

1
0
.

1
0
.

1
0
.

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

5

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
4
）

選
定

プ
ロ

セ
ス

の
公

開
（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

選
定

プ
ロ

セ
ス

の
公

開
に

つ
い

て
、

あ
て

は
ま

る
も

の
を

す
べ

て
選

び
、

右
欄

の
番

号
に

○
印

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

「
1
.」

～
「
7
.」

の
い

ず
れ

も
行

っ
て

い
な

い
場

合
は

、
「
8
.」

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
選

定
委

員
会

（
審

査
会

）
等

の
傍

聴
を

す
べ

て
、

可
能

と
し

た
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
選

定
委

員
会

（
審

査
会

）
等

の
一

部
の

傍
聴

を
可

能
と

し
た

（
公

開
ヒ

ア
リ

ン
グ

な
ど

）
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
選

定
委

員
会

（
審

査
会

）
等

の
議

事
録

を
公

開
し

た
（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

そ
の

他
）

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
審

査
結

果
の

詳
細

（
採

点
結

果
、

審
査

委
員

名
、

講
評

等
）
を

公
開

し
た

（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

そ
の

他
）

4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
審

査
結

果
の

概
要

を
公

開
し

た
（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

そ
の

他
）

5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
応

募
団

体
名

（
共

同
事

業
体

の
場

合
は

構
成

団
体

名
も

）
を

す
べ

て
公

開
し

た
（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

そ
の

他
）

6
.

6
.

6
.

6
.

7
.
応

募
書

類
を

公
開

し
た

（
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

そ
の

他
）

7
.

7
.

7
.

7
.

8
.
「
1
.」

～
「
7
.」

の
い

ず
れ

も
行

っ
て

い
な

い
8
.

8
.

8
.

8
.

（
5
）

選
定

基
準

（
審

査
の

基
準

）
（
○

は
3
つ

ま
で

）
（
○

は
3
つ

ま
で

）
（
○

は
3
つ

ま
で

）
（
○

は
3
つ

ま
で

）
（
○

は
3
つ

ま
で

）

予
め

定
め

た
「
審

査
の

基
準

」
に

お
い

て
、

配
点

が
多

い
項

目
を

3
つ

ま
で

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

い
ず

れ
の

項
目

も
配

点
が

同
じ

場
合

は
「
9
.」

を
、

配
点

制
を

採
っ

て
い

な
い

場
合

は
「
1
0
.」

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
団

体
へ

の
信

頼
性

（
団

体
の

経
営

基
盤

等
の

安
定

性
、

過
去

の
実

績
、

管
理

運
営

の
遂

行
能

力
等

）
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
収

支
計

画
（
収

支
計

画
の

内
容

の
妥

当
性

等
）

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
施

設
維

持
管

理
計

画
（
人

員
の

妥
当

性
、

過
去

の
実

績
等

）
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
施

設
運

営
計

画
（
サ

ー
ビ

ス
向

上
を

図
る

上
で

の
提

案
、

実
行

性
等

）
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
事

業
の

提
案

（
提

案
内

容
、

実
行

性
、

過
去

の
実

績
等

）
6
.

6
.

6
.

6
.

7
.
総

合
評

価
7
.

7
.

7
.

7
.

8
.
そ

の
他

  
（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
8
.
（

）
8
.
（

）
8
.
（

）
8
.
（

）

9
.
配

点
は

、
各

項
目

と
も

同
じ

で
あ

る
9
.

9
.

9
.

9
.

ポ
イ

ン
ト

制
、

配
点

制
を

採
っ

て
い

な
い

。

Q
7
.

（
1
）

業
務

の
範

囲
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

当
該

施
設

に
お

い
て

指
定

管
理

者
が

行
う

「
業

務
の

範
囲

」
に

つ
い

て
、

い
ず

れ
か

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
に

関
す

る
す

べ
て

の
業

務
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
に

関
す

る
業

務
の

う
ち

の
一

部
（
い

わ
ゆ

る
上

下
分

離
な

ど
）

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
そ

の
他

　
（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
2
）

業
務

の
内

容
と

担
い

手
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

ず
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）

次
の

A
.～

D
.に

示
し

た
業

務
内

容
に

つ
い

て
、

そ
れ

ぞ
れ

次
の

3
つ

の
中

か
ら

あ
て

は
ま

る
番

号
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
. 
指

定
管

理
者

が
行

う
　

 　
　

　
2
. 
設

置
者

が
行

う
　

 　
　

　
3
. 
業

務
内

容
に

該
当

し
な

い

A
.

施
設

の
維

持
管

理
に

関
す

る
業

務
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）

B
.

施
設

の
貸

出
等

、
運

営
に

関
す

る
業

務
（
使

用
許

可
業

務
を

含
ま

な
い

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）

C
.

施
設

の
貸

出
に

お
け

る
、

使
用

許
可

業
務

C
.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）

D
.

公
演

・
展

覧
会

や
教

育
普

及
等

、
事

業
の

企
画

・
実

施
に

関
す

る
業

務
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）

指
定

管
理
の
内
容
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

1
0
.

指
定

管
理

料
の

見
積

も
り

金
額

（
収

支
計

画
の

収
入

か
ら

支
出

を
差

し
引

い
た

金
額

を
指

定
管

理
料

と
す

る
場

合
の

想
定

金
額

を
含

む
）

1
0
.

1
0
.

1
0
.

1
0
.

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

（
1
つ

、
2
つ

で
も

よ
い

）
（
1
つ

、
2
つ

で
も

よ
い

）
（
1
つ

、
2
つ

で
も

よ
い

）
（
1
つ

、
2
つ

で
も

よ
い

）



調
査

票
Ｂ

（
公

募
）
　

pa
ge

6

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
3
）

利
用

料
金

制
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

利
用

料
金

制
の

採
用

に
つ

い
て

、
あ

て
は

ま
る

も
の

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
従

前
か

ら
継

続
し

て
利

用
料

金
制

を
採

用
2
.
指

定
管

理
者

導
入

を
機

に
利

用
料

金
制

を
採

用
1
.

2
.

1
.

1
.

2
.

1
.

3
.
現

在
、

利
用

料
金

制
は

採
用

し
て

い
な

い
3
.

3
.

3
.

3
.

（
4
）

債
務

負
担

行
為

の
有

無
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定

期
間

が
年

度
を

ま
た

が
る

場
合

の
、

指
定

管
理

料
（
貴

団
体

か
ら

の
支

出
金

）
に

つ
い

て
伺

い
ま

す
。

次
年

度
以

降
の

支
払

い
金

額
の

取
り

決
め

に
つ

い
て

、
あ

て
は

ま
る

も
の

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

指
定

期
間

が
年

度
を

ま
た

が
ら

な
い

場
合

は
「
5
.」

を
、

指
定

管
理

料
（
支

出
金

）
を

支
払

わ
な

い
場

合
は

「
6
.」

を
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
指

定
管

理
料

の
す

べ
て

に
つ

い
て

、
債

務
負

担
行

為
を

行
っ

て
い

る
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
指

定
管

理
料

の
一

部
に

つ
い

て
、

債
務

負
担

行
為

を
行

っ
て

い
る

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
債

務
負

担
行

為
は

行
わ

ず
、

年
度

協
定

等
で

次
年

度
以

降
に

決
め

る
こ

と
に

な
っ

て
い

る
3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
特

に
取

り
決

め
て

い
な

い
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
指

定
期

間
は

年
度

を
ま

た
が

ら
な

い
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
設

置
者

か
ら

指
定

管
理

料
は

支
払

わ
な

い
6
.

6
.

6
.

6
.

（
5
）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
の

実
施

方
法

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
や

評
価

に
際

し
、

当
該

施
設

に
対

し
て

実
施

し
て

い
る

も
の

が
以

下
に

あ
れ

ば
、

す
べ

て
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

1
.
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
提

出
さ

れ
た

事
業

報
告

書
に

基
づ

い
て

実
施

す
る

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
定

期
的

に
現

地
に

赴
き

、
施

設
の

運
営

や
管

理
、

事
業

の
実

施
状

況
等

を
確

認
す

る
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
利

用
者

数
や

稼
働

率
等

の
指

標
を

定
め

て
、

内
部

評
価

を
実

施
す

る
よ

う
求

め
て

い
る

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
指

定
管

理
者

に
よ

る
内

部
評

価
と

は
別

に
、

設
置

者
と

し
て

の
評

価
基

準
を

定
め

て
い

る
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
評

価
機

関
と

し
て

、
外

部
の

専
門

家
が

参
加

す
る

第
三

者
機

関
を

設
置

し
て

い
る

5
.

5
.

5
.

5
.

（
6
）

協
定

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

指
定

管
理

者
と

交
わ

し
た

協
定

書
に

お
い

て
、

次
の

内
、

記
載

し
た

事
項

が
あ

れ
ば

、
す

べ
て

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

1
.
指

定
期

間
満

了
に

伴
う

業
務

の
引

継
ぎ

に
関

す
る

具
体

的
な

事
項

（
実

施
期

間
や

内
容

等
）

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
美

術
館

の
美

術
資

料
、

設
置

者
か

ら
貸

与
す

る
備

品
等

に
関

す
る

具
体

的
な

事
項

（
確

認
手

順
等

）
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
施

設
の

目
的

外
使

用
を

伴
う

、
指

定
管

理
者

の
自

主
的

な
事

業
等

に
関

す
る

取
り

決
め

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
事

由
に

よ
り

、
指

定
管

理
者

側
か

ら
の

指
定

の
取

り
消

し
の

申
し

出
を

可
能

と
す

る
事

項
4
.

4
.

4
.

4
.

（
7
）

協
定

内
容

の
変

更
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

こ
れ

ま
で

に
、

協
定

内
容

の
変

更
を

し
た

こ
と

が
あ

り
ま

す
か

。

1
.
あ

る
2
.
な

い
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
8
）

指
定

管
理

者
の

取
り

消
し

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

こ
れ

ま
で

に
、

指
定

管
理

者
の

指
定

を
取

り
消

し
、

又
は

業
務

の
停

止
を

行
っ

た
こ

と
が

あ
り

ま
す

か
。

1
.
あ

る
2
.
な

い
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）

（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
（
該

当
す

る
も

の
が

な
け

れ
ば

○
は

つ
け

な
い

）
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pa
ge
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★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
8
.

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

施
設

整
理

番
号

　
（
公

募
）

（
1
）

当
初

の
目

標
、

期
待

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該

施
設

に
お

い
て

指
定

管
理

者
を

指
定

す
る

に
際

し
、

当
初

に
期

待
し

た
効

果
や

、
目

標
と

し
て

設
定

し
た

事
項

は
あ

り
ま

し
た

か
。

次
の

中
に

あ
て

は
ま

る
も

の
が

あ
れ

ば
、

す
べ

て
選

ん
で

く
だ

さ
い

。

当
初

の
期

待
や

目
標

が
特

に
な

か
っ

た
施

設
は

、
「
7
.」

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

1
.
事

業
内

容
の

充
実

2
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
管

理
運

営
経

費
の

削
減

4
.
よ

り
市

民
に

開
か

れ
た

運
営

の
推

進
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
地

域
の

文
化

振
興

へ
の

貢
献

強
化

5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

7
.
当

初
の

期
待

や
目

標
は

特
に

な
い

7
.

7
.

7
.

7
.

（
2
）

導
入

効
果

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該

施
設

に
お

い
て

、
現

在
ま

で
の

と
こ

ろ
、

指
定

管
理

者
制

度
の

導
入

効
果

が
あ

っ
た

と
目

さ
れ

る
事

項
は

あ
り

ま
す

か
。

次
の

中
に

該
当

す
る

事
項

が
あ

れ
ば

、
す

べ
て

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

現
在

ま
で

の
と

こ
ろ

、
導

入
効

果
が

特
に

な
い

と
目

さ
れ

る
施

設
は

、
「
1
7
.」

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

1
.
事

業
内

容
の

充
実

（
鑑

賞
事

業
の

質
量

充
実

）
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
事

業
内

容
の

充
実

（
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
活

動
の

充
実

）
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
新

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
）

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
利

用
料

金
の

値
下

げ
）

4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
接

遇
レ

ベ
ル

の
向

上
）

5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
利

用
時

間
等

利
便

性
の

向
上

）
6
.

6
.

6
.

6
.

7
.
広

報
、

販
売

促
進

活
動

の
強

化
7
.

7
.

7
.

7
.

8
.
管

理
運

営
経

費
の

削
減

8
.

8
.

8
.

8
.

9
.
収

益
性

の
向

上
9
.

9
.

9
.

9
.

当
該

施
設

の
利

活
用

推
進

（
稼

働
率

の
向

上
）

よ
り

市
民

に
開

か
れ

た
運

営
の

推
進

地
域

の
文

化
振

興
へ

の
貢

献
強

化

地
域

経
済

へ
の

波
及

効
果

施
設

の
設

置
目

的
や

ミ
ッ

シ
ョ

ン
の

再
確

認
（
見

直
し

）

文
化

振
興

等
を

担
う

公
益

法
人

の
役

割
や

位
置

づ
け

、
あ

り
方

の
見

直
し

そ
の

他
（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
（

）
（

）
（

）
（

）

現
在

ま
で

の
と

こ
ろ

、
導

入
効

果
は

特
に

な
い

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
2
.

1
0
.

1
1
.

1
0
.

1
1
.

指
定

管
理
者
制
度
の
導
入
効
果
等
に
つ
い
て
伺
い
ま

す
。

1
3
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

1
7
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

1
7
.

1
7
.

1
7
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
3
.

1
6
.

1
7
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
5
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）



調
査

票
Ｃ

（
非

公
募

）
　

pa
ge

1

★
施

設
整

理
番

号
は

、
記

入
す

る
す

べ
て

の
公

募
指

定
管

理
施

設
に

対
し

て
、

１
、

２
、

・
・
と

、
通

番
で

記
入

。

Q
1
.

施
設

整
理

番
号

　
（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）

（
1
）

施
設

名
称

（
正

式
名

称
、

愛
称

）

公
募
等
に
よ
ら
ず
に
指
定
管
理
者
を
選
定
し
た
施
設
の
正
式
名
称

（
設
置
条
例
に
記
載
さ
れ
た
名
称
）
を
、

右
欄
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
愛
称
等
が
あ
る
場
合
に
は
、
右
欄
下
の
（
　
　
）
内
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
）

（
）

（
）

（
）

（
2
）

施
設

内
容

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

施
設
内

容
（
「
基
本
調
査
票
」
に
示

し
た
区
分
）
を
次

の
中
か
ら
選
び
、
右
欄
の
該
当
す
る
番
号
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

1
.
ホ

ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ

ー
ル

機
能

を
有

す
る

そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美

術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
文

化
施

設
等

だ
け

の
複

合
施

設
6
.
そ

の
他

の
施

設
と

の
複

合
施

設
5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

（
3
）

複
合

施
設

の
施

設
内

容
（
上

の
(2
)で

「
5
.」
ま
た
は
「
6
.」
の
施

設
に
つ

い
て
）

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

複
合

施
設

の
主

た
る
施

設
内

容
を
次

の
中

か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。
（
複

数
あ
る
場

合
は
あ
て
は
ま
る
も
の
す

べ
て
を
選

ぶ
）

1
.
ホ

ー
ル

専
用

施
設

2
.
ホ

ー
ル

機
能

を
有

す
る

そ
の

他
の

施
設

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
美

術
館

4
.
練

習
場

・
創

作
工

房
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

（
4
）

オ
ー

プ
ン

年
月

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

施
設
が
開
館
し
た
年
月
を
、
西
暦
で
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
　

月
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
月

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

　
　

月
　

　
　

　
　

　
年

　
　

　
　

　
月

（
5
）

P
F
Iの

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

P
F
I事

業
に
よ
り
建

設
さ
れ
た
施

設
か
否

か
を
お

答
え
く
だ
さ
い
。

1
.
P

F
I事

業
に

よ
り

建
設

・
運

営
さ

れ
て

い
る

2
.
P

F
I事

業
に

よ
る

も
の

で
は

な
い

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
6
）

従
前

の
管

理
運

営
形

態
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定

管
理

者
制

度
を
導

入
す

る
前

の
、
従

前
の
管

理
運

営
形

態
を
次

の
中

か
ら
選

ん
で
く
だ
さ
い
。

管
理
委
託
の
場
合
は
従
前
の
委
託
先
名
称
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

1
.
新

設
施

設
で

あ
る

2
.
直

営
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
管

理
委

託
制

度
　
⇒
「
3
.」
は
従

前
の
管

理
委

託
先

名
称

を
（
　
　
）
内

に
ご
記

入
く
だ
さ
い

3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
7
）

今
後

の
管

理
運

営
の

予
定

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

当
該
施
設
の
管
理
運
営
形
態
に
つ
い
て
、
今
後
（
概
ね
5
年
間
程
度
）
の
ご
予
定
を
お
答
え
く
だ
さ
い
。

1
.
直

営
と

す
る

2
.
指

定
管

理
者

（
公

募
を

実
施

す
る

）
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
指

定
管

理
者

（
公

募
は

実
施

し
な

い
）

4
.
指

定
管

理
者

（
選

定
方

法
は

未
定

）
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
指

定
管

理
者

か
直

営
か

を
、

今
後

、
検

討
す

る
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

〔
調

査
票

Ｃ
　

ご
記

入
上

の
注

意
〕

■
「
基
本
調
査
票
」
Q
1
(2
)-
C
で
お
答
え
に
な
っ
た
施
設
（
公
募
等
に
よ
ら
な
い
指
定
管
理
）
に
つ
い
て
、
施
設
ご
と
に
お
答
え
く
だ
さ
い
。

■
各

頁
と
も
、
左

側
の
質

問
や

選
択

肢
を
見

な
が
ら
、
右

側
に
、
施

設
ご
と
に
、
回

答
だ
け
を
ご
記

入
い
た
だ
く
よ
う
に
な
っ
て
い
ま
す

。
■
本
用
紙
に
は
、
４
施
設
ま
で
の
ご
回
答
を
記
入
い
た
だ
け
ま
す
。
「
施
設
整
理
番
号
」
欄
に
は
、
調
査
管
理
の
都
合
上
、
１
、
２
、
・
・
と
、

　
施
設
の
数
だ
け
、
通
番
で
、
整
理
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
各
頁
の
右
上
に
団
体
名
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

■
該
当
す
る
施
設
が
５
つ
以
上
あ
る
場
合
は
、
お
手
数
で
す
が
、
コ
ピ
ー
す
る
か
、
問
い
合
わ
せ
W
eb
サ
イ
ト
か
ら
フ
ァ
イ
ル
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
て
印
刷
し
、

　
「
調
査
票
Ｃ
」
の
す
べ
て
の
頁
を
追
加
し
て
ご
対
応
下
さ
い
。
追
加
分
の
整
理
番
号
は
、
５
、
６
、
・
・
、
と
な
り
ま
す
。
追
加
頁
に
も
右
上
欄
の
団
体
名
を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

基
本

調
査
票
の
Q
1
(
2
)
-
C
で
ご
記
入
の
施
設
に
つ
い
て
、
概
要
を
伺
い
ま
す
。

調
査
票
Ｃ

公
募

等
に

よ
ら

ず
に

指
定

管
理

者
を

選
定

し
た

「
文

化
施

設
等

」
を

有
す

る
団

体
の

方
に

ご
記

入
い

た
だ

き
ま

す

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

該
当

す
る

施
設

が
５

つ
以

上
あ

る
場

合
は

、
用

紙
を

追
加

し
て

、
５

、
６

、
・
・
。

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

「
1
.」
～

「
4
.」
の
施

設
に

つ
い
て
は
(4
)へ

「
5
.」
「
6
.」
の
施
設
に

つ
い
て
は
(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

(4
)へ

(3
)へ

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称

従
前

の
管

理
委

託
先

名
称



調
査

票
Ｃ

（
非

公
募

）
　

pa
ge

2

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
2
.

施
設

整
理

番
号

　
（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）

（
1
）

指
定

日
、

管
理

開
始

日
、

指
定

期
間

指
定
管
理
者
の
指
定
日
、
管
理
開
始
日
、
お
よ
び
期
間
を
、
施
設
ご
と
に
右
欄
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

（
西

暦
で
）

1
.
指

定
管

理
者

の
指

定
を

し
た

日
　
（
西

暦
で
）

1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
1
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

2
.
指

定
管

理
者

が
管

理
を

開
始

し
た

日
　
（
西

暦
で
）

2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日
2
.
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

3
.
指

定
期

間
（
指
定
期
間
は
、
年
単
位
と
し
、
1
年
未
満
の
期
間
は
切
り
上
げ
て
記
入
し
て
く
だ
さ
い
）

3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間
3
.
（
　

　
　

　
）
年

間

（
2
）

指
定

管
理

者
の

名
称

指
定
管
理
者
の
正
式
な
団
体
名
称
（
議
決
さ
れ
た
指
定
議
案
に
記
載
の
名
称
）
を
〔
　
〕
内
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

（
3
）

指
定

管
理

者
の

団
体

種
別

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定

管
理

者
の
団

体
種

別
を
次

の
「
1
.」
～

「
7
.」
の
中

か
ら
中
か
ら
選

ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
株

式
会

社
・
有

限
会

社
な

ど
（
営

利
法

人
）

2
.
財

団
法

人
・
社

団
法

人
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.

4
.

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

3
.

4
.

(4
)へ

5
.

6
.
そ

の
他

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

7
.
上

記
の

団
体

に
よ

る
共

同
事

業
体

（
J
V

）
等

の
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

7
.

(6
)へ

上
の

(3
)で

、
「
1
.」

～
「
6
.」

を
選

ん
だ

施
設

の
指

定
管

理
者

に
つ

い
て

伺
い

ま
す

。

（
4
）

貴
団

体
と

の
関

連
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

現
在
の
指
定
管
理
者
は
、
貴
団
体
が
出
資
等
を
し
た
団
体
で
す
か
。
い
ず
れ
か
の
番
号
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
貴

団
体

が
出

資
等

を
し

た
団

体
で

あ
る

2
.
「
1
.」

以
外

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
5
）

当
該

施
設

の
従

前
の

管
理

委
託

先
等

と
の

関
係

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

現
在
の
指
定
管
理
者
は
、
従
前

の
管

理
委

託
先

、
ま
た
は
業

務
委

託
先

で
す

か
。
い
ず
れ
か
の
番
号
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
当

該
施

設
の

従
前

の
管

理
委

託
先

と
同

一
の

団
体

で
あ

る
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
現

在
の

指
定

管
理

者
は

、
当

該
施

設
で

従
前

に
一

部
の

業
務

を
委

託
さ

れ
て

い
た

団
体

で
あ

る
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
「
1
.」

「
2
.」

の
い

ず
れ

で
も

な
い

（
従

前
に

管
理

委
託

制
度

で
は

な
か

っ
た

、
業

務
委

託
先

は
な

か
っ

た
場

合
も

含
む

）
3
.

3
.

3
.

3
.

上
の

(3
)で

、
「
7
.」

を
選

ん
だ

施
設

の
指

定
管

理
者

（
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

）
に

つ
い

て
伺

い
ま

す
。

Ａ
(

)
Ａ

(
)

Ａ
(

)
Ａ

(
)

（
6
）

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
の

代
表

、
お

よ
び

構
成

団
体

現
在
の
指
定
管
理
者
で
あ
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の

代
表

団
体

名
称

を
Ａ

の
（
　

）
内

に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

ま
た
、

代
表

団
体

以
外

の
構

成
団

体
名

称
を

す
べ

て
、

Ｂ
～

Ｄ
の

（
　

）
内

に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

Ｃ
(

)
Ｃ

(
)

Ｃ
(

)
Ｃ

(
)

（
代
表
以
外
の
構
成
団
体
が
4
団
体
以
上
あ
る
場
合
は
、
「
Ｅ
」
以
降
の
記
号
を
付
し
て
、
欄
外
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
）

Ｄ
(

)
Ｄ

(
)

Ｄ
(

)
Ｄ

(
)

（
7
）

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
構

成
各

団
体

の
団

体
種

別

上
記
(6
)で

ご
記
入
の
各
団
体
の
種
別
を
各
々
次
の
「
1
.」
～

「
6
.」
の
中
か
ら
選
び
、
右
欄
の
（
　
）
内

に
該
当
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
(

)
Ａ

(
)

Ａ
(

)
Ａ

(
)

1
.

2
.
財

団
法

人
・
社

団
法

人
3
.

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

Ｂ
(

)
Ｂ

(
)

4
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
8
）

貴
団

体
と

の
関

連
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

上
記
(6
)で

ご
記
入
の
団
体
の
中
に
、
貴
団
体
が
出
資
等
を
し
た
団
体
は
あ
り
ま
す
か
。
い
ず
れ
か
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
貴

団
体

が
出

資
等

を
し

た
団

体
が

あ
る
　
⇒

あ
て
は
ま
る
団

体
を
Ａ
～

Ｄ
の
記

号
で
（
　
）
に
記

入
2
.
な

い
1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

1
.
（

）
2
.

（
9
）

当
該

施
設

の
従

前
の

管
理

委
託

先
、

業
務

委
託

先
と

の
関

係

上
記
(6
)で

ご
記
入
の
団
体
の
中
に
、
次

に
あ
て
は
ま
る
団
体
が
あ
れ
ば
、
Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
（
　
）
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

ア
.
当

該
施

設
の

従
前

の
管

理
委

託
先

と
同

一
の

団
体

ア
. （

）
ア

. （
）

ア
. （

）
ア

. （
）

イ
.

当
該

施
設

で
、

従
前

に
一

部
の

業
務

を
委

託
さ

れ
て

い
た

団
体

イ
.
（

）
イ

.
（

）
イ

.
（

）
イ

.
（

）

指
定

管
理
者
の
概
要
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

株
式

会
社

・
有

限
会

社
な

ど
（
営

利
法

人
）

公
共

団
体

（
地

方
公

共
団

体
、

公
共

組
合

な
ど

）

N
P

O
法

人
（
特

定
非

営
利

活
動

法
人

）

公
共

的
団

体
（
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

町
内

会
な

ど
）

N
P

O
法

人
（
特

定
非

営
利

活
動

法
人

）
公

共
団

体
（
地

方
公

共
団

体
、

公
共

組
合

な
ど

）

公
共

的
団

体
（
社

会
福

祉
法

人
、

商
工

会
、

自
治

会
な

ど
）

Ｃ Ｄ
Ｃ Ｄ

( (
Ｃ Ｄ

( (
) )

( (
) )

( (
) )

Ｃ Ｄ
) )

そ の 他代 表
代 表

代 表
代 表

そ の 他

そ の 他

そ の 他

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

回
答
の
記
入
は

右
欄
へ

代 表 そ の 他

そ
れ
ぞ
れ
に
、

1
～
6
の
数
字
を
記
入

代 表 そ の 他

そ
れ
ぞ
れ
に
、

1
～

6
の
数
字
を
記
入

代 表 そ の 他

そ
れ
ぞ
れ
に
、

1
～

6
の
数
字
を
記
入

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

「
1
.」
～

「
6
.」
の

施
設

に
つ

い
て

は
(4
)へ

「
7
.」
の
施
設
に
つ
い
て
は
(6
)へ

★
い
ず

れ
も
、
あ
て
は
ま
る
団

体
が
な
け
れ
ば

　
空
欄
の
ま
ま
で
結
構
で
す
。

複
数
あ
れ
ば
い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

あ
て
は
ま
る
団
体
が
な
け
れ
ば
　
空
欄

複
数
あ
れ
ば
い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

複
数
あ
れ
ば
い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

あ
て
は
ま
る
団
体
が
な
け
れ
ば

　
空
欄

複
数
あ
れ
ば
い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

複
数
あ
れ
ば

い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

あ
て
は
ま
る
団
体
が
な
け
れ
ば

　
空
欄

複
数
あ
れ
ば

い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

複
数
あ
れ
ば

い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

あ
て
は
ま
る
団
体
が
な
け
れ
ば

　
空
欄

複
数
あ
れ
ば

い
く
つ
で
も

Ａ
～
Ｄ
の
記
号
を
記
入

代 表 そ の 他

そ
れ
ぞ
れ
に
、

1
～

6
の
数
字
を
記
入



調
査

票
Ｃ

（
非

公
募

）
　

pa
ge

3

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

Q
3
.

施
設

整
理

番
号

　
（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）

（
1
）

指
定

管
理

者
制

度
導

入
に

際
す

る
事

前
準

備
等

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該

施
設

に
指

定
管

理
者

制
度

を
導

入
す

る
に
際

し
、
事

前
に
、
次

の
よ
う
な
こ
と
を
実

施
し
ま
し
た
か
。

利
用
者
や
地
域
住
民
、
一
般
市
民
等
に
対
し
て
事
前
に
行
っ
た
こ
と
が
あ
れ
ば
、
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

を
調

査
し

た
2
.
利

用
者

や
市

民
へ

の
説

明
会

を
開

催
し

た
3
.

3
.

3
.

3
.

3
.
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
募

っ
た

4
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）
4
.
（

）

（
2
）

公
募

等
の

実
施

の
有

無
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

随
意
指
定
に
至
る
ま
で
の
間
に
、
指
定
管
理
者
の
公
募
等
を
行
っ
た
経
緯
は
あ
り
ま
し
た
か
。

1
.
公

募
等

を
行

っ
た

が
選

定
に

至
ら

な
か

っ
た

経
緯

が
あ

る
1
.

1
.

1
.

1
.

（
応

募
が

な
か

っ
た

／
選

定
基

準
を

満
た

す
応

募
者

が
な

か
っ

た
／

議
決

に
至

ら
な

か
っ

た
、

等
）

2
.
公

募
等

は
行

わ
ず

、
特

定
の

団
体

を
随

意
指

定
し

た
2
.

2
.

2
.

2
.

（
3
）

公
募

等
を

行
わ

な
い

理
由

（
上

の
(2
)で

「
2
.」
の
施

設
に
つ

い
て
）

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

指
定
管
理
者
の
公
募
等
を
行
わ
な
か
っ
た
理
由
を
、
次

の
中
か
ら
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
公

募
の

手
続

き
を

す
る

時
間

的
余

裕
が

な
か

っ
た

2
.
指

定
団

体
の

他
に

指
定

管
理

者
の

担
い

手
が

な
い

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
指

定
団

体
で

あ
れ

ば
最

も
文

化
施

策
が

う
ま

く
い

く
4
.
指

定
団

体
で

あ
れ

ば
最

も
施

設
管

理
が

う
ま

く
い

く
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
公

募
に

よ
る

指
定

管
理

本
格

導
入

を
見

据
え

た
暫

定
措

置
と

し
て

随
意

指
定

と
し

た
5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

Q
4
.

（
1
）

業
務

の
範

囲
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

当
該
施
設
に
お
い
て
指
定
管
理
者
が
行
う
「
業
務
の
範
囲
」
に
つ
い
て
、
い
ず
れ
か
を
選

ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
に

関
す

る
す

べ
て

の
業

務
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
施

設
の

管
理

・
運

営
や

事
業

の
実

施
に

関
す

る
業

務
の

う
ち

の
一

部
（
い

わ
ゆ

る
上

下
分

離
な

ど
）

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
そ

の
他

　
（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）
3
.
（

）

（
2
）

業
務

の
内

容
と

担
い

手
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

ず
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）
（
○

は
そ

れ
ぞ

れ
ひ

と
つ

）

次
の
A
.～

D
.に

示
し
た
業
務
内
容
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
3
つ
の
中
か
ら
あ
て
は
ま
る
番
号
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
. 
指

定
管

理
者

が
行

う
　

 　
　

　
2
. 
設

置
者

が
行

う
　

 　
　

　
3
. 
業

務
内

容
に

該
当

し
な

い

A
.

施
設

の
維

持
管

理
に

関
す

る
業

務
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）
A

.
（

1
.

2
.

3
.

）

B
.

施
設

の
貸

出
等

、
運

営
に

関
す

る
業

務
（
使

用
許

可
業

務
を

含
ま

な
い

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）
B

.
（

1
.

2
.

3
.

）

C
.

施
設

の
貸

出
に

お
け

る
、

使
用

許
可

業
務

C
.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）
C

.
（

1
.

2
.

3
.

）

D
.

公
演

・
展

覧
会

や
教

育
普

及
等

、
事

業
の

企
画

・
実

施
に

関
す

る
業

務
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）
D

.
（

1
.

2
.

3
.

）

（
3
）

利
用

料
金

制
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

利
用
料
金
制
の
採
用
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
従

前
か

ら
継

続
し

て
利

用
料

金
制

を
採

用
2
.
指

定
管

理
者

導
入

を
機

に
利

用
料

金
制

を
採

用
1
.

2
.

1
.

1
.

2
.

1
.

3
.
現

在
、

利
用

料
金

制
は

採
用

し
て

い
な

い
3
.

3
.

3
.

3
.

（
4
）

債
務

負
担

行
為

の
有

無
（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

指
定
期

間
が
年
度
を
ま
た
が
る
場
合

の
、
指

定
管

理
料

（
貴

団
体

か
ら
の
支

出
金

）
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

次
年
度
以
降
の
支
払
い
金
額
の
取
り
決
め
に
つ
い
て
、
あ
て
は
ま
る
も
の
を
選

ん
で
く
だ
さ
い
。

指
定

期
間

が
年

度
を
ま
た
が
ら
な
い
場

合
は
「
5
.」
を
、
指

定
管

理
料

（
支

出
金

）
を
支

払
わ
な
い
場

合
は
「
6
.」
を
選

ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
指

定
管

理
料

の
す

べ
て

に
つ

い
て

、
債

務
負

担
行

為
を

行
っ

て
い

る
1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
指

定
管

理
料

の
一

部
に

つ
い

て
、

債
務

負
担

行
為

を
行

っ
て

い
る

2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
債

務
負

担
行

為
は

行
わ

ず
、

年
度

協
定

等
で

次
年

度
以

降
に

決
め

る
こ

と
に

な
っ

て
い

る
3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
特

に
取

り
決

め
て

い
な

い
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
指

定
期

間
は

年
度

を
ま

た
が

ら
な

い
6
.
設

置
者

か
ら

指
定

管
理

料
は

支
払

わ
な

い
5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

指
定

管
理
の
内
容
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

指
定

管
理
者
の
選
定
に
至
る
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
伺

い
ま
す
。

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

「
2
.」
の
施
設
に
つ
い
て
は
(3
)へ

(3
)へ

Q
4
.へ

「
1
.」
の
施
設
に
つ
い
て
は
Q
4
.へ

(3
)へ

Q
4
.へ

(3
)へ

Q
4
.へ

(3
)へ

Q
4
.へ

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）



調
査

票
Ｃ

（
非

公
募

）
　

pa
ge

4

★
前

ペ
ー

ジ
で

ご
記

入
の

通
番

と
同

じ
施

設
整

理
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

施
設

整
理

番
号

　
（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）
施

設
整

理
番

号
　

（
非

公
募

）

（
5
）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

・
評

価
の

実
施

方
法

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
評
価
に
際
し
、
当
該
施
設
に
対
し
て
実
施
し
て
い
る
も
の
が
以
下
に
あ
れ
ば
、
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
提

出
さ

れ
た

事
業

報
告

書
に

基
づ

い
て

実
施

す
る

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
は

、
定

期
的

に
現

地
に

赴
き

、
施

設
の

運
営

や
管

理
、

事
業

の
実

施
状

況
等

を
確

認
す

る
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
利

用
者

数
や

稼
働

率
等

の
指

標
を

定
め

て
、

内
部

評
価

を
実

施
す

る
よ

う
求

め
て

い
る

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
指

定
管

理
者

に
よ

る
内

部
評

価
と

は
別

に
、

設
置

者
と

し
て

の
評

価
基

準
を

定
め

て
い

る
4
.

4
.

4
.

4
.

5
.
評

価
機

関
と

し
て

、
外

部
の

専
門

家
が

参
加

す
る

第
三

者
機

関
を

設
置

し
て

い
る

5
.

5
.

5
.

5
.

（
6
）

協
定

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

指
定
管
理
者
と
交
わ
し
た
協
定
書
に
お
い
て
、
次
の
内
、
記
載
し
た
事
項
が
あ
れ
ば
、
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

1
.
指

定
期

間
満

了
に

伴
う

業
務

の
引

継
ぎ

に
関

す
る

具
体

的
な

事
項

（
実

施
期

間
や

内
容

等
）

1
.

1
.

1
.

1
.

2
.
美

術
館

の
美

術
資

料
、

設
置

者
か

ら
貸

与
す

る
備

品
等

に
関

す
る

具
体

的
な

事
項

（
確

認
手

順
等

）
2
.

2
.

2
.

2
.

3
.
施

設
の

目
的

外
使

用
を

伴
う

、
指

定
管

理
者

の
自

主
的

な
事

業
等

に
関

す
る

取
り

決
め

3
.

3
.

3
.

3
.

4
.
事

由
に

よ
り

、
指

定
管

理
者

側
か

ら
の

指
定

の
取

り
消

し
の

申
し

出
を

可
能

と
す

る
事

項
4
.

4
.

4
.

4
.

（
7
）

協
定

内
容

の
変

更
の

有
無

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

こ
れ
ま
で
に
、
協

定
内

容
の
変

更
を
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す

か
。

1
.
あ

る
2
.
な

い
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

（
8
）

指
定

管
理

者
の

取
り

消
し

（
○

は
ひ

と
つ

だ
け

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）
（
○

は
ひ

と
つ

）

こ
れ
ま
で
に
、
指

定
管

理
者

の
指

定
を
取

り
消

し
、
又
は
業

務
の
停

止
を
行

っ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す

か
。

1
.
あ

る
2
.
な

い
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

Q
5
.

（
1
）

当
初

の
目

標
、

期
待

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該
施
設
に
お
い
て
指
定
管
理
者
を
指
定
す
る
に
際
し
、
当
初
に
期
待
し
た
効
果
や
、
目
標
と
し
て
設
定
し
た

事
項
は
あ
り
ま
し
た
か
。
次
の
中
に
あ
て
は
ま
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

当
初
の
期
待
や
目
標
が
特
に
な
か
っ
た
施
設
は
、
「
7
.」
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

1
.
事

業
内

容
の

充
実

2
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
管

理
運

営
経

費
の

削
減

4
.
よ

り
市

民
に

開
か

れ
た

運
営

の
推

進
3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
地

域
の

文
化

振
興

へ
の

貢
献

強
化

5
.

5
.

5
.

5
.

6
.
そ

の
他

（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）
6
.
（

）

7
.
当

初
の

期
待

や
目

標
は

特
に

な
い

7
.

7
.

7
.

7
.

（
2
）

導
入

効
果

（
○

は
あ

て
は

ま
る

も
の

に
す

べ
て

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）
（
○

は
い

く
つ

で
も

）

当
該
施

設
に
お
い
て
、
現
在
ま
で
の
と
こ
ろ
、
指

定
管

理
者

制
度

の
導

入
効

果
が
あ
っ
た
と
目
さ
れ
る
事
項
は
あ
り
ま
す
か
。

次
の
中
に
該
当
す
る
事
項
が
あ
れ
ば
、
す
べ
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

現
在

ま
で
の
と
こ
ろ
、
導

入
効

果
が
特

に
な
い
と
目

さ
れ
る
施

設
は
、
「
1
7
.」
に
○

印
を
つ

け
て
く
だ
さ
い
。

1
.
事

業
内

容
の

充
実

（
鑑

賞
事

業
の

質
量

充
実

）
2
.
事

業
内

容
の

充
実

（
ア

ウ
ト

リ
ー

チ
活

動
の

充
実

）
1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

1
.

2
.

3
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
新

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
）

4
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
利

用
料

金
の

値
下

げ
）

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

3
.

4
.

5
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
接

遇
レ

ベ
ル

の
向

上
）

6
.
サ

ー
ビ

ス
向

上
（
利

用
時

間
等

利
便

性
の

向
上

）
5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

5
.

6
.

7
.
広

報
、

販
売

促
進

活
動

の
強

化
8
.
管

理
運

営
経

費
の

削
減

7
.

8
.

7
.

8
.

7
.

8
.

7
.

8
.

9
.
収

益
性

の
向

上
当

該
施

設
の

利
活

用
推

進
（
稼

働
率

の
向

上
）

9
.

9
.

9
.

9
.

よ
り

市
民

に
開

か
れ

た
運

営
の

推
進

地
域

の
文

化
振

興
へ

の
貢

献
強

化

地
域

経
済

へ
の

波
及

効
果

施
設

の
設

置
目

的
や

ミ
ッ

シ
ョ

ン
の

再
確

認
（
見

直
し

）

文
化

振
興

等
を

担
う

公
益

法
人

の
役

割
や

位
置

づ
け

、
あ

り
方

の
見

直
し

そ
の

他
（
具

体
的

に
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
（

）
（

）
（

）
（

）

現
在

ま
で

の
と

こ
ろ

、
導

入
効

果
は

特
に

な
い

指
定

管
理
者
制
度
の
導
入
効
果
等
に
つ
い
て
伺
い
ま

す
。

1
5
.

1
1
.

1
3
.

1
6
.

1
7
.

1
1
.

1
3
.

1
5
.

1
0
.

1
2
.

1
4
.

1
1
.

1
6
.

1
7
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

1
7
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
0
.

1
1
.

1
2
.

1
3
.

1
4
.

1
7
.

1
0
.

1
2
.

1
4
.

1
5
.

1
6
.

1
7
.

1
5
.

1
6
.

1
0
.

団
体

名
(ご

記
入

く
だ

さ
い

）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）

（
該

当
す

る
も
の
が
な
け
れ
ば

○
は
つ

け
な
い
）



調
査
票
Ｄ

（
施
設
有
団
体
す
べ
て
）
　

pa
ge
1

最
後

に
、

貴
団

体
の

「
文

化
施

設
等

」
へ

の
指

定
管

理
者

制
度

の
導

入
に

関
し

て
伺

い
ま

す
。

（
1
）
貴

団
体

の
「
文

化
施

設
等

」
で
、
指

定
管

理
者

制
度

を
導

入
ま
た
は

検
討

し
た
結

果
、
課

題
と
思

わ
れ

る
事

項
は

あ
り
ま
し
た
か

。
（
2
）
そ
の

他
、
貴

団
体

に
お
い
て
文

化
政

策
を
推

進
す
る
上

で
、
指

定
管

理
者

制
度

全
般

に
関

し
て
ご
意

見
等

が
あ
れ

ば
、

次
の
中
に
あ
て
は
ま
る
事
項
が
あ
れ
ば
、
い
く
つ
で
も
番
号
に
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

ご
記

入
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
課
題
と
な
る
点
や
対
応
策
等
に
つ
い
て
お
考
え
の
こ
と
が
あ
れ
ば
、
下
欄
に
具
体
的
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

（
指

定
管

理
者

制
度

に
関

し
て
特
に
検

討
し
て
い
な
い
場

合
は
「
3
4
.」
、
検

討
し
た
が
課

題
と
な
る
事

項
が
特

に
な
い
場

合
は
「
3
5
.」
に
○

印
を
つ

け
て
く
だ
さ
い
。
）

（
○
は
い
く
つ
で
も
）

＜
Ａ
.指

定
管

理
者

の
選

定
に
係
る
事
項
＞

＜
Ｄ
.施

設
管
理
や
事
業
運
営
に
係
る
事
項
＞

1
.
指

定
管

理
者

の
選

定
（
全

般
）

2
1
.
地

域
の

文
化

団
体

等
と
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

継
承

2
.
指

定
管
理
者
の
公
募
（
全
般
）

2
2
.
施
設
の
管
理

・
運
営
や
事
業
の
実
施
の
一
部
が
指
定
管
理
と
な
る
場
合
の

3
.
指

定
管
理
者
の
公
募
（
選
定
基
準
）

関
係
者
間
の

連
携

4
.
指

定
管
理
者
の
公
募
（
審
査
員
の
選
定
）

2
3
.
施
設
と
し
て
の
事
業
の
継
承

5
.
指
定
管
理
者
の
公
募
（
選
定
プ
ロ
セ
ス
の
公
開
）

2
4
.
事
業
の
準
備
期
間
の
確
保
や
移
行
期
間
に
お
け
る
事
業
展
開

6
.
指

定
管

理
者

の
公

募
（
候

補
団

体
の

確
保

）
2
5
.
教

育
普

及
事

業
の

実
施

（
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
講

座
な
ど
）

7
.
指

定
管

理
の

内
容

等
（
指

定
期

間
）

2
6
.
貸

し
館

利
用

の
あ
り
方

（
減

免
、
優

先
利

用
等

と
の

関
係

）

8
.
指

定
管
理
の
内
容
等
（
指
定
管
理
料
）

2
7
.
専
門
人
材
の

育
成

9
.
指

定
管
理
の
内
容
等
（
業
務
の
範
囲
や
内
容
）

2
8
.
施
設
管
理
に
お
け
る
安
全
性
の
確
保

1
0
.
そ
の

他
2
9
.
そ
の
他

＜
Ｂ
.指

定
管

理
者

導
入

後
の
事
項
＞

＜
Ｅ
.指

定
管
理
者
導
入
に
よ
る
影
響
等
に
係
る
事
項
＞

1
1
.
指

定
管
理
者
の
実
績
評
価
の
あ
り
方

3
0
.
既
存
財
団
と
の
関
係

1
2
.
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
方
法

3
1
.
市
民
と
の
関
係

1
3
.
指

定
管
理
者
の
引
継
ぎ

3
2
.
議
会
と
の
関

係

1
4
.
そ
の
他

3
3
.
そ
の
他

＜
Ｃ
.設

置
主

体
に
係

る
事

項
＞

＜
Ｆ
.そ

の
他

＞

1
5
.
指

定
管
理
者
選
定
に
係
る
事
務

3
4
.
指
定
管
理
者
制
度
に
関
す
る
検
討
は
行
っ
て
い
な
い

1
6
.
指
定
管
理
者
の
変
更
に
伴
う
引
継
ぎ
に
係
る
事
務

3
5
.
課
題
は
特
に
な
い

1
7
.
施
設
に
付
随
す
る
資
産
や
備
品
の
管
理
に
係
る
事
務

1
8
.
施

設
の
長
期
（
大

規
模
）
修
繕
計
画
の
見
直
し

1
9
.
文

化
政
策
と
の

関
係

2
0
.
そ
の
他

★
上
記
で
選
ん
だ
事
項
に
つ
い
て
、
課
題
と
な
る
点
や
対
応
策
、
そ
の
他
ご
検
討
内
容
な
ど
が
あ
れ
ば
、
具
体
的
に
ご
記
入
下
さ
い
。

調
査
票
Ｄ

Q
1
.

　
管
理
運
営
形
態
を
問
わ
ず
、
「
文
化
施
設
等
」
を
有
す
る
団
体
の
方
す
べ
て
に
ご
記
入
い
た
だ
き
ま
す

団
体
名

(ご
記
入
く
だ
さ
い
）



■集計表

基本調査票（地方公共団体）

Ｑ１（１）文化施設の有無
   調査数　　ある　　　　ない　　　　  無回答

1832 1572 237 23
 100.0 85.8 12.9 1.3

1823 1563 237 23
 100.0 85.7 13.0 1.3

9 9 0 0
 100.0 100.0 0.0 0.0

Ｑ１（２）Ａ直営で管理している施設の有無　
   調査数　　ある　　　　ない　　　　  無回答

1572 1327 112 133
 100.0 84.4 7.1 8.5

1563 1319 111 133
 100.0 84.4 7.1 8.5

9 8 1 0
 100.0 88.9 11.1 0.0

Ｑ１（２）Ｂ指定管理者が管理している施設の有無　
   調査数　　ある　　　　ない　　　　  無回答

1572 222 499 851
 100.0 14.1 31.7 54.1

1563 222 494 847
 100.0 14.2 31.6 54.2

9 0 5 4
 100.0 0.0 55.6 44.4

Ｑ１（２）Ｃ随意指定した指定管理者が管理運営する施設の有無
   調査数　　ある　　　　ない　　　　  無回答

1572 406 400 766
 100.0 25.8 25.4 48.7

1563 405 396 762
 100.0 25.9 25.3 48.8

9 1 4 4
 100.0 11.1 44.4 44.4

Ｆ２．貴団体が出資した文化振興等を目的とした法人の有無
 　調査数   ある         ない         　無回答 

1832 465 1338 29
 100.0 25.4 73.0 1.6

1823 465 1329 29
 100.0 25.5 72.9 1.6

9 0 9 0
 100.0 0.0 100.0 0.0

Ｆ２Ｒ．出資等をした法人数
 　調査数     平  均 １団体      ２団体      ３団体      ４団体      ５団体      ６団体      ７団体      ８団体      ９団体      １０団体    無回答

465 1.3 385 53 16 7 1 0 0 0 0 1 2
 100.0  82.8 11.4 3.4 1.5 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.4

465 1 385 53 16 7 1 0 0 0 0 1 2
 100.0  82.8 11.4 3.4 1.5 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.4

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広域行政

広域行政除く合計

広域行政

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

広域行政除く合計

広域行政

広域行政除く合計

広域行政除く合計

広域行政

広域行政除く合計

広域行政

広域行政除く合計

広域行政



調査票Ｄ（設置主体）

Ｑ１（１）課題と思われる事項（MA）

（ＭＡ）   調査数
指定管理
者の選定
（全般）

指定管理
者の公募
（全般）

指定管理
者の公募
（選定基
準）

指定管理
者の公募
（審査員
の選定）

指定管理
者の公募
（選定プロ
セスの公
開）

指定管理
者の公募
（候補団
体の確
保）

指定管理
の内容等
（指定期
間）

指定管理
の内容等
（指定管
理料）

指定管理
の内容等
（業務の
範囲や内
容）

Ａその他

指定管理
者の実績
評価のあ
り方

モニタリン
グの実施
方法

1572 326 216 207 108 78 176 166 344 404 19 469 206
 100.0 20.7 13.7 13.2 6.9 5.0 11.2 10.6 21.9 25.7 1.2 29.8 13.1

1563 334 216 208 110 78 178 169 349 411 20 477 208
 100.0 21.4 13.8 13.3 7.0 5.0 11.4 10.8 22.3 26.3 1.3 30.5 13.3

9 1 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
 100.0 11.1 22.2 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（ＭＡ）   調査数
指定管理
者の引継
ぎ

Ｂその他
指定管理
者選定に
係る事務

指定管理
者の変更
に伴う引
継ぎに係
る事務

施設に付
随する資
産や備品
の管理に
係る事務

施設の長
期（大規
模）修繕
計画の見
直し

文化政策
との関係

Ｃその他

地域の文
化団体等
とのネット
ワークの
継承

施設の一
部が指定
管理とな
る場合の
関係者間
の連帯

施設とし
ての事業
の継承

事業の準
備期間の
確保や移
行期間に
おける事
業展開

1572 172 12 208 143 242 371 287 11 255 233 267 107
 100.0 10.9 0.8 13.2 9.1 15.4 23.6 18.3 0.7 16.2 14.8 17.0 6.8

1563 173 12 210 146 248 373 286 12 256 237 268 108
 100.0 11.1 0.8 13.4 9.3 15.9 23.9 18.3 0.8 16.4 15.2 17.1 6.9

9 1 0 0 0 0 1 3 0 3 1 3 0
 100.0 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 33.3 0.0 33.3 11.1 33.3 0.0

（ＭＡ）   調査数
教育普及
事業の実
施

貸し館利
用のあり
方（減免、
優先利用
等との関
係）

専門人材
の育成

施設管理
における
安全性の
確保

Ｄその他
既存財団
との関係

市民との
関係

議会との
関係

Ｅその他

指定管理
者制度に
関する検
討は行っ
ていない

課題は特
にない

  無回答

1572 153 420 259 203 23 186 258 61 25 447 71 131
 100.0 9.7 26.7 16.5 12.9 1.5 11.8 16.4 3.9 1.6 28.4 4.5 8.3

1563 153 422 259 206 24 188 259 61 25 446 72 131
 100.0 9.8 27.0 16.6 13.2 1.5 12.0 16.6 3.9 1.6 28.5 4.6 8.4

9 1 2 1 1 0 1 1 0 0 6 0 0
 100.0 11.1 22.2 11.1 11.1 0.0 11.1 11.1 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0

  全  体

  全  体

  全  体

広域行政除く合計

広域行政

広域行政除く合計

広域行政

広域行政除く合計

広域行政



調査票Ａ(直営），Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

施設内容

   調査数
ホール専
用施設

ホール機
能を有す
るその他
の施設

美術館
練習場・
創作工房

文化施設
等だけの
複合施設

その他の
施設との
複合施設

　不　明

4265 744 1296 510 68 345 1302 0
100.0 17.4 30.4 12.0 1.6 8.1 30.5 0.0

2808 395 953 361 44 189 866 0
 100.0 14.1 33.9 12.9 1.6 6.7 30.8 0.0

534 121 124 42 15 67 165 0
  100.0 22.7 23.2 7.9 2.8 12.5 30.9 0.0

923 228 219 107 9 89 271 0
  100.0 24.7 23.7 11.6 1.0 9.6 29.4 0.0

複合施設の施設内容

  調査数
ホール専
用施設

ホール機
能を有す
るその他
の施設

美術館
練習場・
創作工房

合計 1647 407 870 147 223
 100.0 24.7 52.8 8.9 13.5

1055 205 641 91 118
 100.0 19.4 60.8 8.6 11.2

232 76 95 22 39
  100.0 32.8 40.9 9.5 16.8

360 126 134 34 66
  100.0 35.0 37.2 9.4 18.3

オープン年

   調査数
１９１１年
～１９１４
年

１９１５年
～１９１９
年

１９２０年
～１９２４
年

１９２５年
～１９２９
年

１９３０年
～１９３４
年

１９３５年
～１９３９
年

１９４０年
～１９４４
年

１９４５年
～１９４９
年

１９５０年
～１９５４
年

１９５５年
～１９５９
年

１９６０年
～１９６４
年

１９６５年
～１９６９
年

4265 2 1 0 5 5 2 2 3 13 17 70 158
100.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.3 0.4 1.6 3.7
2808 0 0 0 2 3 2 2 3 9 10 39 89

 100.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.4 1.4 3.2
534 1 1 0 2 2 0 0 0 3 5 16 27

  100.0 0.2 0.2 0.0 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.6 0.9 3.0 5.1
923 1 0 0 1 0 0 0 0 1 2 15 42

  100.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 1.6 4.6

   調査数
１９７０年
～１９７４
年

１９７５年
～１９７９
年

１９８０年
～１９８４
年

１９８５年
～１９８９
年

１９９０年
～１９９４
年

１９９５年
～１９９９
年

２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年

4265 277 347 554 512 801 779 107 113 86 88 97 88
100.0 6.5 8.1 13.0 12.0 18.8 18.3 2.5 2.6 2.0 2.1 2.3 2.1

2808 205 250 371 342 505 491 70 62 45 65 71 55
 100.0 7.3 8.9 13.2 12.2 18.0 17.5 2.5 2.2 1.6 2.3 2.5 2.0

534 28 23 66 57 106 111 9 16 13 6 15 19
  100.0 5.2 4.3 12.4 10.7 19.9 20.8 1.7 3.0 2.4 1.1 2.8 3.6

923 44 74 117 113 190 177 28 35 28 17 11 14
  100.0 4.8 8.0 12.7 12.2 20.6 19.2 3.0 3.8 3.0 1.8 1.2 1.5

   調査数 ２００６年 ２００７年   無回答

4265 75 2 61
100.0 1.8 0.0 1.4

2808 60 0 57
 100.0 2.1 0.0 2.0

534 6 1 1
  100.0 1.1 0.2 0.2

923 9 1 3
  100.0 1.0 0.1 0.3

従前の管理運営形態

   調査数
新設施設
である

直営
管理委託
制度

　不　明   無回答

合計 4265 116 2782 1279 45 43
100.0 2.7 65.2 30.0 1.1 1.0

調査Ａ（直営） 2808 57 2636 78 1 36
 100.0 2.0 93.9 2.8 0.0 1.3
調査Ｂ（公募） 534 35 83 410 6 0
  100.0 6.6 15.5 76.8 1.1 0.0
調査Ｃ（非公募） 923 24 63 791 38 7
  100.0 2.6 6.8 85.7 4.1 0.8

調査Ｃ（非公募）

合　計

調査Ｂ（公募）

調査Ｃ（非公募）

合計

調査Ａ（直営）

調査Ｂ（公募）

調査Ｃ（非公募）

調査Ａ（直営）

調査Ａ（直営）

調査Ｂ（公募）

調査Ａ（直営）

調査Ｂ（公募）

調査Ｃ（非公募）

合計

合計

調査Ａ（直営）

調査Ｂ（公募）

調査Ｃ（非公募）



調査票Ａ(直営），Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

今後の管理運営形態

  調査数
引き続き
直営とす
る

指定管理
者（公募
を実施す
る）

指定管理
者（公募
は実施し
ない）

指定管理
者（選定
方法は未
定）

指定管理
者か直営
かを今後
検討する

その他 　不　明   無回答

合計 4265 1265 742 271 619 1022 149 3 194
100.0 29.7 17.4 6.4 14.5 24.0 3.5 0.1 4.5

2808 1263 107 54 121 987 91 3 182
 100.0 45.0 3.8 1.9 4.3 35.1 3.2 0.1 6.5

534 0 428 7 61 10 27 0 1
  100.0 0.0 80.1 1.3 11.4 1.9 5.1 0.0 0.2

923 2 207 210 437 25 31 0 11
  100.0 0.2 22.4 22.8 47.3 2.7 3.4 0.0 1.2

調査Ｂ（公募）

調査Ａ（直営）

調査Ｃ（非公募）



調査票Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

ＰＦＩの有無　

   調査数

ＰＦＩ事業
により建
設・運営
されてい
る

ＰＦＩ事業
によるも
のではな
い

  無回答

1457 6 1423 28
100.0 0.4 97.7 1.9

534 2 523 9
 100.0 0.4 97.9 1.7
調査C（非公募） 923 4 900 19
  100.0 0.4 97.5 2.1

指定管理者の指定をした日

   調査数
2003年3
月

2003年11
月

2003年12
月

2004年1
月

2004年3
月

2004年4
月

2004年5
月

2004年6
月

2004年7
月

2004年8
月

2004年9
月

2004年10
月

1457 4 1 2 2 9 21 1 11 1 2 2 6
100.0 0.3 0.1 0.1 0.1 0.6 1.4 0.1 0.8 0.1 0.1 0.1 0.4

534 4 1 2 2 2 3 1 7 0 0 1 5
 100.0 0.7 0.2 0.4 0.4 0.4 0.6 0.2 1.3 0.0 0.0 0.2 0.9
調査C（非公募） 923 0 0 0 0 7 18 0 4 1 2 1 1
  100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 2.0 0.0 0.4 0.1 0.2 0.1 0.1

   調査数
2004年11
月

2004年12
月

2005年1
月

2005年2
月

2005年3
月

2005年4
月

2005年6
月

2005年9
月

2005年10
月

2005年11
月

2005年12
月

2006年1
月

1457 1 12 2 1 40 28 2 2 44 13 402 129
100.0 0.1 0.8 0.1 0.1 2.7 1.9 0.1 0.1 3.0 0.9 27.6 8.9

534 1 8 1 0 17 7 0 0 24 6 156 37
 100.0 0.2 1.5 0.2 0.0 3.2 1.3 0.0 0.0 4.5 1.1 29.2 6.9
調査C（非公募） 923 0 4 1 1 23 21 2 2 20 7 246 92
  100.0 0.0 0.4 0.1 0.1 2.5 2.3 0.2 0.2 2.2 0.8 26.7 10.0

   調査数
2006年2
月

2006年3
月

2006年4
月

2006年6
月

2006年7
月

2006年8
月

2006年9
月

2006年10
月

2006年11
月

2007年3
月

2007年4
月

  無回答

1457 60 339 193 42 8 12 27 2 2 2 1 31
100.0 4.1 23.3 13.2 2.9 0.5 0.8 1.9 0.1 0.1 0.1 0.1 2.1

534 29 146 41 14 2 4 8 2 0 0 1 2
 100.0 5.4 27.3 7.7 2.6 0.4 0.7 1.5 0.4 0.0 0.0 0.2 0.4
調査C（非公募） 923 31 193 152 28 6 8 19 0 2 2 0 29
  100.0 3.4 20.9 16.5 3.0 0.7 0.9 2.1 0.0 0.2 0.2 0.0 3.1

指定管理者管理開始日

   調査数
2000年4
月

2003年4
月

2003年12
月

2004年2
月

2004年4
月

2004年7
月

2004年9
月

2004年10
月

2004年11
月

2004年12
月

2005年1
月

2005年2
月

1457 1 3 1 2 32 7 4 7 3 1 1 1
100.0 0.1 0.2 0.1 0.1 2.2 0.5 0.3 0.5 0.2 0.1 0.1 0.1

534 0 3 1 2 7 3 3 4 3 0 1 1
 100.0 0.0 0.6 0.2 0.4 1.3 0.6 0.6 0.7 0.6 0.0 0.2 0.2
調査C（非公募） 923 1 0 0 0 25 4 1 3 0 1 0 0

  100.0 0.1 0.0 0.0 0.0 2.7 0.4 0.1 0.3 0.0 0.1 0.0 0.0

   調査数
2005年3
月

2005年4
月

2005年5
月

2005年7
月

2005年8
月

2005年9
月

2005年10
月

2005年11
月

2005年12
月

2006年1
月

2006年2
月

2006年4
月

1457 1 72 2 1 2 1 8 1 2 1 1 1140
100.0 0.1 4.9 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5 0.1 0.1 0.1 0.1 78.2

534 0 25 2 1 0 0 1 1 1 0 0 424
 100.0 0.0 4.7 0.4 0.2 0.0 0.0 0.2 0.2 0.2 0.0 0.0 79.4
調査C（非公募） 923 1 47 0 0 2 1 7 0 1 1 1 716
  100.0 0.1 5.1 0.0 0.0 0.2 0.1 0.8 0.0 0.1 0.1 0.1 77.6

   調査数
2006年6
月

2006年7
月

2006年8
月

2006年9
月

2006年10
月

2006年11
月

2007年3
月

2007年4
月

2009年3
月

2009年4
月

2009年8
月

2010年3
月

1457 5 12 2 68 5 2 3 7 21 1 3 1
100.0 0.3 0.8 0.1 4.7 0.3 0.1 0.2 0.5 1.4 0.1 0.2 0.1

534 5 1 1 25 3 2 0 3 5 0 0 0
 100.0 0.9 0.2 0.2 4.7 0.6 0.4 0.0 0.6 0.9 0.0 0.0 0.0
調査C（非公募） 923 0 11 1 43 2 0 3 4 16 1 3 1
  100.0 0.0 1.2 0.1 4.7 0.2 0.0 0.3 0.4 1.7 0.1 0.3 0.1

   調査数
2011年3
月

2015年3
月

2016年3
月

  無回答

1457 15 1 1 15
100.0 1.0 0.1 0.1 1.0

534 3 0 0 3
 100.0 0.6 0.0 0.0 0.6
調査C（非公募） 923 12 1 1 12
  100.0 1.3 0.1 0.1 1.3

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）



調査票Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

指定期間
   調査数   平  均 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年   無回答

1457 - 42 141 659 139 421 4 1 1 1 10 38
100.0 2.9 9.7 45.2 9.5 28.9 0.3 0.1 0.1 0.1 0.7 2.6

534 3.9 3 11 230 94 183 1 0 0 0 1 11
 100.0  0.6 2.1 43.1 17.6 34.3 0.2 0.0 0.0 0.0 0.2 2.1
調査C（非公募） 923 3.4 39 130 429 45 238 3 1 1 1 9 27
  100.0  4.2 14.1 46.5 4.9 25.8 0.3 0.1 0.1 0.1 1.0 2.9

指定管理者の団体種別

   調査数

株式会
社・有限
会社など
（営利法
人）

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人（特定
非営利活
動法人）

公共団体
（地方公
共団体・
公共組合
など）

公共的団
体（社会
福祉法
人・商工
会・自治
会など）

その他

上記の団
体による
共同事業
体（ＪＶ）
等のコン
ソーシア
ム

無回答

1457 143 1064 51 8 72 40 75 4
100.0 9.8 73.0 3.5 0.5 4.9 2.7 5.1 0.3

534 99 295 35 1 20 9 75 0
 100.0 18.5 55.2 6.6 0.2 3.7 1.7 14.0 0.0
調査C（非公募） 923 44 769 16 7 52 31 0 4
  100.0 4.8 83.3 1.7 0.8 5.6 3.4 0.0 0.4

貴団体との関連の有無

   調査数

現在の指
定管理者
は貴団体
が出資等
をした団
体である

１以外 　不　明

1378 1083 293 2
100.0 78.6 21.3 0.1

459 300 158 1
 100.0 65.4 34.4 0.2
調査C（非公募） 919 783 135 1
  100.0 85.2 14.7 0.1

当該施設の従前の管理委託先・業務委託先との関係　　

   調査数

当該施設
の従前の
管理委託
先と同一
団体であ
る

当該施設
で従前に
一部の業
務を委託
されてい
た団体で
ある

１・２のい
ずれでも
ない

　不　明

1378 1059 64 201 54
100.0 76.9 4.6 14.6 3.9

459 285 40 125 9
 100.0 62.1 8.7 27.2 2.0
調査C（非公募） 919 774 24 76 45
  100.0 84.2 2.6 8.3 4.9

指定管理者制度導入に際する事前準備等(MA）

（MA）   調査数
利用者の
ニーズを
調査した

利用者や
市民への
説明会を
開催した

パブリック
コメントを
募った

その他   無回答

1457 47 79 53 158 1146
100.0 3.2 5.4 3.6 10.8 78.7

534 23 44 20 68 391
 100.0 4.3 8.2 3.7 12.7 73.2
調査C（非公募） 923 24 35 33 90 755
  100.0 2.6 3.8 3.6 9.8 81.8

業務の範囲

   調査数

施設の管
理・運営
や事業の
実施に関
するすべ
ての業務

施設の管
理・運営
や事業の
実施に関
する業務
のうちの
一部

その他   無回答

1457 1190 211 38 18
100.0 81.7 14.5 2.6 1.2

534 440 79 12 3
 100.0 82.4 14.8 2.2 0.6
調査C（非公募） 923 750 132 26 15
  100.0 81.3 14.3 2.8 1.6

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計



調査票Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

施設の維持管理に関する業務

   調査数
指定管理
者が行う

設置者が
行う

業務内容
に該当し
ない

　不　明 　無回答

1457 1393 40 0 5 19
100.0 95.6 2.7 0.0 0.3 1.3

534 523 11 0 0 0
 100.0 97.9 2.1 0.0 0.0 0.0
調査C（非公募） 923 870 29 0 5 19
  100.0 94.3 3.1 0.0 0.5 2.1

施設の貸出等・運営に関する業務

   調査数
指定管理
者が行う

設置者が
行う

業務内容
に該当し
ない

  無回答

1457 1405 3 30 19
100.0 96.4 0.2 2.1 1.3

534 524 1 8 1
 100.0 98.1 0.2 1.5 0.2
調査C（非公募） 923 881 2 22 18
  100.0 95.4 0.2 2.4 2.0

施設の貸出における使用許可業務

   調査数
指定管理
者が行う

設置者が
行う

業務内容
に該当し
ない

　不　明   無回答

1457 1348 61 27 1 20
100.0 92.5 4.2 1.9 0.1 1.4

534 511 17 4 0 2
 100.0 95.7 3.2 0.7 0.0 0.4
調査C（非公募） 923 837 44 23 1 18
  100.0 90.7 4.8 2.5 0.1 2.0

事業の企画・実施に関する業務　

   調査数
指定管理
者が行う

設置者が
行う

業務内容
に該当し
ない

　不　明   無回答

1457 1098 84 249 3 23
100.0 75.4 5.8 17.1 0.2 1.6

534 400 33 99 0 2
 100.0 74.9 6.2 18.5 0.0 0.4
調査C（非公募） 923 698 51 150 3 21
  100.0 75.6 5.5 16.3 0.3 2.3

利用料金制の有無

   調査数

従前から
継続して
利用料金
制を採用

指定管理
者導入を
機に利用
料金制を
採用

現在、利
用料金制
は採用し
ていない

　不　明   無回答

1457 469 451 519 2 16
100.0 32.2 31.0 35.6 0.1 1.1

534 161 206 164 2 1
 100.0 30.1 38.6 30.7 0.4 0.2
調査C（非公募） 923 308 245 355 0 15
  100.0 33.4 26.5 38.5 0.0 1.6

債務負担行為の有無

   調査数

指定管理
料のすべ
てについ
て、債務
負担行為
を行って
いる

指定管理
料の一部
につい
て、債務
負担行為
を行って
いる

債務負担
行為は行
わず、年
度協定等
で次年度
以降に決
めること
になって
いる

特に取り
決めてい
ない

指定期間
は年度を
またがら
ない

設置者か
ら指定管
理料は支
払わない

  無回答

1457 601 23 701 12 84 18 18
100.0 41.2 1.6 48.1 0.8 5.8 1.2 1.2

534 273 5 232 4 15 5 0
 100.0 51.1 0.9 43.4 0.7 2.8 0.9 0.0
調査C（非公募） 923 328 18 469 8 69 13 18
  100.0 35.5 2.0 50.8 0.9 7.5 1.4 2.0

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

調査B（公募）

合計

合計



調査票Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

モニタリング・評価の実施方法

   調査数

モニタリ
ングは、
提出され
た事業報
告書に基
づいて実
施する

モニタリ
ングは、
定期的に
現地に赴
き、施設
の運営や
管理、事
業の実施
状況等を
確認する

利用者数
や稼動率
等の指標
を定め
て、内部
評価を実
施するよ
う求めて
いる

指定管理
者による
内部評価
とは別
に、設置
者として
の評価基
準を定め
ている

評価機関
として、外
部の専門
家が参加
する第三
者機関を
設置して
いる

　無回答

1457 1013 528 338 182 75 266
100.0 69.5 36.2 23.2 12.5 5.1 18.3

534 430 263 150 95 47 39
 100.0 80.5 49.3 28.1 17.8 8.8 7.3
調査C（非公募） 923 583 265 188 87 28 227
  100.0 63.2 28.7 20.4 9.4 3.0 24.6

協定

   調査数

指定期間
満了に伴
う業務の
引継ぎに
関する具
体的な事
項（実施
期間や内
容等）

美術館の
美術資
料、設置
者から貸
与する備
品等に関
する具体
的な事項
（確認手
順等）

施設の目
的外使用
を伴う、指
定管理者
の自主的
な事業等
に関する
取り決め

事由によ
り、指定
管理者側
からの指
定の取り
消しの申
し出を可
能とする
事項

　無回答

1457 711 521 442 800 314
100.0 48.8 35.8 30.3 54.9 21.6

534 296 190 171 328 84
 100.0 55.4 35.6 32.0 61.4 15.7
調査C（非公募） 923 415 331 271 472 230
  100.0 45.0 35.9 29.4 51.1 24.9

協定内容の変更の有無

   調査数 ある ない   無回答

1457 120 1316 21
100.0 8.2 90.3 1.4

534 47 486 1
 100.0 8.8 91.0 0.2
調査C（非公募） 923 73 830 20
  100.0 7.9 89.9 2.2

指定管理者の取り消し

   調査数 ある ない   無回答

1457 14 1426 17
100.0 1.0 97.9 1.2

534 14 520 0
 100.0 2.6 97.4 0.0
調査C（非公募） 923 0 906 17
  100.0 0.0 98.2 1.8

当初の目標・期待(MA）

（ＭＡ）   調査数
事業内容
の充実

サービス
向上

管理運営
経費の削
減

より市民
に開かれ
た運営の
推進

地域の文
化振興へ
の貢献強
化

その他

当初の期
待や目標
は特にな
い

  無回答

1457 728 1134 1242 386 534 31 78 16
100.0 50.0 77.8 85.2 26.5 36.7 2.1 5.4 1.1

534 294 474 498 183 203 19 12 3
 100.0 55.1 88.8 93.3 34.3 38.0 3.6 2.2 0.6
調査C（非公募） 923 434 660 744 203 331 12 66 13
  100.0 47.0 71.5 80.6 22.0 35.9 1.3 7.2 1.4

調査B（公募）

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

調査B（公募）

合計

合計

調査B（公募）

合計



調査票Ｂ（公募），Ｃ（非公募）共通項目

導入効果（MA）

（ＭＡ）   調査数

事業内容
の充実
（鑑賞事
業の質量
充実）

事業内容
の充実
（アウト
リーチ活
動の充
実）

サービス
向上（新
サービス
の提供）

サービス
向上（利
用料金の
値下げ）

サービス
向上（接
遇レベル
の向上）

サービス
向上（利
用時間等
利便性の
向上）

広報・販
売促進活
動の強化

管理運営
経費の削
減

収益性の
向上

当該施設
の利活用
推進

より市民
に開かれ
た運営の
推進

地域の文
化振興へ
の貢献強
化

1457 279 145 410 90 323 411 226 936 161 243 206 260
100.0 19.1 10.0 28.1 6.2 22.2 28.2 15.5 64.2 11.1 16.7 14.1 17.8

534 106 65 234 64 154 231 131 401 85 117 106 105
 100.0 19.9 12.2 43.8 12.0 28.8 43.3 24.5 75.1 15.9 21.9 19.9 19.7
調査C（非公募） 923 173 80 176 26 169 180 95 535 76 126 100 155
  100.0 18.7 8.7 19.1 2.8 18.3 19.5 10.3 58.0 8.2 13.7 10.8 16.8

（ＭＡ）   調査数
地域経済
への波及
効果

施設の設
置目的や
ミッション
の再確認

文化振興
等を担う
公益法人
の役割や
位置づ
け・あり方
の見直し

その他

現在まで
のところ
導入効果
は特にな
い

  無回答

1457 39 190 179 64 193 21
100.0 2.7 13.0 12.3 4.4 13.2 1.4

534 16 55 30 19 41 4
 100.0 3.0 10.3 5.6 3.6 7.7 0.7
調査C（非公募） 923 23 135 149 45 152 17
  100.0 2.5 14.6 16.1 4.9 16.5 1.8

合計

調査B（公募）

調査B（公募）

合計



調査票Ａ（直営）

Ｑ１（６）指定管理者公募等の有無　　

   調査数

公募等は
行ったが
選定に至
らなかっ
た

指定管理
者の公募
は行わな
かった

  無回答

2808 18 2662 128
 100.0 0.6 94.8 4.6

Ｑ１（７）公募などを行わない理由（MA）

（MA）   調査数

指定管理
者の手続
きをする
時間的余
裕がな
かった

地域に指
定管理者
の担い手
がない

文化施設
の指定管
理先行事
例を精査
してから

直営の方
が文化施
策がうまく
いく

直営の方
が施設の
管理運営
がうまくい
く

指定管理
本格導入
を見据え
た暫定措
置として
直営とし
た

その他 　不　明

2662 78 348 669 584 1156 373 390 32
 100.0 2.9 13.1 25.1 21.9 43.4 14.0 14.7 1.2

  全  体

  全  体



調査票B（公募）

Ｑ２（７）コンソーシアム構成各団体の団体種別　Ａ代表　

   調査数
株式会
社・有限
会社など

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人

公共団体
公共的団
体

その他

75 47 19 4 0 2 3
 100.0 62.7 25.3 5.3 0.0 2.7 4.0

Ｑ２（７）コンソーシアム構成各団体の団体種別　Ｂその他

   調査数
株式会
社・有限
会社など

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人

公共団体
公共的団
体

その他

75 64 2 5 0 0 4
 100.0 85.3 2.7 6.7 0.0 0.0 5.3

Ｑ２（７）コンソーシアム構成各団体の団体種別　Ｃその他

   調査数
株式会
社・有限
会社など

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人

公共団体
公共的団
体

その他   無回答

75 40 1 1 0 0 0 33
 100.0 53.3 1.3 1.3 0.0 0.0 0.0 44.0

Ｑ２（７）コンソーシアム構成各団体の団体種別　Ｄその他

   調査数
株式会
社・有限
会社など

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人

公共団体
公共的団
体

その他   無回答

75 16 0 0 0 0 0 59
 100.0 21.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.7

Ｑ２（７）コンソーシアム構成各団体の団体種別　Ｅその他

   調査数
株式会
社・有限
会社など

財団法
人・社団
法人

ＮＰＯ法
人

公共団体
公共的団
体

その他   無回答

75 2 0 1 0 0 0 72
 100.0 2.7 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 96.0

Ｑ２（８）貴団体との関連の有無（コンソーシアム構成団体）

   調査数

貴団体が
出資等を
した団体
がある

ない

75 16 59
 100.0 21.3 78.7

Ｑ３（２）指定管理者の選定手続き　　

   調査数 公募した

複数の候
補者を指
名し提案
を募った

その他   無回答

534 526 0 4 4
 100.0 98.5 0.0 0.7 0.7

Ｑ４（１）公募等の告知手段（MA）

（MA）   調査数
ホーム
ページへ
の掲載

自治体広
報誌（紙）
への掲載

自治体掲
示板や庁
舎内の掲
示による
告知

関係先へ
の個別通
知

地元媒体
（新聞・タ
ウン誌・Ｃ
ＡＴＶ等）
への掲載

その他   無回答

534 504 326 173 23 105 56 6
 100.0 94.4 61.0 32.4 4.3 19.7 10.5 1.1

Ｑ４（２）応募要項の開示・配布方法（MA）

（MA）   調査数

ホーム
ページで
誰でも自
由に閲
覧、ダウ
ンロード
等できる
ようにした

求めに応
じて郵送
または
メールに
よる電子
データで
の配布等
をした

自治体の
窓口等で
配布した

説明会参
加者に配
布した

その他   無回答

534 391 182 434 209 3 6
 100.0 73.2 34.1 81.3 39.1 0.6 1.1

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体



調査票B（公募）

Ｑ４（３）．応募期間

   調査数   平  均 １～５日 ６～１０日
１１～１５
日

１６～２０
日

２１～２５
日

２６～３０
日

３１～３５
日

３６～４０
日

４１～４５
日

４６～５０
日

５１～５５
日

534 34.5 2 4 27 29 57 99 111 63 44 28 17
 100.0  0.4 0.7 5.1 5.4 10.7 18.5 20.8 11.8 8.2 5.2 3.2

   調査数   平  均
５６～６０
日

６１～６５
日

６６～７０
日

７１～７５
日

７６～８０
日

８１～８５
日

８６～９０
日

９１～９５
日

９６～１０
０日

１０１～１
０５日

１０６～１
１０日

534 34.5 17 19 4 2 0 1 0 2 0 0 0
 100.0  3.2 3.6 0.7 0.4 0.0 0.2 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0

   調査数   平  均
１１１～１
１５日

１１６～１
２０日

  無回答

534 34.5 0 1 7

 100.0  0.0 0.2 1.3

Ｑ４（４）応募数

   調査数
最初の公
募

再公募 なし   無回答

534 524 10 304 1
 100.0 98.1 1.9 56.9 0.2

Ｑ４（４）１．応募数　＊最初の公募

   調査数   平  均 １団体 ２団体 ３団体 ４団体 ５団体 ６団体 ７団体 ８団体 ９団体 １０団体 １１団体

524 2.8 171 135 90 44 32 18 9 5 8 5 3
 100.0  32.6 25.8 17.2 8.4 6.1 3.4 1.7 1.0 1.5 1.0 0.6

   調査数   平  均 １２団体 １３団体 ２４団体
524 2.8 1 2 1

 100.0  0.2 0.4 0.2

Ｑ４（４）２．応募数　＊再公募

   調査数   平  均 １団体 ２団体 ３団体 １２団体

10 3.5 1 2 6 1
 100.0  10.0 20.0 60.0 10.0

Ｑ４（５）応募条件(MA)

(ＭＡ)   調査数

法人格を
有する団
体のみの
応募に限
る

ひとつの
団体によ
る単独応
募に限る

首長や議
員が関与
する団体
の応募禁
止

当該自治
体に現に
事務所や
営業拠点
がある団
体に限る

指定開始
日までに
当該自治
体に営業
拠点を置
くことを条
件とする

公募する
業務に関
して当該
自治体で
の実績が
ある団体
に限る

公募する
業務に関
して地域
に係わら
ず実績が
ある団体
に限る

その他   無回答

534 71 10 72 161 74 2 58 122 187
 100.0 13.3 1.9 13.5 30.1 13.9 0.4 10.9 22.8 35.0

Ｑ５（１）Ａ審査選定基準

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

  無回答

534 317 173 38 1 5
 100.0 59.4 32.4 7.1 0.2 0.9

Ｑ５（１）Ｂ従前の施設維持管理費用の金額状況　　

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

　不　明   無回答

534 337 99 83 4 2 9
 100.0 63.1 18.5 15.5 0.7 0.4 1.7

Ｑ５（１）Ｃ従前の利用料金収入の金額状況　

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

  無回答

534 280 51 51 131 21
 100.0 52.4 9.6 9.6 24.5 3.9

Ｑ５（１）Ｄ施設の改修・修繕に関する役割分担　　

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

  無回答

534 344 161 24 3 2
 100.0 64.4 30.1 4.5 0.6 0.4

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体



調査票B（公募）

Ｑ５（１）Ｅ安全管理に関するリスク分担　　

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

  無回答

534 274 187 68 1 4
 100.0 51.3 35.0 12.7 0.2 0.7

Ｑ５（１）Ｆ指定管理者が付保を義務付けられる保険内容　

   調査数
具体的に
示した

概要を示
した

示してい
ない

業務内容
に該当し
ない

  無回答

534 225 126 137 28 18
 100.0 42.1 23.6 25.7 5.2 3.4

Ｑ５（２）指定管理料（支出金）

   調査数

応募要項
に指定管
理料の金
額を提
示・記載
した（見積
を求めな
かった）

応募要項
に参考と
なる金額
(*1)を提
示し、応
募者に金
額の見積
もり(*2)を
求めた

予め金額
を提示せ
ず、応募
団体に指
定管理料
の見積も
り(*2)を
求めた

その他

指定管理
料（支出
金）は支
払わない

  無回答

*1：参考と
なる金額と
は、指定管
理料の上
限金額や
従前の管
理委託料
等を指しま
す。

*2:見積に
は、収支計
画の収入
から支出を
差し引いた
金額を指定
管理料とす
る場合を含
みます。

534 19 370 123 15 4 3
 100.0 3.6 69.3 23.0 2.8 0.7 0.6

Ｑ６（１）選定にあたった合議体

   調査数

当該施設
の選定の
ための個
別の合議
体

複数施設
を選定
（文化施
設だけ）

複製施設
を選定
（文化施
設に限ら
ず）

その他   無回答

534 187 101 236 7 3
 100.0 35.0 18.9 44.2 1.3 0.6

Ｑ６（２）選定にあたった合議体の構成

   調査数

貴団体の
職員を中
心とする
合議体

職員以外
の外部の
人を中心
とする合
議体

その他 　不　明   無回答

534 204 226 100 0 4
 100.0 38.2 42.3 18.7 0.0 0.7

Ｑ６（３）選定にあたった合議体の構成員（MA）

（MA）   調査数
地域の文
化団体の
代表者等

地域の社
会教育団
体の代表
者等

アーティ
スト・実演
家等

文化政
策・文化
施設運営
の専門家
等

経営・会
計・税務・
法律の専
門家等

その他の
分野の専
門家・学
識経験者
等

議員 一般市民 その他
外部の人
は参加し
ていない

  無回答

534 116 88 61 157 283 253 11 54 69 114 7
 100.0 21.7 16.5 11.4 29.4 53.0 47.4 2.1 10.1 12.9 21.3 1.3

Ｑ６（４）選定プロセスの公開（MA）

（MA）   調査数

選定委員
会等の傍
聴をすべ
て可能と
した

選定委員
会等の一
部の傍聴
を可能と
した

選定委員
会等の議
事録を公
開した

審査結果
の詳細を
公開した

審査結果
の概要を
公開した

応募団体
名をすべ
て公開し
た

応募書類
を公開し
た

１～７の
いずれも
行ってな
い

  無回答

534 14 70 80 156 342 185 39 91 5
 100.0 2.6 13.1 15.0 29.2 64.0 34.6 7.3 17.0 0.9

Ｑ６（５）選定基準（審査の基準）（MA：配点の多い順に3つまで）

（MA：3つまで）   調査数
団体への
信頼性

収支計画
指定管理
料の見積
もり金額

施設維持
管理計画

施設運営
計画

事業の提
案

総合評価 その他

配点は各
項目とも
同じであ
る

ポイント
制・配点
制を採っ
ていない

  無回答

534 177 177 172 174 327 242 41 29 27 28 7
 100.0 33.1 33.1 32.2 32.6 61.2 45.3 7.7 5.4 5.1 5.2 1.3

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体

  全  体



調査票C（非公募）

Ｑ３（２）公募等実施の有無　　

  調査数

公募等を
行ったが
選定に至
らなかっ
た経緯が
ある

公募等は
行わず特
定の団体
を随意指
定した

　無回答

923 32 885 6
  100.0 3.5 95.9 0.7

Ｑ３（３）公募等を行わない理由（MA）

（MA）   調査数

公募の手
続きをす
る時間的
余裕がな
かった

指定団体
の他に指
定管理者
の担い手
がない

指定団体
であれば
最も文化
施策がう
まくいく

指定団体
であれば
最も施設
管理がう
まくいく

公募によ
る指定管
理本格導
入を見据
えた暫定
措置とし
て随意指
定

その他 　無回答

885 45 102 331 462 365 84 1
  100.0 5.1 11.5 37.4 52.2 41.2 9.5 0.1

  全  体

  全  体



■地方自治法 

 

地方自治法２４４条 

 
（公の施設）  
第二百四十四条  普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供

するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。  
２  普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）

は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。  
３  普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱い

をしてはならない。  
 
（公の施設の設置、管理及び廃止）  
第二百四十四条の二  普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあ

るものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなけ

ればならない。  
２  普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なも

のについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとすると

きは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。  
３  普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共団

体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、

当該公の施設の管理を行わせることができる。  
４  前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の

範囲その他必要な事項を定めるものとする。  
５  指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。  
６  普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普

通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  
７  指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書

を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。  
８  普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利

用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受さ

せることができる。  
９  前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の

定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、



あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。  
１０  普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正

を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。  
１１  普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理

者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期

間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。  
 
（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用）  
第二百四十四条の三  普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通地方

公共団体との協議により、公の施設を設けることができる。  
２  普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方公共

団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。  
３  前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。  
 
（公の施設を利用する権利に関する処分についての不服申立て）  
第二百四十四条の四  普通地方公共団体の長がした公の施設を利用する権利に関する処

分に不服がある者は、都道府県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処分

については都道府県知事に審査請求をすることができる。この場合においては、異議申立

てをすることもできる。  
２  第百三十八条の四第一項に規定する機関がした公の施設を利用する権利に関する処

分に不服がある者は、当該普通地方公共団体の長に審査請求をすることができる。  
３  普通地方公共団体の長及び前項に規定する機関以外の機関（指定管理者を含む。）が

した公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長

が処分庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してす

るものとする。  
４  普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての異議申立

て又は審査請求（第一項に規定する審査請求を除く。）があつたときは、議会に諮問してこ

れを決定しなければならない。  
５  議会は、前項の規定による諮問があつた日から二十日以内に意見を述べなければなら

ない。  
６  公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求（第一項に規定する審査請

求を除く。）に対する裁決に不服がある者は、都道府県知事がした裁決については総務大臣、

市町村長がした裁決については都道府県知事に再審査請求をすることができる。 
 

 



地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 
総行行第８７号 

平成１５年７月１７日 
各都道府県知事 殿 
 
 

総務省自治行政局長 
 
 

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知） 
 
 
地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号。以下「改正法」という。）

は、平成１５年６月６日に成立し、同月１３日に公布されました。 
今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すとともに、

公の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運営を図ること

を目的としたものです。 
指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法（以下「旧法」

という。）第２４４条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設について

は、この法律の施行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正する必要があり、

その際、公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制度を積極的に活用される

ようお願いします。 
また指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については、「地方独立行政法人

法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布について

（通知）」（平成１５年７月１７日付け総行行第８６号、総行公第３９号、総財公第６１号、

総財務第７１号、１５文科高第２７５号総務省自治行政局長・総務省自治財政局長・文部

科学省高等教育局長通知）を参照してください。 
貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規定及び

公の施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府県内の市町

村に対してもこの旨周知願います。 
なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示しします。 

 
記 

 
第１ 地方公共団体の内部組織に関する事項 ＜略＞ 



 
第２ 公の施設の管理に関する事項 

今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施設

の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を

図ることを目的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の適正な管理に努めら

れたいこと。 
 
１ 指定管理者に関する事項 

(1) 今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人その他

の団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間事業者等が幅

広く含まれるものであること。（第２４４条の２第３項関係） 
 
(2) 地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行わせる

ことができるものであるが、使用料の強制徴収（第２３１条の３）、不服申立てに対す

る決定（第２４４条の４）、行政財産の目的外使用許可（第２３８条の４第４項）等法

令により地方公共団体の長のみが行うことができる権限については、これらを指定管理

者に行わせることはできないものであること。（第２４４条の２第３項関係） 
 
(3) 指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の

名称、指定管理者となる団体の名称、指定の期間等であること。（第２４４条の２第６

項関係） 
 
２ 条例で規定すべき事項 

(1) 指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な

事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおりであること。

（第２４４条の２第４項関係） 
①「指定の手続」としては、申請の方法や選定基準等を定めるものであること。なお、

指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画書を提出させることとし、選定

する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望ましいものであ

ること。 
ア 住民の平等利用が確保されること。 
イ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減

が図られるものであること。 
ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること。 

 
② 「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本的な条



件（休館日、開館時間、使用制限の要件等）のほか、管理を通じて取得した個人に

関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要不可欠である業

務運営の基本的事項を定めるものであること。 
 
③ 「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体的範囲

を規定するものであり、使用の許可まで含めるかどうかを含め、施設の維持管理等

の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定するものであること。 
 
(2) 旧法第２４４条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度においても、利用料金

を当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利用料金は、公

益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより指定管理者が定め

るものとしていること。（第２４４条の２第８項及び第９項関係） 
 
(3) 指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と指定管

理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結することが適当で

あること。 
 
３ 適正な管理の確保等に関する事項 

(1) 「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績や管理

経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項が記載

されるものであること。（第２４４条の２第７項関係） 
 
(2) 清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託することは差し

支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回の制度の趣旨

にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託することはできないも

のであること。 
 
(3) 指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて十分留

意し、「管理の基準」として必要な事項を定めるほか、個人情報保護条例において個人

情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に盛り込むことを

規定する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定管理者の選定の際に情

報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮され

たいこと。 
その際、「地方公共団体における個人情報保護対策について」（平成１５年６月１６日

付け総行情第９１号総務省政策統括官通知)の内容を十分に踏まえて対応されたいこと。 
４ その他 



道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定される場

合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。 
 
第３ 施行期日等 
１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行するものとすること。（改正法附則第１条関係） 
 
２ 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第２４４条の２第３項の規

定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施行後３年以内に当

該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治法第２４４条の２の規定によ

る指定等を行う必要があるものであること。（改正法附則第２条関係） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「地域の公立文化施設実態調査」報告書 

指定管理者制度導入状況等調査 
 
調査・発行：財団法人地域創造 
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